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 第1章  ビジョン策定にあたって 

背景・目的 

本市では、地球温暖化、エネルギー資源の枯渇といった「地球環境問題」や「エネルギ

ー問題」への対応に向け、自然エネルギーや未利用エネルギー等の活用を進める施策展開

の指針として 2003 年（平成 15 年）2 月に「能代市新エネルギービジョン」を策定した。 

その後、2011 年（平成 23 年）3 月 11 日に東日本大震災が発生し、大規模な停電や福島

第一原子力発電所の事故により、エネルギー安定供給の脆弱性が露見し、エネルギー政策

は大きな転換期を迎えた。 

本市においても、エネルギーを巡る情勢の変化を踏まえ、2013 年（平成 25 年）に再生

可能エネルギー導入に関する戦略的な方向性を示した「能代市再生可能エネルギービジョ

ン」を策定し、再生可能エネルギーの積極的な導入拡大、関連技術の開発促進、関連産業

の支援等に取り組んできた。 

その結果、2013 年（平成 25 年）以降、陸上風力発電で 21 基、47,060ｋＷ、大規模太陽

光発電で 3 箇所、10,153ｋＷの導入が進んだ。その中でも地元企業とともに本市も出資し

ている「風の松原風力発電所」は、17 基、39,100ｋＷの大規模発電所であり、資金調達に

市民ファンドが導入され、市民への利益還元が図られているほか、変動緩和型の国内最大

規模の蓄電池設備を備え、災害時の対応も視野に入れた、このビジョンを具現化したもの

となっている。 

さらに、風力発電の保守技術の研修施設を併設したメンテナンス拠点が民間事業者によ

り設置されるなど、発電施設だけではなく、各種機能の集積も進んできた。 

近年は、全国的に洋上風力発電導入に向けた実証事業や具体的な計画が示されるなど、

洋上風力発電整備の動きが活発となっており、能代市沿岸においても、能代港港湾区域や

本市沖合の一般海域における風力発電導入に向け、計画が示され、環境影響評価が進めら

れている。 

このような中、能代港における北陸から北海道にわたる日本海沿岸を中心とした海域で

の洋上風力発電の建設及びメンテナンスの拠点機能等の整備促進を目的とする「能代港洋

上風力発電拠点化期成同盟会」が 2018 年（平成 30 年）に設立された。 

一方、国が中心となり、水素社会の実現に向けた動きが活発化しており、2017 年（平成

29 年）には水素基本戦略が示され、取り組みが加速度的に進められている。 

こうした状況の変化を踏まえ、これまでの取り組みを検証した上で、次世代エネルギー

（再生可能エネルギーや水素エネルギー）の導入・普及に向けた方向性を示すため、「能代

市再生可能エネルギービジョン」を見直し、「能代市次世代エネルギービジョン」を策定す

るものである。 
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国・県の再生可能エネルギーに関する動向 

国の動向 

第 5次エネルギー基本計画 

第 5 次エネルギー基本計画（以下、「本計画」、2018 年（平成 30 年）7 月 3 日閣議決

定）は、第 4 次エネルギー基本計画の見直しに加え、パリ協定や国家間・企業間の競争

の本格化等、変化するエネルギー情勢を受け、2030 年、2050 年を見据えた長期的なエネ

ルギー政策の方向性を示している。 

第４次エネルギー基本計画で提唱した「３Ｅ＋Ｓ」（Energy Security、Economic 

Efficiency、Environment、Safety）は、本計画において「より高度な３Ｅ＋Ｓ」へと発

展させ、図 1-1 の 4 つの新たな目標を目指すとしている。 

再生可能エネルギーについては、2030 年までに、低コスト化や系統制約の克服、不安

定な出力をカバーするための調整力の確保等に取り組み、2050 年までには、経済的に自

立した脱炭素化の主力電源化を目指すこととしている。 

また、資源エネルギー庁は、エネルギー政策として官民協調の開発プロジェクトを立

ち上げるとともに、国際連携ネットワークの形成などにより協力体制をつくることで、

国内外でのエネルギー転換に対する投資を促す政策を打ち出すこととしている。 

図 1-1 より高度な３Ｅ＋Ｓ 

 

図 1-2 2030 年度の電力需給構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-1 2050 年を目標としたエネルギーに関する主な施策の方向性 

再生可能エネルギー 
経済的に自立した脱炭素化の主力電源化を
目指す 

原子力発電 
実用段階にある脱炭素化の選択肢のひとつ
として、まずは社会的信頼の回復を目指す 

石油・石炭・天然ガスなどの化石燃料 資源外交の強化を目指す 

その他 
省エネルギーの推進や水素、蓄電池などの
技術開発の推進を目指す 

資料：経済産業省 

出典：長期エネルギー需給見通し 経済産業省 
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水素基本戦略 

水素基本戦略（以下、「本戦略」、2017 年（平成 29 年）12 月 26 日決定）は、第 2回再

生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議において策定された。本戦略は、2030 年前後に

実現すべき内容を目標として掲げている「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を踏まえ、

2050 年を見据えた、官民一体で目指すべき方向性やビジョンを示している。 

我が国は海外化石燃料への依存性が高く、エネルギー自給率が低い。また、パリ協定

の発効を受け、2050 年までに温室効果ガスを 80％削減する目標を掲げている。それら

の課題解決に向け、具体に水素社会実現に向けた 10 の基本戦略を示している。 

なお、本戦略のシナリオでは、図 1-3 に示すとおり、水素製造コストの抑制や水素調

達量の増加、モビリティ関連や燃料電池等の利活用拡大に向け、数値目標が示されてい

る。 

表 1-2 水素基本戦略の施策概要 

項目 施策概要 

低コストな水素利用の実現 
・海外の未利用エネルギー及び再生可能エネルギーを活用し、水素を
大量調達 

国際的な水素サプライチェ

ーンの開発 

・液体水素、有機ハイドライド等による効率的な水素貯蔵・輸送の商
用化を目指すとともに、その他のエネルギーキャリア技術を開発 

国内再エネの導入拡大と地

方創生 

・Power-to-gas 技術（特に水電解システム）のコスト低減 
・地域資源を活用した低炭素な水素サプライチェーン構築支援等を
実施 

電力分野での利用 
・経済性の確立、環境価値の評価等について、他の制度設計に係る議
論を注視しつつ水素発電の導入を検討 

モビリティでの利用 

・水素ステーション事業の自立化を目指し、規制改革、技術開発、官
民一体による水素ステーションの戦略的整備を推進 

・燃料電池トラックの開発・商用化 
・小型船舶の燃料電池化 

産業プロセス・熱利用での

水素活用の可能性 

・電化が困難なエネルギー利用分野において燃料として利用 
・工業用途で使用されている化石燃料由来の水素をＣＯ２フリー化 

燃料電池技術活用 ・エネファームのコスト低減と自立的普及 

革新的技術活用 ・革新的技術の開発は、関係府省庁が連携し実施 

国際展開（標準化等） ・国際標準化の取り組みを主導し、技術開発や関係機関との連携 
国民の理解促進、地域連携 ・協議会等の場を活用し、情報を共有 

図 1-3 水素基本戦略のシナリオ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：水素基本戦略（概要） 
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Society5.0 

Society5.0 は、我が国が目指すべき未来社会の姿として第 5期科学技術基本計画の中

で提唱された概念である。 

これまでの情報社会（Society4.0）では知識や情報が共有されず、分野横断的な連携

が不十分であるという問題を有していたことから、Society5.0 で実現する社会では、IoT

（Internet of Things）で全ての人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有され、

今までにない新たな価値を生み出すことで、少子高齢化、過疎化などの課題や困難の克

服を図る。 

Society5.0 では、膨大なビッグデータを人間の能力を超えた AI が解析し、その結果

がロボットなどを通して人間にフィードバックされることで、これまでには出来なかっ

た新たな価値が産業や社会にもたらされることになる。 

エネルギー分野においては、エネルギーの使用状況や発電所の稼働状況、気象情報な

どを AI で解析することで、的確な需要予測や多様なエネルギーによる安定的な供給が

実現できるとともに、温室効果ガスのさらなる削減が可能となる。 

 

図 1-4 Society5.0 における新たな価値の事例（エネルギー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Society5.0「科学技術イノベーションが築く新たな社会」説明資料（内閣府） 
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県の動向 

第 2期新エネルギー産業戦略 

第 2期新エネルギー産業戦略（以下、「本戦略」、2016 年（平成 28 年）3 月策定）は、

昨今のエネルギー情勢の変化を踏まえ、関連産業の振興及び雇用創出につなげるための

取り組みを一層強化していくことを目的として策定されている。 

本戦略では、2011 年（平成 23 年）5 月に策定された秋田県新エネルギー産業戦略に

おける取り組み状況について進捗状況が整理されている。 

また、発電事業者向けにアンケート調査とヒアリング調査を実施し、秋田県における

ポテンシャルや立地条件について高評価を得られたと報告している。一方、「系統接続の

しやすさ」や「建設業者、メンテナンス業者、部品製造業者等の存在」については、今

後の課題と位置付けており、県内企業の育成、県内発注に関する発電事業者への働きか

け、県内企業とのマッチング、人材育成の仕組みづくり等の取り組みを強化していくと

している。 

本戦略では、新エネルギー供給基地と関連産業の集積拠点の形成を目指す姿とし、3

の政策と 16 の施策を打ち出している。 

施策のうち、秋田港及び能代港（計 14 万 5 千 kW）の洋上風力発電については、2021

年、2022 年度にそれぞれ事業化することとしている。 

また、県は、洋上風力発電について、当面の重点プロジェクトのひとつとして掲げ、

洋上風力発電の事業化への支援とともに、県内企業の参入拡大と育成に取り組む意向を

示している。 

 

図 1-5 再生可能エネルギーの導入目標 

 

出典：第 2期秋田県新エネルギー産業戦略（秋田県） 
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秋田水素コンソーシアム 

秋田水素コンソーシアムは、秋田県における水素に関する取り組みを円滑に進めるた

め、2016 年（平成 28 年）9月 7日に設立された。2016 年（平成 28 年）9月時点で民間

企業、学術研究機関、行政機関等の計 44 団体が参画しており、会員が水素に関する情報

の収集や知見を深めることができる場となっている。 

また、本コンソーシアムを通じて地元企業が水素関連事業に参入する機会の創出と企

業間連携の促進、国内大手企業や研究機関と県内企業・大学等とのマッチングも図られ

ている。 

水素エネルギー分野の動向や先進事例の取り組みについての講演を開催しているほ

か、先進地視察も実施している。 
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地域特性 

位置及び地形 

本市は、秋田県北西部に位置し、東は北秋田市・上小阿仁村、西は日本海、南は三種

町、北は八峰町・藤里町に接している。また県都秋田市から 60km～80km の圏内にある。 

東北地方を縦断する奥羽山脈に源を発する一級河川米代川が市域の中央を東西に流

れ日本海に注いでいる。下流部には能代平野が、その両側には、広大な台地が広がり大

部分が農地として活用されている。また東南部は、房住山を主体になだらかな丘陵地と

なっている。西部は、日本海に沿って南北に日本最大規模を誇る「風の松原」が広がり、

浅内沼等の湖沼が点在している。 

面積は 426.740km2（東西約 30km、南北約 35km）で、秋田県の 3.7％を占める。 

 

気象 

気候は、「日本海側気候」に属し四季の移り変わりが明瞭で、対馬暖流の影響により、

年間の平均気温は 10℃前後と温暖で 5月、6月及び 8 月の日照時間が比較的多くなって

いる。冬は低温で日本海側特有の北西の強い季節風が吹き、12 月から 3 月にかけて降

雪、積雪が見られる。 

降水量は 7 月が最も多く、3 月が最も低い。平均気温は 8 月が最も高く、1 月が最も

低い。風速は、年平均で 4.0m/s（アメダスデータ：標高 6m）であるが、冬季の方が強い

傾向である。日照時間は、8月が最も長く、1 月が最も短い。 

表 1-3 能代市の気象状況（平年値） 

 平均気温 

（℃） 

最高気温 

（℃） 

最低気温 

（℃） 

平均風速 

（m/s） 

日照時間 

（時間） 

降水量 

（mm） 

1 月 －0.1 2.6 －2.8 5.1 37.0 118.6 

2 月 0.3 3.3 －2.7 4.8 64.7 82.6 

3 月 3.2 7.0 －0.5 4.5 125.6 78.5 

4 月 8.9 13.7 4.3 4.1 175.3 86.4 

5 月 14.0 18.7 9.7 3.6 191.8 109.2 

6 月 18.6 22.9 14.8 3.2 179.0 94.9 

7 月 22.3 26.3 19.0 3.2 166.6 164.5 

8 月 24.2 28.7 20.4 3.2 196.3 160.1 

9 月 19.7 24.4 15.6 3.4 156.4 149.9 

10 月 13.5 18.3 9.1 3.8 144.2 131.9 

11 月 7.5 11.6 3.8 4.5 82.0 152.0 

12 月 2.6 5.7 －0.3 5.0 41.2 144.3 

年平均 11.2 15.3 7.5 4.0 1,558.3 1,472.6 

※統計期間は日照時間のみが昭和 62 年から平成 22 年の 24 年間、それ以外は昭和 56 年から平成 22 年の 30 年間 

資料：秋田地方気象台 
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表 1-4 能代市の最深積雪深 

 2010 

(Ｈ22)年 

2011 

(Ｈ23)年 

2012 

(Ｈ24)年 

2013 

(Ｈ25)年 

2014 

(Ｈ26)年 

2015 

(Ｈ27)年 

2016 

(Ｈ28)年 

2017 

(Ｈ29)年 

１月 29 35 51 55 39 32 21 57 

２月 22 36 56 79 24 30 18 42 

３月 27 7 36 51 12 1 8 19 

４月 0 1 2 0 0 0 0 0 

11 月 0 1 0 0 0 0 2 10 

12 月 13 41 29 3 0 5 12 18 

最深積雪深 29 41 56 79 39 32 21 57 

起日 1/17 12/30 2/18 2/25 1/20 1/11 1/20 1/25 

 

図 1-6 能代市の平年値と 10 年間平均の比較（気温・降水量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-7 能代市の平年値と 10 年間平均の比較（日照時間・平均風速） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：秋田地方気象台 

単位：cm 
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人口・世帯数 

人口動態は、減少傾向が続いており、1995 年（平成 7 年）から 2015 年（平成 27 年）

の 20 年間で 13,087 人（19.3％）の減少となっている。近年は減少幅が大きくなってき

ており、2010 年（平成 22 年）から 2015 年（平成 27 年）にかけては－7.4％と大きく減

少している。 

世帯数は、人口の減少とは対照的に増加してきたが、2010 年（平成 22 年）以降、減

少に転じている。 

また、年齢階層別の人口は、年少人口と生産年齢人口が減少し、高齢人口が増加して

おり、2015 年（平成 27 年）の高齢化率は 37.0％となっている。 

 

表 1-5 能代市の人口・世帯数の推移 

 

人口 世帯数 
世帯あたり人員 

（人） 総数 

（人） 

増加率 

（％） 

総数 

（世帯） 

増加率 

（％） 

1995 

(Ｈ7)年 
67,817 －2.4% 22,217 3.6% 3.05 

2000 

(Ｈ12)年 
65,237 －3.8% 22,744 2.4% 2.87 

2005 

(Ｈ17)年 
62,858 －3.6% 23,138 1.7% 2.72 

2010 

(Ｈ22)年 
59,084 －6.0% 22,806 －1.4% 2.59 

2015 

(Ｈ27)年 
54,730 －7.4% 22,371 －1.9% 2.45 

増加数/率 

H27/H7 
－13,087 －19.3% 154 0.7% ― 

資料：国勢調査（各年 10 月 1日） 

 

表 1-6 能代市の年齢階層別人口の推移 

 年少人口 

（15 歳未満） 

生産年齢人口 

（15～65 歳未満） 

高齢人口 

（65 歳以上） 
総数 

2000 

(Ｈ12)年 

人数 8,436 40,226 16,572 65,237 

構成比 12.9% 61.7% 25.4% 100％ 

2005 

(Ｈ17)年 

人数 7,468 36,987 18,396 62,858 

構成比 11.9% 58.8% 29.3% 100％ 

2010 

(Ｈ22)年 

人数 6,530 33,180 19,269 59,084 

構成比 11.9% 60.6% 35.2% 100％ 

2015 

(Ｈ27)年 

人数 5,058 28,184 20,248 54,730 

構成比 9.2% 51.5% 37.0% 100％ 

※総数には「不詳」を含む                   資料：国勢調査（各年 10 月 1日） 
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田, 70,945千㎡

畑, 14,768千㎡

宅地,17,428千㎡

池沼, 4,125千㎡

山林, 54,352 千㎡

原野, 55,290  千㎡
雑種地, 6,517千㎡

その他, 203,525千㎡

土地利用 

2017 年（平成 29年）における土地利用は、田が 16.6％、原野が 12.9％、山林が 12.7％、

宅地が 4.1％となっている。 

 

表 1-7 能代市の土地利用（2017 年） 

 総面積 田 畑 宅地 池沼 山林 原野 雑種地 その他 

面積 426,950 70,945 14,768 17,428 4,125 54,352 55,290 6,517 203,525 

割合 100％ 16.6% 3.5% 4.1% 1.0% 12.7% 12.9% 1.5% 47.7% 

資料：平成 29 年度「能代市の統計」 

 

 

図 1-8 能代市の土地利用構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 29 年度「能代市の統計」 

単位：千 m2 
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事業所数・従業者数 

本市の産業構造をみると、事業所数の約 8 割を第 3次産業の事務所が占め、中でも卸

売・小売業、宿泊・飲食サービス業の占める割合が高い。第 2 次産業は 2割弱で、製造

業の割合が高くなっている。従業者数は、約 3 次産業が 75.1％となっており、占める割

合が年々高くなっている。 

2014 年（平成 26 年）時点で、事業所の総数は 3,151 であり、最も多い業種は卸売・

小売業で、次いで宿泊・飲食サービス業である。従業者数の総数は 25,900 人であり、最

も多い業種は卸売・小売業で、次いで医療・福祉業である。 

 

表 1-8 能代市の事業所数・従業者数の推移 

産業区分 

事務所数 

（事務所） 

従業者数 

（人） 

事業所数の構成比 

（％） 

従業者数構成比 

（％） 

2009 

(Ｈ21)年 

2014 

(Ｈ26)年 

2009 

(Ｈ21)年 

2014 

(Ｈ26)年 

2009 

(Ｈ21)年 

2014 

(Ｈ26)年 

2009 

(Ｈ21)年 

2014 

(Ｈ26)年 

1

次 

農林漁業 30 35 432 466 0.8% 1.1% 1.6% 1.8% 

計 30 35 432 466 0.8% 1.1% 1.6% 1.8% 

2

次 

鉱業･採石･ 
砂利採取業 

2 ― 11 ― 0.1% ― 0.0% ― 

建設業 272 235 2,389 2,297 7.6% 7.5% 8.6% 8.9% 

製造業 339 284 4,518 3,680 9.4% 9.0% 16.3% 14.2% 

計 613 519 6,918 5,977 17.1% 16.5% 24.9% 23.1% 

3

次 

電気･ｶﾞｽ･熱 
･水道業 

13 9 275 242 0.4% 0.3% 1.0% 0.9% 

情報通信業 19 15 96 150 0.5% 0.5% 0.3% 0.6% 

運輸業 
･郵便業 

67 56 1,514 1,226 1.9% 1.8% 5.5% 4.7% 

卸売･小売業 954 797 6,057 4,972 26.6% 25.3% 21.8% 19.2% 

金融･保険業 75 59 556 477 2.1% 1.9% 2.0% 1.8% 

不動産業 
･物品賃貸業 

113 95 332 336 3.1% 3.0% 1.2% 1.3% 

学術研究･専
門･技術ｻｰﾋﾞｽ業 

126 118 789 688 3.5% 3.7% 2.8% 2.7% 

宿泊･飲食ｻｰ
ﾋﾞｽ業 

499 416 2,058 1,738 13.9% 13.2% 7.4% 6.7% 

生活ｻｰﾋﾞｽ･ 
娯楽業 

456 381 1,409 1,181 12.7% 12.1% 5.1% 4.6% 

教育･ 
学習支援業 

116 114 1,240 1,303 3.2% 3.6% 4.5% 5.0% 

医療･福祉業 233 270 3,727 4,532 6.5% 8.6% 13.4% 17.5% 

複合ｻｰﾋﾞｽ業 25 23 250 352 0.7% 0.7% 0.9% 1.4% 

ｻｰﾋﾞｽ業 206 200 1,156 1,315 5.7% 6.3% 4.2% 5.1% 

公務 45 44 955 945 1.3% 1.4% 3.4% 3.6% 

計 2,947 2,597 20,414 19,457 82.1% 82.4% 73.5% 75.1% 

総数 3,590 3,151 27,764 25,900 100％ 100％ 100％ 100％ 

資料：平成 21 年・平成 26 年経済センサス 
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農業 

2000 年（平成 12 年）から 2015 年（平成 27 年）にかけての総農家数、農業就業人口

の推移をみると、いずれも減少傾向にある。また、農業就業人口に占める 65 歳未満人口

の割合が減少傾向にある。産出額で見ると、最も高い作物は米であり、稲作中心の農業

といえる。 

 

表 1-9 能代市の総農家数、農業就業人口の推移 

 

総農家数

（戸） 

農業就業人口（人） 

 うち 65 歳未満 

人数 割合 

2000(Ｈ12)年 3,439 4,369 2,134 48.8% 

2005(Ｈ17)年 2,925 3,760 1,566 41.6% 

2010(Ｈ22)年 2,530 3,252 1,320 40.6% 

2015(Ｈ27)年 1,998 2,362 905 38.3% 

         資料：世界農林業センサス（2000・2010）・農林業センサス（2005・2015） 

 

表 1-10 能代市の農業産出額 

農業内訳 農業産出額（千万円） 

耕種 

米 458 

麦類 ― 

雑穀 1 

豆類 15 

いも類 4 

野菜 241 

果実 4 

花き 9 

工芸農作物 1 

種苗・苗木類・その他 1 

畜産 

肉用牛 22 

乳用牛（うち生乳） 11（9） 

豚 ― 

鶏（うち鶏卵／ブロイラー） 4（4／X） 

その他畜産物 1 

加工農産物 ― 

合計 770 

※「ｘ」は統計法による秘匿。「－」はデータなし。 

資料：平成 28 年生産農業所得統計 
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林業 

2000 年（平成 12 年）から 2010 年（平成 22 年）にかけて、林業経営体及び林家数（保

有山林面積 1ha 以上の世帯）はともに、減少傾向にある。 

 

表 1-11 能代市における林業経営体、林家数の推移 

 林業経営体（経営体）数 林家数（戸） 

2000(Ｈ12)年 － 1,064 

2005(Ｈ17)年 220 1,067 

2010(Ｈ22)年 132 1,079 

2015(Ｈ27)年 77 1,003 

資料：世界農林業センサス(2000･2010）・農林業センサス(2005･2015） 

 

観光 

本市の 2016 年（平成 28 年）の観光客数は 153 万人で、2012 年（平成 24 年）以降ほ

ぼ横ばいで推移している。 

 

図 1-9 観光客数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28 年秋田県観光統計 
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製造品出荷額等 

製造品出荷額等は、2012 年（平成 24 年）から 2016 年（平成 28 年）にかけて、多少

の増減はあるものの、ほぼ横ばいで推移している。 

電子部品・デバイス・電子回路が毎年大きく増加しているほか、電気機械器具、印刷・

同関連などは、増加傾向にある。 

一方で、木材・木製品（家具除く）が－51.4％と大きく減少しているほか、食料品や

金属製品、繊維工業でも減少が見られる。 

 

表 1-12 能代市における製造品出荷額等の推移 

 
2012 

(Ｈ24)年 

2013 

(Ｈ25)年 

2014 

(Ｈ26)年 

2015 

(Ｈ27)年 

2016 

(Ｈ28)年 

伸び率

（％） 

H28/H24 

構成比（％） 

2012 

(Ｈ24)年 

2016 

(Ｈ28)年 

食料品 376 375 306 265 271 －27.9％ 0.5％ 0.4％ 

繊維工業 3,805 3,382 3,417 3,703 3,633 －4.5％ 5.0％ 4.8％ 

木材・木製品

（家具除く） 
15,135 13,280 12,669 7,730 7,359 －51.4％ 20.0％ 9.8％ 

家具・装備品 726 733 1,307 1,271 1,286 77.2％ 1.0 1.7 

印刷・同関連 1,523 1,551 1,550 1,391 1,896 24.5％ 2.0％ 2.5％ 

ゴム製品 2,146 2,110 2,048 536 X ― 2.8％ ― 

なめし革・同製

品・毛皮 
475 410 398 357 1,027 116.1％ 0.6％ 1.4％ 

窯業・土石製品 900 1,228 1,364 1,630 1,435 59.5％ 1.2％ 1.9％ 

金属製品 2,396 2,198 2,673 2,425 2,123 －11.4％ 3.2％ 2.8％ 

生産用機械器

具 
1,131 1,817 1,509 2,583 1,513 33.8％ 1.5％ 2.0％ 

電子部品・デバ

イス・電子回路 
2,313 3,043 3,761 3,954 4,992 115.9％ 3.1％ 6.6％ 

電気機械器具 5,004 5,168 5,477 7,026 6,228 24.5％ 6.6％ 8.3％ 

その他 X X 69 X X ― ― ― 

製造業合計 75,570 75,330 76,242 82,023 75,444 －0.2％ 100％ 100％ 

※ 飲料・たばこ・飼料製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、化学工業、石油・石炭製品製造業、プラスチック

製品製造業、鉄鋼業、はん用機械器具製造業、輸送用機械器具製造業は、統計法による秘匿のため除外。 

※ 「X」は統計法による秘匿。「－」はデータなし。 

資料：工業統計調査、経済センサス（2015（平成 27）年のみ） 

単位：百万円 
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交通 

鉄道や高速バス、高速道路などのアクセスのほか、大館能代空港や秋田空港を経由す

る空路からのアクセス手段もあり、全国の主要都市と表 1-13 の所要時間で連絡されて

いる。 

日本海沿岸東北自動車道（日沿道）は、2007 年（平成 19 年）8月までに、秋田市方面

では二ツ井白神 IC までが、大館市方面は 2018 年（平成 30 年）3月に、大館能代空港 IC

～鷹巣 IC 間が開通し、東北自動車道小坂ジャンクションまで接続されている。 

市内の主要な交通手段である自動車の保有台数は、2015 年（平成 27 年）まで増加傾

向にあったが、2016 年（平成 28 年）以降は減少に転じている。 

車種別では、乗用普通車や貨物車は減少傾向にあるのに対し、乗用軽四輪車は増加傾

向にある。 

 

表 1-13 能代市への主なアクセス方法と交通手段 

交通手段 出発地 所要時間 

鉄道 

札幌 ７時間０２分 

仙台（秋田経由） ３時間０９分 

東京（秋田経由） ５時間００分 

高速バス 池袋 １０時間３５分 

航空 

大館能代空港経由 東京 ２時間３１分 

秋田空港経由 

札幌 ３時間００分 

東京 ３時間０１分 

大阪（伊丹） ３時間２４分 

名古屋（中部国際） ４時間００分 

高速

道路 

秋田自動車道経由 仙台 ３時間５０分 

東北自動車道経由 盛岡 ２時間３４分 

 

表 1-14 能代市の自動車保有台数の推移 

年次 
乗用車 貨物車 バス 

(ﾏｲｸﾛ含) 

自動二輪 

・原付 
特殊 総数 

普通 軽四輪 ﾄﾗｯｸ 軽四輪 

2010 
(Ｈ22)年 

18,687 11,695 3,414 7,761 186 2,511 698 44,952 

2011 
(Ｈ23)年 

18,436 11,898 3,295 7,654 185 2,525 681 44,674 

2012 
(Ｈ24)年 

18,337 12,235 3,217 7,625 177 2,435 692 44,718 

2013 
(Ｈ25)年 

18,135 12,709 3,156 7,486 171 2,328 978 44,963 

2014 
(Ｈ26)年 

17,846 13,252 3,119 7,331 171 2,262 1,039 45,020 

2015 
(Ｈ27)年 

17,523 13,742 3,034 7,315 169 2,213 1,042 45,038 

2016 
(Ｈ28)年 

17,330 13,888 2,980 7,176 175 2,107 1,083 44,739 

2017 
(Ｈ29)年 

17,215 13,892 2,912 6,916 169 2,034 769 43,907 

資料：秋田県山本地域振興局総務企画部・総務部税務課（各年 4月 1日） 

単位：台 
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港湾 

能代港の係留施設は、大森-13m 岸壁、15,000 トン岸壁、中島 1・2 号岸壁、下浜-4m

物揚場、60,000 トン桟橋、5,000 トン桟橋等が整備されている。 

2006 年（平成 18 年）12 月には、総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）に指定さ

れ、リサイクル関連貨物の拠点港となっている。 

また、2011 年（平成 23 年）11 月には、中国、韓国、ロシア等の経済発展を日本の成

長に取り込むため、貿易や観光等を核として国土交通省が支援する港湾「日本海側拠点

港」のリサイクル貨物分野の「拠点化形成促進港」に指定されている。 

能代港の輸移出入状況については、2017 年（平成 29 年）の取扱貨物量（輸移入）が、

総数 2,912,733 トンであり、能代火力発電所の燃料である石炭が大半を占めており、次

いで金属機械工業品が多い。 

取扱貨物量（輸移出）は、総数 303,479 トンであり、化学工業品の窯業品が大半を占

め、次いで特殊品が多い。 

能代港の臨港地区には、能代火力発電所が立地し、1・2号機において、石炭と木質バ

イオマスの混焼による発電が行われているほか、2016 年（平成 28 年）から 3 号機の建

設が進められている。 

また、能代港周辺には、JAXA 能代ロケット実験場が立地しており、イプシロンロケッ

トの技術要素試験や液体水素を燃料とするエンジンの燃焼実験、再使用ロケット実験機

の離着陸試験のほか、液体水素の基礎的な技術研究などが行われている。 

表 1-15 能代港輸移入貨物の推移 

年次 総数 鉱産品 
金属機械 
工業品 

林産品 化学工業品 特殊品 

2013 
(Ｈ25)年 

3,159,327 3,104,870 2,404 31,448 19,596 1,009 

2014 
(Ｈ26)年 

3,445,084 3,414,041 477 13,612 16,954 ― 

2015 
(Ｈ27)年 

3,422,924 3,411,206 1,111 6,186 4,421 ― 

2016 
(Ｈ28)年 

3,442,156 3,419,544 18,419 1,281 2,912 ― 

2017 
(Ｈ29)年 

2,912,733 2,880,070 25,579 ― 7,084 ― 

資料：港湾統計年報 

表 1-16 能代港輸移出貨物の推移 

年次 総数 鉱産品 
金属機械 
工業品 

軽工業品 林産品 
化学 

工業品 
特殊品 雑工業品 

2013 
(Ｈ25)年 

292,457 46,197 300 2,169 1,344 233,745 8,702 ― 

2014 
(Ｈ26)年 

324,214 35,940 206 4,004 ― 274,288 9,776 ― 

2015 
(Ｈ27)年 

269,477 38,240 ― 2,995 ― 217,914 10,328 ― 

2016 
(Ｈ28)年 

282,118 11,500 ― 3,346 2,132 249,737 15,403 ― 

2017 
(Ｈ29)年 

303,479 22,940 403 2,072 17,145 235,878 25,041 ― 

資料：港湾統計年報 

単位：トン 

単位：トン 
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能代市での再生可能エネルギーの導入状況 

再生可能エネルギーの導入状況として、主要な風力発電所、太陽光発電所、バイオマ

ス発電所について整理した。 

風力発電所は、7 ヵ所で総出力 62,660kW、大規模太陽光発電所は、3 ヵ所で総出力

10,153kW、バイオマス発電所は、2 ヵ所で総出力 3,990kW となっている。 

 

【風力発電所の導入状況】 

NO. 発電所／事業者 
出力

（kW） 

基数 

（基） 

総出力 

（kW） 

1 
能代風力発電所 

／東北自然エネルギー(株) 
600 24 14,400 

2 
能代落合風力発電所 

／(株)日立パワーソリューションズ 
600 2 1,200 

3 
能代港第一風力発電所 

／米代川風力発電(株) 
1,990 1 1,990 

4 
能代港第二風力発電所 

／米代川風力発電(株) 
1,990 1 1,990 

5 
能代パワー金ヶ台風力発電所 

／能代パワー発電(株) 
1,990 1 1,990 

6 
能代パワー柑子畑風力発電所 

／能代パワー発電(株) 
1,990 1 1,990 

7 
風の松原風力発電所 

／風の松原自然エネルギー(株) 
2,300 17 39,100 

合 計 62,660 

 

【太陽光発電所（メガソーラー）の導入状況】 

NO. 発電所／事業者 
総出力 

（kW） 

1 能代落合太陽光発電所／中田建設(株) 1,000 

2 能代市河戸川ソーラー発電所／バスケの街能代企画 1,000 

3 ＪＲＥ能代三種太陽光発電所／合同会社ＪＲＥ能代三種 
8,153 

(全体:13,860) 

合 計 10,153 

 

【バイオマス発電所の導入状況】 

NO. 発電所／事業者 主燃料 
総出力 

（kW） 

1 能代バイオマス発電所／能代森林資源利用協同組合 木質チップ 3,000 

2 菱秋木材株式会社１号発電所／菱秋木材(株) 木屑 990 

合 計 3,990 
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 第2章  市⺠・事業者アンケート調査 

調査の概要 

アンケート調査の概要は、表 2-1 に示すとおりである。 

回収率は、市民アンケートが 36.1％、事業者アンケートが 39.7％であった。 

 

表 2-1 アンケート調査の概要 

 市民アンケート 事業者アンケート 

配布数 1,300 票 1,000 票 

回収数（回収率） 469 票（36.1％） 397 票（39.7％） 

調査期間 平成 30 年 9月 3 日～平成 30 年 9月 30 日 

調査方法 郵便による配布・回収 

 

結果のまとめ 

再生可能エネルギーの認識・関心について 

再生可能エネルギー（全体）の認知度 

・「再生可能エネルギー」の市民の認知度は「知っている」が 55％で、「聞いたことが

ある」を含めると９割を超え、高くなっている。 

・前回と比較すると「よく知っている」の割合が減少しているが、概ね同様の結果とな

っている。 

問 「再生可能エネルギー」というものを知っていますか？ 

【市民】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.7%

15.5%

44.9%

44.6%

37.2%

30.0%

5.3%

5.6%

1.9%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回

前回

よく知っている だいたい知っている 聞いたことはある 知らない(初めて聞いた) 無回答よく知っている だいたい知っている 聞いたことはある 知らない（初めて聞いた） 無回答
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43.7%

19.4%

41.3%

12.2%

15.6%

19.7%

9.4%

35.3%

26.5%

34.6%

23.2%

28.1%

24.8%

18.2%

15.4%

30.8%

16.9%

27.5%

26.8%

28.4%

31.6%

3.9%

18.2%

4.5%

31.6%

24.8%

22.6%

34.8%

1.7%

5.1%

2.6%

5.5%

4.7%

4.5%

6.0%

太陽光発電

太陽熱利用

風力発電

小水力発電

地熱発電

バイオマス利用

地中熱利用

38.8%

14.2%

37.4%

14.9%

11.6%

19.4%

9.7%

38.8%

28.9%

37.2%

26.7%

35.0%

29.2%

23.7%

16.4%

30.2%

17.1%

27.0%

23.7%

27.2%

31.0%

4.3%

23.4%

6.0%

29.2%

27.0%

21.7%

32.6%

1.8%

3.3%

2.3%

2.3%

2.8%

2.5%

3.1%

太陽光発電

太陽熱利用

風力発電

小水力発電

地熱発電

バイオマス利用

地中熱利用

再生可能エネルギーの種類別の認知度と関心度 

・市民、事業者ともに、太陽光発電と風力発電の認知度が 75％程度であり、他のエネ

ルギーと比べ、非常に高くなっている。 

・関心度についても、太陽光発電と風力発電が高くなっている。 

問 代表的な再生可能エネルギーについて、どの程度ご存知で、関心がありますか？ 

【市民】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある程度知っており関心がある ある程度知っているが関心はない

よく知らないが関心はある よく知らないし関心もない 無回答
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54.7%

10.1%

19.7%

23.0%

6.8%

18.8%

20.7%

19.4%

22.0%

26.3%

9.8%

19.3%

15.1%

27.0%

32.7%

27.5%

26.8%

27.4%

8.1%

40.8%

23.3%

20.7%

53.5%

32.5%

1.5%

2.8%

2.3%

2.5%

3.0%

2.0%

電気自動車･PHV

天然ガスコジェネ

燃料電池

木質バイオマス

スマートコミュニティ･

スマートグリッド

再エネ固定価格買取制度

42.3%

6.6%

13.9%

2.6%

10.5%

20.5%

11.5%

12.6%

4.7%

14.1%

22.9%

35.6%

35.9%

31.0%

34.0%

10.0%

39.9%

30.8%

54.5%

35.3%

4.3%

6.4%

6.8%

7.3%

6.2%

電気自動車･PHV

天然ガスコジェネ

燃料電池

スマートコミュニティ･

スマートグリッド

再エネ固定価格買取制度

再生可能エネルギーに関する設備や取り組みの認知度と関心度 

・市民、事業者ともに、「電気自動車・PHV」の認知度が高く、「スマートコミュニティ・

スマートグリッド」が低くなっている。 

・各項目において、市民と比べ事業者の認知度が高い傾向が見られる。 

・固定価格買取制度について、市民の認知度は 25％程度となっている。 

問 再生可能エネルギーに関する施設や取り組みについて、どの程度ご存知で、関心が

ありますか？ 

【市民】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある程度知っており関心がある ある程度知っているが関心はない

よく知らないが関心はある よく知らないし関心もない 無回答
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再生可能エネルギーの導入・参画について 

市民による導入意向 

・導入する可能性があるとの回答は、「電気自動車・PHV」が最も高く、次いで、太陽光

発電、燃料電池の順になっている。 

・「すでに導入をしている」との回答は少ないものの、「条件次第で導入も可」との回答

が 16.8％～37.4％となっている。 

問 ご家庭での再生可能エネルギー等の導入について、どのようにお考えですか？  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者による導入・参入意向 

・「すでに設備を導入している」との回答は 6.0％であるが、「今後、設備を導入したい」

との回答が 5.5％となっており、今後、現在と同程度の導入が期待される。 

・「すでに設備を供給している」との回答が 2.0％であり、「今後、設備供給事業に参入

したい」との回答が 4.5％となっている。 

問 再生可能エネルギー設備の導入・参入に参画する意向がありますか？  

 

 

 

 

 

 

 

2.8%

0.6%

0.2%

1.7%

2.8%

0.4%

0.2%

0.2%

0.2%

1.7%

0.9%

0.6%

0.2%

0.4%

0.2%

1.3%

3.4%

28.6%

23.5%

20.9%

26.4%

16.8%

19.7%

37.4%

61.4%

67.2%

70.8%

64.4%

74.0%

69.4%

47.2%

6.0%

7.9%

8.1%

8.3%

9.0%

7.7%

7.5%

太陽光発電

太陽熱利用

小型風力発電

家庭用燃料電池

家庭用

コージェネレーションシステム

木質バイオマス

（薪ストーブ等）

電気自動車･PHV

既に導入している 導入を具体的に検討中 導入を検討中

条件次第で導入も可 導入は考えられない 無回答

6.0%

5.5%

2.0%

4.5%

74.1%

3.3%

6.8%

0 .0 % 1 0. 0% 2 0. 0% 3 0. 0% 4 0. 0% 5 0. 0% 6 0. 0% 7 0. 0% 8 0. 0% 9 0. 0%

すでに、再生可能エネルギー設備を導入している

今後、再生可能エネルギー設備を導入したい

すでに、再生可能エネルギー設備を供給している

今後、再生可能エネルギー設備を供給する事業に参入したい

どちらでもない

その他

無回答
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33.0%

28.0%

27.6%

22.0%

28.6%

29.4%

29.5%

24.6%

20.7%

23.5%

8.5%

12.0%

11.8%

6.4%

6.4%

3.2%

3.8%

4.7%

1.5%

1.5%

22.0%

22.2%

28.0%

44.6%

35.8%

3.8%

4.5%

3.4%

4.9%

4.3%

大規模な太陽光発電所

陸上風力発電所

洋上風力発電所

小水力発電所

木質バイオマス発電所

積極的に導入してほしい 導入するのはやむを得ないと思う あまり導入してほしくない

導入には反対である わからない 無回答

事業者の参画形態 

・「施工」への参入意向が 53.8％（14 事業者）、「メンテナンス」への参入意向が 46.2％

（12 事業者）と高くなっている。 

問 再生可能エネルギー設備の導入・参入に参画する意向がありますか？  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内への導入に対する市民の意向 

・「積極的に導入してほしい」との回答が、22.0％～33.0％となっており、小水力以外

では、「導入はやむを得ない」を加えた回答が過半数を超えている。 

・全項目において、「わからない」との回答が 22.0％～44.6％と高く、情報提供等が求

められる。 

問 能代市内への再生可能エネルギー導入について、どのようにお考えですか？  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.5%

53.8%

46.2%

23.1%

7.7%

11.5%

再生可能エネルギー設備の製造

再生可能エネルギー設備の施工

再生可能エネルギー設備のメンテナンス

再生可能エネルギー設備を設置する場所の提供

その他

無回答 n=28 

積極的に導入してほしい 導入するのはやむを得ない あまり導入してほしくない

導入に反対である わからない 無回答
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41.6% 3.0% 15.7% 36.3%
1.1%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

52.5% 3.0% 13.4% 23.5%
3.0%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

17.7%

4.9%

5.3%

4.3%

7.5%

15.4%

9.6%

9.2%

6.6%

7.9%

36.7%

34.3%

40.8%

34.1%

39.2%

27.3%

46.5%

40.0%

49.7%

41.4%

3.0%

4.7%

4.7%

5.3%

4.1%

FCV

燃料電池フォークリフト

燃料電池バス

エネファーム

水素ステーション

28.0%

6.5%

10.1%

9.1%

16.1%

15.6%

12.6%

14.1%

10.3%

13.1%

33.5%

35.0%

35.8%

33.8%

35.8%

17.6%

38.8%

32.7%

40.1%

29.0%

5.3%

7.1%

7.3%

6.8%

6.0%

FCV

燃料電池フォークリフト

燃料電池バス

エネファーム

水素ステーション

ある程度しっており関心がある ある程度知っているが関心はない よく知らないが関心はある

よく知らないし関心もない 無回答

水素エネルギーについて 

水素利用に対する考え方 

・市民、事業者ともに、「正しく使えば問題ない」との回答が最も多くなっている。 

問 「水素」を従来燃料と同様に利用することについて、どの様にお考えですか？ 

【市民】 

 

 

 

【事業者】 

 

 

 

 

水素関連施設の認知度と関心度 

・市民、事業者ともに、「ＦＣＶ」の認知度が高くなっているが、「よく知らない」とい

う回答が最も多くなっている。 

・市民、事業者ともに、「よく知らないが関心がある」との回答が 4割程度となってお

り、関心度が高いと言える。 

問 水素関連設備について、どの程度ご存じで、関心がありますか？  

【市民】 

 

 

  

 

 

【事業者】 

 

 

 

 

 

 

 

正しく使えば問題ない 危険なので使うべきではない どちらとも言えない

わからない その他 無回答

ある程度知っており関心がある ある程度知っているが関心はない

よく知らないが関心はある よく知らないし関心もない 無回答
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22.2%

25.2%

12.6%

21.7%

15.6%

8.7%

4.7%

45.0%

2.1%

7.5%

利用段階で二酸化炭素を排出しないから、

水素社会を目指してほしい

エネルギーの有効利用や省エネにつながるから、

水素社会を目指してほしい

災害などの非常時にも役立つから、

水素社会を目指してほしい

エネルギーの海外依存の低減に役立つから、

水素社会を目指してほしい

技術開発などで経済の活性化が期待されるから、

水素社会を目指してほしい

安全性に不安があるから、

水素社会を目指してほしくない

技術面、コスト面など多くの課題があるから、

水素社会を目指してほしくない

わからない

その他

無回答

5.8% 37.4% 9.0% 40.1%
2.9%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.8% 43.2% 5.9% 37.0%
4.6%

7.5%

35.3%

34.8%

17.1%

34.0%

22.2%

4.5%

5.8%

35.0%

3.3%

4.0%

利用段階で二酸化炭素を排出しないから、

水素社会を目指してほしい

エネルギーの有効利用や省エネにつながるから、

水素社会を目指してほしい

災害などの非常時にも役立つから、

水素社会を目指してほしい

エネルギーの海外依存の低減に役立つから、

水素社会を目指してほしい

技術開発などで経済の活性化が期待されるから、
水素社会を目指してほしい

安全性に不安があるから、

水素社会を目指してほしくない

技術面、コスト面など多くの課題があるから、

水素社会を目指してほしくない

わからない

その他

無回答

水素社会について 

・市民、事業者ともに、「水素社会を目指してほしくない」との回答は 5％程度である。 

・市民の 45.0％、事業者 35.0％が「わからない」との回答であり、情報提供の強化が

求められる。 

問 国は水素社会を目指すとしていますが、あなたはどのようにお考えですか？  

【市民】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JAXA 能代ロケット実験場について 

・「液体水素に関する実験が行われていることは知っている」との回答が 4割程度と多

く、回答者の約半数が水素に関する取り組みが行われていることを認知している。 

問 能代ロケット実験場での液体水素の実験をどの程度ご存じですか？  

【市民】 

【事業者】 

 

 

 

液体水素の実験内容を含め知っている 液体水素に関する実験が行われていることは知っている

水素に関する取組みが行われてると聞いたことがある 水素を扱っていることを知らない

実験場があること自体知らない 無回答
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16.6%

47.5%

4.3%

0.0%

13.9%

8.1%

13.6%

燃料電池自動車の普及に向けて、

能代市に早急に設置を進めるべきだ

将来的には必要になると思うが、

能代市には数年は必要ないと思う

将来的にも能代市には設置する必要はないと思う

将来、燃料電池自動車を利用するかもしれないので

家の近くに設置してほしい

危険だと思うので、家の近くに設置してほしくない

その他

無回答

19.1%

21.4%

10.6%

30.2%

18.6%

条件次第では購入を検討したい

条件に関わらず購入を検討しない

現在、自動車を必要としていない

わからない

無回答

20.5%

27.3%

6.0%

34.5%

11.7%

条件次第では購入を検討したい

条件に関わらず購入を検討しない

現在、自動車を必要としていない

わからない

無回答

22.9%

43.8%

5.0%

19.6%

3.0%

6.5%

10.6%

燃料電池自動車の普及に向けて、

能代市に早急に設置を進めるべきだ

将来的には必要になると思うが、

能代市には数年は必要ないと思う

将来的にも能代市には設置する必要はないと思う

将来、燃料電池自動車を利用するかもしれないので

家の近くに設置してほしい

危険だと思うので、家の近くに設置してほしくない

その他

無回答

燃料電池自動車について 

・市民、事業者ともに、「条件次第では購入を検討したい」との回答は 2 割程度である。 

・現時点では、「わからない」との回答が最も多くなっている。 

問 今後、燃料電池自動車を購入したいと思いますか？ 

【市民】 

 

 

 

 

【事業者】 

 

 

 

 

 

水素ステーションの整備について 

・市民、事業者ともに、「将来的には必要になると思うが、数年は必要ない」との回答

が最も多くなっている。 

・「早急に進めるべき」との回答は、市民が 16.6％、事業者が 22.9％となっている。 

問 水素ステーションの整備について、どのようにお考えでしょうか？  

【市民】 

 

 

 

 

 

 

【事業者】 
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58.2%
50.1%

41.6%
27.5%

33.8%
22.4%

19.4%

7.8%
18.6%

10.1%

20.2%

5.5%

8.3%

地球環境の保全

安全安心なエネルギーの確保
災害時の非常用電源等としての利用

再生可能エネルギーに取り組むまち"能代"の知名度の向上

地元雇用の拡大
市外からの再生可能エネルギー関連産業の立地

市内企業の再生可能エネルギーへの参入(起業含む)
風力発電などを見に来る観光客の増大

生活利便性の向上

地域へ誇りを高める
子どもたちへの環境学習

何も期待していない

無回答

56.3%
52.0%

46.9%
19.8%

34.5%
17.1%
19.2%

7.9%

27.1%

4.7%

24.1%

4.5%
10.9%

地球環境の保全

安全安心なエネルギーの確保

災害時の非常用電源等としての利用

再生可能エネルギーに取り組むまち"能代"の知名度の向上

地元雇用の拡大

市外からの再生可能エネルギー関連産業の立地

市内企業の再生可能エネルギーへの参入(起業含む)

風力発電などを見に来る観光客の増大

生活利便性の向上

地域へ誇りを高める

子どもたちへの環境学習

何も期待していない

無回答

50.9%

21.4%

27.7%

41.8%

31.5%

36.5%

5.3%

22.9%

7.1%
1.8%

9.6%

公共施設に積極的に導入する

パンフレット配布やイベント開催など啓発する

相談窓口を設け、個人や企業に役立つ情報を提供する

補助金、税制優遇、低利融資のあっせんなどの金銭的支援

まちづくり等の開発事業において計画的に導入する

災害時の非常用電源として導入する

法令や条例で規制･強制する

学校等でエネルギー教育を推進する

特に関与せずに、自主的な取組みに任せる

その他

無回答

49.0%

24.9%

19.8%

34.8%

27.5%

37.7%

4.3%

25.6%

6.2%
4.3%

11.3%

公共施設に積極的に導入する

パンフレット配布やイベント開催など啓発する

相談窓口を設け、個人や企業に役立つ情報を提供する

補助金、税制優遇、低利融資のあっせんなどの金銭的支援

まちづくり等の開発事業において計画的に導入する

災害時の非常用電源として導入する

法令や条例で規制･強制する

学校等でエネルギー教育を推進する

特に関与せずに、自主的な取組みに任せる

その他

無回答

再生可能エネルギーの普及促進について 

期待する効果 

・市民、事業者ともに、「地球環境の保全」との回答が最も多く、次いで、「安全安心な

エネルギーの確保」「災害時の非常用電源等として利用」「地元雇用の拡大」の順とな

っている。 

問 再生可能エネルギーの普及により、どのような効果を期待しますか？ 

【市民】 

 

 

 

 

 

【事業者】 

 

 

 

 

 

 

必要と考える普及促進策 

・市民は、「公共施設への積極導入」「非常用電源として導入」「金銭的支援」の順とな

っており、事業者は「公共施設への積極導入」「金銭的支援」「非常用電源として導入」

の順となっている。 

問 再生可能エネルギーの普及を図る上で、必要な取り組みは？ 

【市民】 

 

 

 

 

【事業者】 
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3.2%

4.2%

14.1%

7.4%

18.8%

14.1%

14.3%

17.5%

35.0%

38.7%

14.5%

18.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

出資

不動産

賃貸

7.8%

8.3%

13.9%

11.3%

11.8%

9.1%

16.6%

17.9%

41.6%

43.6%

8.3%

9.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

出資

不動産

賃貸

市民参加型発電への参加意向 

・参加の意向を示した回答は、市民は 15％程度、事業者では 20％程度となっている。 

・市民、事業者ともに、「わからない」との回答が最も多く、情報提供により参加意向

が高まることも考えられる。 

問 市民参加型発電を実施する際に、参加したいと思いますか？ 

【市民】 

 

 

 

 

【事業者】 

 

 

 

 

 

 

再生可能エネルギーに関する事業への参加意欲 

・「参加したい」との回答は 3.5％（14 事業者）であり、「条件によっては参加したい」

との回答が 12.3％（49 事業者）となっている。 

・「興味はない」は全体の 37.8％（150 事業者）であったが、「話を聞いて判断したい」

との回答が 34.0％（135 事業者）となっている。 

問 再生可能エネルギーの設備製造や水素ステーションの運営を行う特定目的会社等

への参加意欲は？ 

 

 

 

 

     

 

  

参加したい どちらかというと参加したい あまり参加したくない

参加したくない わからない 無回答

参加したい 条件によっては参加したい 一度、話を聞いて判断したい

興味はない その他 無回答

3.5% 12.3% 34.0% 37.8%
4.0%

8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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 第3章  エネルギー需要量 

本市におけるエネルギー需要量について、表 3-1 に示す 4 つの部門に区分して推計し

た。推計にあたっては、使用する統計データのうち、公表された最新年のデータを 2017

年（平成 29 年）のものとしている。 

また、エネルギー需要の推移を把握するため、2007 年（平成 19 年）と 2012 年（平成

24 年）の需要量も推計した。 

推計の対象は、石油・ＬＰガス（以下、ＬＰＧ）・都市ガス・電力とした。 

 

表 3-1 推計した各部門の対象分野 

 部門  分野 

産業部門 製造業、農林水産業、鉱業、建設業 

民生部門（家庭） 自家用自動車等の運輸関係を除く家庭消費 

民生部門（業務） 
事務所・ビル、ホテル・百貨店、卸売業、飲食店、宿泊業、

病院、福祉施設、娯楽場、その他サービス業 

運輸部門 旅客、貨物（自動車・鉄道） 

図 3-1 我が国の部門別最終エネルギー消費量と構成割合の推移 
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出典：エネルギー白書 2018（経済産業省） 
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2007（平成19）年 2012（平成24）年 2017（平成29）年

石油 LPG 都市ガス 電力

（GJ/年）

エネルギー需要量の推計方法 

産業部門 

産業部門のエネルギー需要量は 193 万ＧＪ/年と推計された。 

エネルギー種別では、石油が 73.8％と最も多く、電力が 25.4％となっている。 

2007 年（平成 19 年）以降、エネルギー需要量は、減少傾向で推移している。 

エネルギー種別ごとの推計方法は次頁に示す。 

 

 

表 3-2 産業部門におけるエネルギー需要量の推計結果と推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 産業部門におけるエネルギー需要量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

エネルギー種別 
2007 

（Ｈ19）年 

2012 

（Ｈ24）年 

2017 

（Ｈ29）年 

増減率 

（H29/H19） 

石油 1,678,636 1,739,456 1,426,227 73.8％ 85％ 

LPG 30,264 23,140 15,650 0.8％ 52％ 

都市ガス 210 70 88 0.0％ 42％ 

電力 714,676 541,096 491,068 25.4％ 69％ 

部門合計 2,423,786 2,303,761 1,933,033 100％ 80％ 

単位：GJ/年 
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石油 

算出式 

 

 

 

 

 

基礎資料 

◇石油販売量：石油統計 経済産業省 

◇最終エネルギー消費量：都道府県別エネルギー消費統計 経済産業省資源エネルギー庁 

◇総生産額：秋田県市町村民経済計算 秋田県 

◇熱量換算：38.134ＭＪ／Ｌ（Ｈ28 年度県内石油類販売実績量に基づく加重平均値） 
 

ＬＰＧ 

算出方法 

 

 

基礎資料 

◇ＬＰＧ販売量：日本 LP ガス協会統計資料 

◇総生産額：秋田県市町村民経済計算 秋田県 

◇熱量換算：50.8ＭＪ／ｋｇ 
 

都市ガス 

算出方法 

能代市の都市ガス供給量（工業用） × 熱量換算 

基礎資料 

◇都市ガス供給量：能代市統計書 

◇熱量換算：50.0ＭＪ／ｍ３（のしろエネルギーサービス会社ホームページより） 
 

電力 

算出方法 

 

 

 

 

 

基礎資料 

◇秋田県電力需要量：都道府県別エネルギー消費統計 経済産業省資源エネルギー庁 

◇最終エネルギー消費量：都道府県別エネルギー消費統計 経済産業省資源エネルギー庁 

◇総生産額：秋田県市町村民経済計算 秋田県 

◇熱量換算：3.6ＭＪ／ｋＷｈ 
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民生部門（家庭） 

民生部門（家庭）のエネルギー需要量は 105 万ＧＪ/年と推計された。 

エネルギー種別では、電力が51.5％と最も多く、次いで石油が27.2％、ＬＰＧが19.4％

の順となっている。 

2007 年（平成 19 年）以降、エネルギー需要量は、ほぼ横ばいで推移している。 

エネルギー種別ごとの推計方法は次頁に示す。 

 

表 3-3 民生部門（家庭）におけるエネルギー需要量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 民生部門（家庭）におけるエネルギー需要量の推移 

 
 

  

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2007（平成19）年 2012（平成24）年 2017（平成29）年

石油 LPG 都市ガス 電力

（GJ/年）

エネルギー種別 
2007 

（Ｈ19）年 

2012 

（Ｈ24）年 

2017 

（Ｈ29）年 

増減率 

（H29/H19） 

石油 297,143 359,530 285,693 27.2％ 96％ 

LPG 212,161 200,025 203,947 19.4％ 96％ 

都市ガス 45,456 19,425 20,004 1.9％ 44％ 

電力 488,513 586,689 540,349 51.5％ 111％ 

部門合計 1,043,273 1,165,670 1,049,993 100％ 101％ 

単位：GJ/年 
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石油 

算出式 

 

 

基礎資料 

◇石油販売量：石油統計 経済産業省 

◇最終エネルギー消費量：都道府県別エネルギー消費統計 経済産業省資源エネルギー庁 

◇世帯数：国勢調査 

◇熱量換算：38.134ＭＪ／Ｌ（Ｈ28 年度県内石油類販売実績量に基づく加重平均値） 
 

ＬＰＧ 

算出方法 

 

 

 

 

基礎資料 

◇ＬＰＧ販売量：日本 LP ガス協会統計資料 

◇総生産額：秋田県市町村民経済計算 秋田県 

◇世帯数：国勢調査 

◇都市ガス供給世帯：ガス事業便覧 日本ガス協会 

◇熱量換算：50.8ＭＪ／ｋｇ 
 

都市ガス 

算出方法 

能代市の都市ガス供給量（家庭用） × 熱量換算  

基礎資料 

◇都市ガス供給量：能代市統計書 

◇熱量換算：50.0ＭＪ／ｍ３（のしろエネルギーサービス会社ホームページより） 
 

電力 

算出方法 

 

 

 

基礎資料 

◇秋田県電力需要量：都道府県別エネルギー消費統計 経済産業省資源エネルギー庁 

◇世帯数：国勢調査 

◇熱量換算：3.6ＭＪ／ｋＷｈ 
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民生部門（業務） 

民生部門（業務）のエネルギー需要量は 94 万ＧＪ/年と推計された。 

エネルギー種別では、電力が 57.2％と最も多く、次いで石油が 35.6％、ＬＰＧが 4.6％

の順となっている。 

2007 年（平成 19 年）以降、エネルギー需要量は、減少傾向で推移している。 

エネルギー種別ごとの推計方法は次頁に示す。 

 

表 3-4 民生部門（業務）におけるエネルギー需要量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 民生部門（業務）におけるエネルギー需要量の推移 

 

 

  

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2007（平成19）年 2012（平成24）年 2017（平成29）年

石油 LPG 都市ガス 電力

（GJ/年）

エネルギー種別 
2007 

（Ｈ19）年 

2012 

（Ｈ24）年 

2017 

（Ｈ29）年 

増減率 

（H29/H19） 

石油 535,159 376,659 335,294 35.6％ 63％ 

LPG 44,005 51,875 43,322 4.6％ 98％ 

都市ガス 34,957 25,658 23,734 2.5％ 68％ 

電力 529,538 593,569 538,551 57.2％ 102％ 

部門合計 1,143,659 1,047,760 940,900 100％ 82％ 

単位：GJ/年 
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石油 

算出式 

 

 

 

基礎資料 

◇石油販売量：石油統計 経済産業省 

◇最終エネルギー消費量：都道府県別エネルギー消費統計 経済産業省資源エネルギー庁 

◇総生産額：秋田県市町村民経済計算 秋田県 

◇熱量換算：38.134ＭＪ／Ｌ（Ｈ28 年度県内石油類販売実績量に基づく加重平均値） 
 

ＬＰＧ 

算出方法 

 

 

 

 

基礎資料 

◇ＬＰＧ販売量：日本 LP ガス協会統計資料 

◇最終エネルギー消費量：都道府県別エネルギー消費統計 経済産業省資源エネルギー庁 

◇総生産額：秋田県市町村民経済計算 秋田県 

◇熱量換算：50.8ＭＪ／ｋｇ 
 

都市ガス 

算出方法 

能代市の都市ガス供給量（商業用・医療用・公用） × 熱量換算 

基礎資料 

◇都市ガス供給量：能代市統計書 

◇熱量換算：50.0ＭＪ／ｍ３（のしろエネルギーサービス会社ホームページより） 
 

電力 

算出方法 

 

 

 

基礎資料 

◇秋田県電力需要量：都道府県別エネルギー消費統計 経済産業省資源エネルギー庁 

◇総生産額：秋田県市町村民経済計算 秋田県 

◇熱量換算：3.6ＭＪ／ｋＷｈ 
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運輸部門 

運輸部門のエネルギー需要量は 159 万ＧＪ/年と推計された。 

エネルギー種別では、石油が96.0％を占めており、次いで電力が3.5％となっている。 

2007 年（平成 19 年）以降、エネルギー需要量は、減少傾向で推移している。 

エネルギー種別ごとの推計方法は次頁に示す。 

 

表 3-5 運輸部門におけるエネルギー需要量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 運輸部門におけるエネルギー需要量の推移 
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エネルギー種別 
2007 

（Ｈ19）年 

2012 

（Ｈ24）年 

2017 

（Ｈ29）年 

増減率 

（H29/H19） 

石油 1,766,789 1,723,294 1,530,061 96.0％ 87％ 

LPG 17,003 12,372 8,130 0.5％ 48％ 

都市ガス ― ― ― ― ― 

電力 62,707 59,154 55,297 3.5％ 88％ 

部門合計 1,846,500 1,794,820 1,593,488 100％ 86％ 

単位：GJ/年 
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石油 

算出式 

 

 

 

基礎資料 

◇石油販売量：石油統計 経済産業省 

◇最終エネルギー消費量：都道府県別エネルギー消費統計 経済産業省資源エネルギー庁 

◇自動車登録台数：市町村別保有台数 国土交通省東北運輸局 

◇熱量換算：38.134ＭＪ／Ｌ（Ｈ28 年度県内石油類販売実績量に基づく加重平均値） 
 

ＬＰＧ 

算出方法 

 

 

基礎資料 

◇ＬＰＧ販売量：日本 LP ガス協会統計資料 

◇自動車登録台数：市町村別保有台数 国土交通省東北運輸局 

◇熱量換算：50.8ＭＪ／ｋｇ 
 

電力 

算出方法 

 

 

基礎資料 

◇ＪＲ東日本在来線運転電力消費量：JR 東日本グループ CSR 報告書 東日本旅客鉄道(株) 

◇営業キロ：路線別ご利用状況 東日本旅客鉄道(株) 

◇電化区間：鉄道統計年報 国土交通省 

◇熱量換算：3.6ＭＪ／ｋＷｈ 

 

  

秋田県の LPG 販売量 ×                   × 熱量換算                
能代市自動車登録台数 

秋田県自動車登録台数 ＜自動車用＞ 
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エネルギー需要量の推計結果（まとめ） 

本市のエネルギー需要量の推計結果は表 3-6 のとおりであり、4 部門の合計は約 552 万

ＧＪ/年と推計され、2007 年（平成 19 年）以降は減少傾向にある。なお、市民 1 人あたり

の推計も同様である。 

部門別では、産業部門が最も多く、次いで運輸部門となっている。 

2007 年（平成 19 年）以降は、民生部門（家庭）が、ほぼ横ばいで推移しているのに対

し、他の 3部門は減少傾向にある。 

民生部門の家庭・業務は、電力の依存割合が高く、産業部門と運輸部門では、石油の依

存割合が高い。

表 3-6 エネルギー需要量の推計結果のまとめ 

部門 項目 2007（Ｈ19）年 2012（Ｈ24）年 2017（Ｈ29）年 

産業部門 石油 1,678,636 1,739,456 1,426,227 

LPG 30,264 23,140 15,650 

都市ガス 210 70 88 

電力 714,676 541,096 491,068 

小計 2,423,786 2,303,761 1,933,033 

民生部門 

（家庭） 

石油 297,143 359,530 285,693 

LPG 212,161 200,025 203,947 

都市ガス 45,456 19,425 20,004 

電力 488,513 586,689 540,349 

小計 1,043,273 1,165,670 1,049,993 

民生部門 

（業務） 

石油 535,159 376,659 335,294 

LPG 44,005 51,875 43,322 

都市ガス 34,957 25,658 23,734 

電力 529,538 593,569 538,551 

小計 1,143,659 1,047,760 940,900 

運輸部門 石油 1,766,789 1,723,294 1,530,061 

LPG 17,003 12,372 8,130 

都市ガス ― ― ― 

電力 62,707 59,154 55,297 

小計 1,846,500 1,794,820 1,593,488 

総合計 6,457,218 6,312,011 5,517,414 

市民 1人当たりの需要量 125 107 93 

 

図 3-6 部門別エネルギー需要量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：GJ/年 
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 第4章  再⽣可能エネルギー導⼊ポテンシャルの推計 

条件の設定 

再生可能エネルギーとは 

再生可能エネルギーとは、一度利用しても比較的短期間に再生が可能な資源が枯渇し

ないエネルギーであり、太陽光・風力・水力・地熱・太陽熱・大気中の熱その他の自然

界に存する熱・バイオマスなどがある。 

 

対象とする再生可能エネルギー 

本ビジョンの中で、導入ポテンシャルを推計する再生可能エネルギーの種類は、本市

におけるこれまでの取り組み状況等を踏まえて、表 4-1 のとおり設定した。 

 

表 4-1 導入ポテンシャルを推計する再生可能エネルギーの種類 

再生可能エネルギー 

の種類 

次世代エネルギー 

ビジョン 

（参考） 

能代市再生可能 

エネルギービジョン 

風
力 

陸上風力 〇 〇 

洋上風力 〇 〇 

太 陽 光 〇 〇 

バ
イ
オ
マ
ス 

未利用系資源 

木 質 系 〇 〇 

農業残渣 〇 〇 

草 本 系 〇 － 

廃棄物系資源 

木 質 系 〇 － 

家畜ふん尿 〇 〇 

汚 泥 〇 － 

食 品 系 〇 － 

中小水力 〇 〇 

太 陽 熱 〇 〇 

地 中 熱 〇 － 

雪氷冷熱 〇 〇 
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導入ポテンシャルの定義 

再生可能エネルギー導入ポテンシャルの概念は、図 4-1 に示すとおりである。 

本ビジョンでは、賦存量（技術的に利用可能なエネルギー量）のうち、地形（傾斜角）、

土地利用状況、法規制等の制約により利用が困難なエネルギー量を除いたものを「導入

ポテンシャル」（設備の設置が可能な範囲のエネルギー量）とした。 

 

図 4-1 再生可能エネルギー導入ポテンシャルの概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入ポテンシャルの推計は、全国一律の手法で推計されている、「再生可能エネルギー

導入ポテンシャル調査報告書」（平成 21 年度～平成 22 年度 環境省）、「再生可能エネル

ギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」（平成 23 年度～平成 28 年度 環境省）、

「バイオマス賦存量・有効利用可能量の推計」（ＮＥＤＯ）を基本とした。 

なお、これらの中で推計されていない雪氷冷熱については、「能代市再生可能エネルギ

ービジョン」（平成 25 年 3 月）の期待可採量の算定方法に準拠した。 

 

  

全資源エネルギー量（市内に存在する全エネルギー量） 

賦存量（技術的に利用可能なエネルギー量） 

導入ポテンシャル 

（設備の設置が可能な範囲のエネルギー量） 

導入可能量 

（設定条件に基づき採算性を 

確保できるエネルギー量） 

算定対象 
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再生可能エネルギー導入ポテンシャルの推計結果 

風力 

陸上風力 

陸上における風力発電の導入ポテンシャルは、150,319 ＭＷｈ/年と推計された。 

これは、「再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」（平成 27 年

度 環境省）に基づき算出したもので、100ｍメッシュ毎に平均風速 5.5ｍ/s 以上で開発

可能な条件に該当する範囲を対象に、以下の推計式を用いた。 

なお、設定した算出条件は、図 4-2、表 4-3 及び表 4-4 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-2 陸上風力発電の導入ポテンシャル 

風速 

（ｍ/ｓ） 

面積 

（ｋｍ2） 

設備容量 

（ｋＷ） 

理論設備 

利用率 

利用 

可能率 

出力 

補正係数 

年間時間

（ｈ） 

年間発電電力量 

（ｋＷｈ/年） 

5.5 0.568 5,680 20.7% 

0.95 0.90 8,760 

8,806,207 

5.6 0.484 4,840 21.6% 7,830,137 

5.7 0.506 5,060 22.5% 8,527,137 

5.8 0.583 5,830 23.5% 10,261,400 

5.9 0.451 4,510 24.4% 8,242,076 

6.0 0.499 4,990 25.3% 9,455,648 

6.1 0.457 4,570 26.3% 9,002,066 

6.2 0.649 6,490 27.2% 13,221,594 

6.3 0.667 6,670 28.1% 14,037,907 

6.4 0.647 6,470 29.1% 14,101,571 

6.5 0.570 5,700 30.0% 12,807,558 

6.6 0.254 2,540 30.9% 5,878,444 

6.7 0.262 2,620 31.8% 6,240,202 

6.8 0.168 1,680 32.8% 4,127,179 

6.9 0.144 1,440 33.7% 3,634,650 

7.0 0.146 1,460 34.6% 3,783,547 

7.1 0.084 840 35.5% 2,233,458 

7.2 0.037 370 36.4% 1,008,726 

7.3 0.166 1,660 37.2% 4,625,101 

7.4 0.069 690 38.1% 1,968,994 

7.5 0.018 180 39.0% 525,784 

7.6 0.000 0 39.8% 0 

合計 7.429 74,290 － － － － 150,319,387 

【年間発電電力量の推計式】 

年間発電電力量（kWh/年）＝設備容量（kW）×理論設備利用率（%）×利用可能率（％） 

×出力補正係数×年間時間（h） 

  ・設備容量：10,000 ｋｗ/ｋｍ２（2,000ｋW規模･ローター径 80ｍ想定） 

・理論設備利用率：表 4-3 参照 

※平均風速に対する理論上発電設備の利用が可能な割合 

・利用可能率：0.95（NEDO 風力発電導入ガイドブック 2008） 

※故障やメンテナンス等の時間を除いた発電可能な時間の割合 

・出力補正係数：0.90（NEDO 風力発電導入ガイドブック 2008） 

※平均風速の出力に対する風向や風速の乱れによる出力損失の割合 

・平均風速：100ｍメッシュ毎の地上高 80ｍ平均風速 
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図 4-2 地上高 80ｍの年平均風速（1991～2010 年） 

 

 

資料：風況マップ（環境省）データを編集 
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表 4-3 理論設備利用率（2,000ｋＷ風車） 

平均風速 

（ｍ/ｓ） 

設備 

利用率 

平均風速 

（ｍ/ｓ） 

設備 

利用率 

平均風速 

（ｍ/ｓ） 

設備 

利用率 

平均風速 

（ｍ/ｓ） 

設備 

利用率 

5.0 16.2% 6.7 31.8% 8.4 46.3% 10.1 57.7% 

5.1 17.1% 6.8 32.8% 8.5 47.0% 10.2 58.3% 

5.2 18.0% 6.9 33.7% 8.6 47.8% 10.3 58.8% 

5.3 18.9% 7.0 34.6% 8.7 48.5% 10.4 59.4% 

5.4 19.8% 7.1 35.5% 8.8 49.2% 10.5 60.0% 

5.5 20.7% 7.2 36.4% 8.9 49.9% 10.6 60.5% 

5.6 21.6% 7.3 37.2% 9.0 50.6% 10.7 61.0% 

5.7 22.5% 7.4 38.1% 9.1 51.3% 10.8 61.6% 

5.8 23.5% 7.5 39.0% 9.2 52.0% 10.9 62.1% 

5.9 24.4% 7.6 39.8% 9.3 52.7% 11.0 62.6% 

6.0 25.3% 7.7 40.7% 9.4 53.4% 11.1 63.1% 

6.1 26.3% 7.8 41.5% 9.5 54.0% 11.2 63.6% 

6.2 27.2% 7.9 42.3% 9.6 54.6% 11.3 64.0% 

6.3 28.1% 8.0 43.1% 9.7 55.3% 11.4 64.5% 

6.4 29.1% 8.1 43.9% 9.8 55.9% 11.5 65.0% 

6.5 30.0% 8.2 44.7% 9.9 56.5% 11.6 65.4% 

6.6 30.9% 8.3 45.5% 10.0 57.1% 11.7 65.9% 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 27 年度 環境省）   

 

 

表 4-4 導入ポテンシャル推計に係る開発不可条件 

区分 項目 開発不可条件 

自然条件 

風速区分 5.5m/s 未満ただし港湾区域は 5.0m/s 未満 

標高 1,200m 以上 

最大傾斜角 20 度以上 

地上開度 75°未満 

社会条件 

:法制度等 

法規制区分 

（自然的条件） 

1)国立・国定公園（特別保護地区、第１種特別地域） 

2)都道府県立自然公園（第1種特別地域） 

3)原生自然環境保全地域 

4)自然環境保全地域 

5)鳥獣保護区のうち特別保護地区（国指定、都道府県指定） 

6)世界自然遺産地域 

7)保安林 

法規制区分 

（社会的条件） 
1)航空法による制限（制限表面） 

社会条件 

:土地利用等 

都市計画区分 市街化区域 

土地利用区分 

田、建物用地、幹線交通用地、その他の用地、河川地

及び湖沼、海水域、ゴルフ場 

※「その他農用地」、「森林（保安林を除く）」、「荒地」、「海浜」が開

発可能な土地利用区分 

居住地からの距離 500m 未満 ※100m メッシュ人口が 1人以上を居住地と設定 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 27 年度 環境省）   
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洋上風力 

洋上における風力発電の導入ポテンシャルは、1,416,974 ＭＷｈ/年と推計された。 

これは、「再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」（平成 27 年

度 環境省）に基づき推計したもので、100ｍメッシュ毎に平均風速 6.5ｍ/s 以上で開発

可能な条件に該当する範囲を対象に、以下の推計式を用いた。 

なお、設定した算出条件は、図 4-3、表 4-6 及び表 4-7 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-5 洋上風力発電の導入ポテンシャルの算定 

風速 

（ｍ/ｓ） 

面積 

（ｋｍ2） 

設備容量 

（ｋＷ） 

理論設備 

利用率 

利用 

可能率 

出力 

補正係数 

年間時間

（ｈ） 

年間発電電力量 

（ｋＷｈ/年） 

7.0 0 0 34.1% 

0.90 0.90 8,760 

0 

7.1 5.156 51,560 35.0% 128,047,198 

7.2 0 0 35.9% 0 

7.3 0 0 36.8% 0 

7.4 0 0 37.6% 0 

7.5 0 0 38.5% 0 

7.6 19.496 194,960 39.3% 543,659,763 

7.7 0 0 40.2% 0 

7.8 0 0 41.0% 0 

7.9 0 0 41.8% 0 

8.0 0 0 42.6% 0 

8.1 24.201 242,010 43.4% 745,267,472 

8.2 0 0 44.2% 0 

合計 48.853 488,530 － － － － 1,416,974,432 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年間発電電力量の推計式】 

年間発電電力量（kWh/年）＝設備容量（kW）×理論設備利用率（%）×利用可能率（％） 

×出力補正係数×年間時間（h） 

  ・設備容量：10,000 ｋｗ/ｋｍ２（5,000ｋW規模･ローター径 120ｍ想定） 

・理論設備利用率：下表参照 

・利用可能率：0.90（メンテナンス時間を陸上風力の２倍と仮定） 

・出力補正係数：0.90（NEDO 風力発電導入ガイドブック 2008） 

・平均風速：100ｍメッシュ毎の地上高 90ｍ平均風速 
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図 4-3 洋上風力発電導入ポテンシャル算定対象地の平均風速 

 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 27 年度 環境省）のデータを編集 

 

表 4-6 理論設備利用率（5,000ｋＷ風車） 

平均風速 

（ｍ/ｓ） 

設備 

利用率 

平均風速 

（ｍ/ｓ） 

設備 

利用率 

平均風速 

（ｍ/ｓ） 

設備 

利用率 

平均風速 

（ｍ/ｓ） 

設備 

利用率 

6.5 29.5% 7.4 37.6% 8.4 45.8% 9.3 52.2% 

6.6 30.5% 7.5 38.5% 8.5 46.5% 9.4 52.9% 

6.7 31.4% 7.6 39.3% 8.6 47.3% 9.5 53.6% 

6.8 32.3% 7.7 40.2% 8.7 48.0% 9.6 54.2% 

6.9 33.2% 7.8 41.0% 8.8 48.8% 9.7 54.8% 

7.0 34.1% 7.9 41.8% 8.9 49.5% 9.8 55.5% 

7.1 35.0% 8.0 42.6% 9.0 50.2% 9.9 56.1% 

7.2 35.9% 8.1 43.4% 9.1 50.9% 10.0 56.7% 

7.3 36.8% 8.2 44.2% 9.2 51.6% 10.1 57.3% 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 27 年度 環境省）   

 

表 4-7 導入ポテンシャル推計に係る開発不可条件 

区分 項目 開発不可条件 

自然条件 

風速区分 6.5m/s 未満 

離岸距離 陸地から 30 ㎞以上 

水深 200ｍ以上 

社会条件 

:法制度等 

法規制区分 

（自然的条件） 
1)国立・国定公園（海域公園） 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 27 年度 環境省）   
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太陽光 

太陽光は、「住宅用等」と「公共系等」の区分で導入ポテンシャルを推計した。 

各区分の内容は、表 4-8 のとおりである。 

 

表 4-8 太陽光発電の算定区分 

住宅用等 公共系等 

商業系 
建築物 

商業 小規模、中規模、大規模 

公共系 
建築物 

庁舎 本庁舎、支庁舎 

宿泊 宿泊施設 文化施設 
公民館、体育館、その他の

文化施設 

住宅系 
建築物 

住宅 

戸建住宅等 学校 
幼稚園、小・中・高校、大

学、その他の学校 

大規模共同住宅・オフィスビル 医療施設 病院 

中規模共同住宅 上水施設 

   下水 
処理施設 

公共下水、農業集落排水 

   道の駅 

   
発電所・ 
工場・ 
物流施設 

発電所 火力発電所、原子力発電所 

   工場 大規模、中規模、小規模 

   倉庫 

   工業団地 工業団地 

   

低・未 
利用地 

最終 
処分場 

一般廃棄物、産業廃棄物安

定型、産業廃棄物管理型 
   河川 堤防敷・河川敷 

   港湾施設 重要港湾、地方港湾、漁港 

   空港 

   鉄道 ＪＲ・私鉄 

   
道路 
(高速･高規
格道路) 

ＳＡ、ＰＡ、法面、中央分離

帯 

   都市公園 都市公園 

   自然公園 国立・国定公園 

   ダム 堤上 

   海岸 砂浜 

   観光施設 ゴルフ場 

   耕作放棄地 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 24 年度 環境省） 
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住宅用等 

戸建住宅・オフィスビル・商業系建築物等、住宅用等施設へ太陽光発電パネルを設置

した場合の導入ポテンシャルは、152,223 ＭＷｈ/年と推計された。 

これは、「再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」（平成 25 年

度 環境省）に基づき推計したもので、500ｍメッシュ毎に屋根形状の地域特性を踏まえ

た設置可能面積を算出し、単位面積あたりの設備容量を戸建住宅以外 1ｋＷ/15ｍ２、戸建

住宅 1ｋＷ/10ｍ２と設定し、以下の推計式を用いた。 

なお、設定した算出条件は、表 4-9、表 4-10、表 4-11 及び図 4-4 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推計の基本的な考え方】 

・切妻屋根の北側、東西壁面、窓 10 ㎡以上にも設置  

・敷地内空地なども積極的に活用 

 

表 4-9 屋根形状別の設置の考え方 

屋根形状 切妻 寄棟 片流れ 陸屋根 入母屋 
無落雪 
（Ｍ型） 

パネル 

設置方法 
全ての屋根に設置 

可能な限り

設置 
全ての屋根に設置 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 25 年度 環境省）   

 

表 4-10 建物区分ごとの設置係数 

建物区分 考え方 設置係数 

商業系 

 建築物 

商業 

小規模商業施設 

延床面積ベースの 設置係数を使用 

0.15 

中規模商業施設 0.15 

大規模商業施設 0.15 

宿泊 宿泊施設 0.10 

住宅系 

 建築物 
住宅 

戸建住宅用等 建築面積ベースの 設置係数を使用 （表 4-11） 

大規模共同住宅・ 

オフィスビル 延床面積ベースの 設置係数を使用 
0.14 

中規模共同住宅 0.16 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 25 年度 環境省）   

 

表 4-11 戸建住宅の屋根形状ごとの設置係数 

屋根形状 切妻 寄棟 片流れ 陸屋根 入母屋 
無落雪 
（Ｍ型） 

設置係数 0.60 0.68 0.49 0.34 0.55 0.86 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 25 年度 環境省）   

【年間発電電力量の推計式】 

年間発電電力量（kWh/年）＝設備容量（kW）×地域別発電量係数（ｋＷｈ/ｋＷ・年） 

  ・設備容量（戸建住宅以外）：設置可能面積（ｍ２）×1ｋＷ／15 ｍ２ 

・設備容量（戸建住宅）：設置可能面積（ｍ２）×1ｋＷ／10 ｍ２ 

 ※市内設備容量合計値＝161,424（ｋＷ） 

・地域別発電量係数：943 ｋＷｈ/ｋＷ・年（秋田県値） 
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図 4-4 住宅用等太陽光発電の導入ポテンシャル（設備容量） 

 

 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 25 年度 環境省）のデータを編集 
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公共系等 

庁舎・文化施設・学校・発電所・工場等、公共系施設へ太陽光発電パネルを設置した

場合の導入ポテンシャルは、49,036 ＭＷｈ/年と推計された。 

これは、「再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」（平成 24 年

度 環境省）に基づき推計したもので、公共施状況調査等の統計データを用いて、延床面

積等を集計した上で、設置した建物種類別の係数から設置可能面積を算出し、単位面積

あたりの設備容量を 1ｋＷ/15ｍ２とし、以下の推計式を用いた。 

なお、設定した算出条件は、表 4-12 及び表 4-13 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

【推計の基本的な考え方】 

・切妻屋根の北側、東西壁面、窓 10 ㎡以上にも設置  

・敷地内空地なども積極的に活用 

 

表 4-12 公共系等太陽光発電の推計対象施設 

分類 施設名 分類 施設名 

公共系 

建築物 

庁舎 
本庁舎 

低･未 

利用地 

最終処分場 

一般廃棄物 

支庁舎 産業廃棄物安定型 

文化施設 

公民館 産業廃棄物管理型 

体育館 河川 堤防敷･河川敷 

その他の文化施設 

港湾施設 

重要港湾 

学校 

幼稚園 地方港湾 

小学校･中学校･高

校 
漁港 

大学 空港 空港 

その他の学校 鉄道 ＪＲ･私鉄 

医療施設 病院 
道路(高速･

高規格道

路)  

ＳＡ 

上水施設 上水施設 ＰＡ 

下水 

処理施設 

公共下水 法面 

農業集落排水 中央分離帯 

道の駅 道の駅 都市公園 都市公園 

発電所･ 

工場･ 

物流施設 

発電所 
火力発電所 自然公園 国立･国定公園 

原子力発電所 ダム 堤上 

工場 

大規模工場 海岸 砂浜 

中規模工場 観光施設 ゴルフ場 

小規模工場 耕作放棄地  

倉庫 倉庫  

工業団地 工業団地 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 24 年度 環境省）   

 

 

【年間発電電力量の推計式】 

年間発電電力量（kWh/年）＝設備容量（kW）×地域別発電量係数（ｋＷｈ/ｋＷ・年） 

  ・設備容量：設置可能面積（㎡）×1ｋＷ/15 ㎡ 

 ※市内設備容量合計値＝52,000（ｋＷ） 

・地域別発電量係数：943 ｋＷｈ/ｋＷ・年（秋田県値） 
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表 4-13 公共系等太陽光発電の設置係数 

分類 施設名 設置係数 設置係数の対象 出典 

公共系 

建築物 

庁舎 
本庁舎 0.23 延床面積 公共施設状況調査 

支庁舎 0.33 延床面積 公共施設状況調査 

文化施設 

公民館 0.82 延床面積 公共施設状況調査 

体育館 0.54 延床面積 公共施設状況調査 

その他の文化施設 0.32 延床面積 公共施設状況調査 

学校 

幼稚園 0.44 建築面積 
公共施設状況調査 

文部科学省統計要覧 

小学校･中学校･高校 0.70 建築面積 文部科学省統計要覧 

大学 0.99 建築面積 文部科学省統計要覧 

その他の学校 0.28 建築面積 文部科学省統計要覧 

医療施設 病院 0.17 延床面積 厚生労働省病院報告※2 

上水施設 上水施設 0.08 敷地面積 
水道統計 

工業用水道施設総覧 

下水 

処理施設 

公共下水 0.44 敷地面積 下水道統計 

農業集落排水 0.90 処理人口 
国土交通省報道発表資料汚水処理人口

普及状況について 

道の駅 道の駅 0.39 敷地面積 国土交通省道路局全国道の駅マップ 

発電所 

･工場 

･物流施設 

発電所 

火力発電所 0.02 計画出力 
電気新聞 

電力各社全国火力マップ 

原子力発電所 0.04 計画出力 
原子力産業協会 

原子力発電所一覧 

工場 

大規模工場 0.98 建築面積 工業統計 

中規模工場 0.88 建築面積 工業統計 

小規模工場 0.88 建築面積 工業統計 

倉庫 倉庫 0.32 延床面積 倉庫統計季報 

工業団地 工業団地 0.91 敷地面積 
ｵﾌｨｽﾈｯﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ 

全国主要工業団地一覧 

低･未 

利用地 

最終処分場  

一般廃棄物 1.02 埋立面積 環境統計集 

産業廃棄物安定型 1.01 埋立面積 
環境省産業廃棄物行政組織等調査 

維持管理費用算定ガイドライン 

産業廃棄物管理型 1.02 埋立面積 
環境省産業廃棄物行政組織等調査 

維持管理費用算定ガイドライン 

河川 堤防敷･河川敷 0.01 人工化水際線 環境省自然環境保全基礎調査 

港湾施設 

重要港湾 54,788 施設数 国土交通省港湾局港湾管理者一覧 

地方港湾 1,848 施設数 国土交通省港湾局港湾管理者一覧 

漁港 3,265 施設数 水産庁漁港一覧 

空港 空港 0.04 敷地面積 国土交通省航空局全国空港配置図 

鉄道 ＪＲ･私鉄 0.36 敷地面積 鉄道統計年報 

道路 

(高速･高規

格道路)  

ＳＡ 12,257 施設数 HP 等公開データ 

ＰＡ 1,215 施設数 HP 等公開データ 

法面 0.37 法面面積 道路統計年報 

中央分離帯 0.03 中央分離帯面積 道路統計年報 

都市公園 都市公園 0.00 敷地面積 国土交通省都市公園データベース 

自然公園 国立･国定公園 0.00 用地面積 
環境省自然環境局自然公園 

都道府県別面積総括 

ダム 堤上 5.76 堤長 ダム年鑑 

海岸 砂浜 3.82 砂浜延長 
農林水産省等による 

全国 9,688 ヶ所のアンケート調査 

観光施設 ゴルフ場 0.01 敷地面積 特定サービス産業実態調査報告書 

耕作放棄地  1.00 敷地面積 耕作放棄地全体調査 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 24 年度 環境省）   
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バイオマス 

バイオマスは、未利用系資源と廃棄物系資源に区分し、想定されるバイオマス種毎に、

導入可能量を推計した。 

これは、「バイオマス賦存量・有効利用可能量の推計」（ＮＥＤＯ）において推計され

ている有効利用可能量を導入可能量として整理したものである。 

 

表 4-14 バイオマスの導入可能量一覧 

    

導入可能量 

DW-t/年 

DS-t/年（汚泥のみ） 

導入可能熱量 

GJ/年 

未利用系資源   115,850 

  木質系バイオマス   27,161 

  森林バイオマス 1,287 25,826 

      林地残材 495 8,958 

      切捨間伐材 792 16,868 

    果樹剪定枝 72 831 

    タケ 40 504 

  農業残渣  57,422 

  稲作残渣 3,683 50,374 

     稲わら 3,202 43,544 

    もみ殻 481 6,830 

    麦わら - - 

    その他の農業残渣  653 7,048 

  草本系バイオマス  31,267 

    ササ  0 0 

    ススキ  2,299 31,267 

廃棄物系資源   93,482 

  木質系バイオマス  67,651 

    国産材製材廃材  2,465 44,618 

    外材製材廃材  843 15,259 

    建築廃材  34 611 

    新・増築廃材 375 6,791 

    公園剪定枝 32 372 

  家畜ふん尿  681 

    乳用牛ふん尿  49 284 

    肉用牛ふん尿  67 397 

    豚ふん尿  - - 

    採卵鶏ふん尿  - - 

    ブロイラーふん尿  - - 

  汚泥  278 

    下水汚泥（濃縮汚泥）  0 0 

    し尿・浄化槽余剰汚泥  27 261 

    集落排水汚泥  2 17 

  食品系バイオマス 24,872 

    食品加工廃棄物  6 17 

    家庭系厨芥類  862 17,587 

    事務系厨芥類  356 7,268 

資料：バイオマス賦存量・有効利用可能量の推計（ＮＥＤＯ）   

  



- 51 - 

 

【林地残材】 

◇賦存量：伐倒した樹木の丸太以外の残材 

◇利用可能量＝賦存量 

×（集材距離を林道の両側 25ｍ（合計 50ｍ）の集材面積/森林面積） 

◇発熱量：低位発熱量＝18.1（ＧＪ/ｔ） 

【切捨間伐材】 

◇賦存量：国有林・民有林別の切捨間伐材量の合計 

◇利用可能量＝賦存量 

×（集材距離を林道の両側 25ｍ（合計 50ｍ）の集材面積/森林面積） 

◇発熱量：低位発熱量＝18.1（ＧＪ/ｔ） 

【果樹剪定枝】 

◇賦存量：品目別栽培面積×発生量の合計 

（秋田県の対象品目：リンゴ・ナシ・カキ・モモ・スモモ・オウトウ・ウメ・ブドウ・クリ・キウイフルーツ） 

◇利用可能量＝賦存量×利用可能率（76.4％） 

◇発熱量：低位発熱量＝11.5（ＧＪ/ｔ） 

【タケ】 

◇賦存量：竹林面積（ｈａ）×発生量（ｔ／ｈａ）／伐採周期（年）×（100％－含水率） 

      ※発生量＝120（ｔ／ｈａ）、伐採周期 20（年）、含水率＝52（％） 

◇利用可能量：（竹林面積（ｈａ）－既存利用面積（ｈａ））×発生量（ｔ／ｈａ） 

／伐採周期（年）×（100％－含水率） 

◇発熱量：低位発熱量＝12.5（ＧＪ/ｔ） 

【稲作残渣：稲わら】 

◇賦存量：（水稲作付面積＋陸稲作付面積）×発生量（ｔ／ｈａ）×（100％－含水率） 

      ※発生量＝5.47（ｔ／ｈａ）、含水率＝15（％） 

◇利用可能量：賦存量×未利用率：15（％） 

◇発熱量：低位発熱量＝13.6（ＧＪ/ｔ） 

【稲作残渣：もみ殻】 

◇賦存量：全もみ収穫量（ｔ／年）×（１－粗玄米粒数歩合）×（100％－含水率） 

      ※発生量＝5.47（ｔ／ｈａ）、含水率＝13.9（％） 

◇利用可能量：賦存量×未利用率：15（％） 

◇発熱量：低位発熱量＝13.6（ＧＪ/ｔ） 

【その他の農業残渣】 

◇賦存量：収穫後に圃場等で発生する作物の非収穫部（49 品目） 

     品目毎の収穫量又は作付面積×発生原単位 

◇利用可能量＝賦存量×利用可能率：80（％）※葉茎菜類等は除く 

◇発熱量：利用可能量（ＤＷ-ｔ／年）×有機物量（％） 

×投入有機物あたりのガス発生量（ｍ３－ＣＨ４/ｔ）×メタン発熱量（ＧＪ/ｍ３） 

      ※有機物量＝0.75、投入有機物あたりガス発生量 400、メタンガス低位発熱量＝0.036 

【ササ】 

◇賦存量：中型・小型ササ草原面積（ｈａ）×年間成長量×（100％－含水率） 

      ※中型ササ年間成長量＝2.5（t/ha･年）、小型ササ年間成長量＝1.0（t/ha･年） 

◇利用可能量＝賦存量×（100％－利用率） 

      ※利用率＝ネマガリダケ生産量/賦存量 

◇発熱量：低位発熱量＝13.6（ＧＪ/ｔ） 

【ススキ】 

◇賦存量：ススキ等草原面積（ｈａ）×年間成長量×（100％－含水率） 

      ※温暖帯ススキ年間成長量＝5（t/ha･年）、寒冷帯ススキ年間成長量＝3（t/ha･年） 

       水辺系草原年間成長量＝10（t/ha･年） 

◇利用可能量＝賦存量×50％ 

◇発熱量：低位発熱量＝13.6（ＧＪ/ｔ） 
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【国産材製材廃材】 

◇賦存量：主要樹種別素材性生産量×廃材発生係数 

◇利用可能量：主要樹種別素材生産量×有効利用可能係数 

◇発熱量：低位発熱量＝18.1（ＧＪ/ｔ） 

【外材製材廃材】 

◇賦存量：外材別素材入荷量×廃材発生係数 

◇利用可能量：外材別素材入荷量×有効利用可能係数 

◇発熱量：低位発熱量＝18.1（ＧＪ/ｔ） 

【建築廃材】 

◇賦存量：構造別解体建築床面積×建築廃材木材発生係数 

◇利用可能量：構造別建築解体木材量×減量化率・最終処分率 

      ※減量化率・最終処分率＝木造 0.01、非木造 0.83 

◇発熱量：低位発熱量＝18.1（ＧＪ/ｔ） 

【乳用牛ふん尿】 

◇賦存量：飼養頭数×ふん排泄量×飼育日数 

      ※ふん排泄量＝育成牛 0.036、搾乳牛 0.068、乾乳牛･未経産 0.042（DW-t/日） 

◇利用可能量：賦存量×未利用率：10（％） 

◇発熱量：利用可能量（ＤＷ-ｔ／年）×有機物の割合（％）×有機物分解率（％） 

×投入有機物あたりのガス発生量（ｍ３－ＣＨ４/ｔ）×メタン発熱量（ＧＪ/ｍ３） 

      ※有機物の割合 0.80、有機物分解率 0.40、投入有機物あたりガス発生量 500、 

メタンガス低位発熱量＝0.036 

【肉用牛ふん尿】 

◇賦存量：飼養頭数×ふん排泄量×飼育日数 

      ※ふん排泄量＝２歳未満 0.036、２歳以上 0.040、乳用牛 0.036（DW-t/日） 

◇利用可能量：賦存量×未利用率：10（％） 

◇発熱量：利用可能量（ＤＷ-ｔ／年）×有機物の割合（％）×有機物分解率（％） 

×投入有機物あたりのガス発生量（ｍ３－ＣＨ４/ｔ）×メタン発熱量（ＧＪ/ｍ３） 

      ※有機物の割合 0.82、有機物分解率 0.40、投入有機物あたりガス発生量 500、 

メタンガス低位発熱量＝0.036 

【下水汚泥（濃縮汚泥）】 

◇賦存量：濃縮汚泥年間総量×（100％－含水率）※含水率＝98（％） 

◇利用可能量：賦存量－有効利用量 

◇発熱量：利用可能量（ＤＷ-ｔ／年）×有機物の割合（％）×有機物分解率（％） 

×投入有機物あたりのガス発生量（ｍ３－ＣＨ４/ｔ）×メタン発熱量（ＧＪ/ｍ３） 

      ※有機物の割合 0.77、有機物分解率 0.52、投入有機物あたりガス発生量 620、 

メタンガス低位発熱量＝0.036 

【し尿・浄化槽余剰汚泥】 

◇賦存量：し尿・浄化槽余剰汚泥量－下水汚泥処理施設移行量×（100％－含水率） 

※含水率＝98（％） 

◇利用可能量：賦存量－堆肥化・メタン発酵利用等有効利用量 

◇発熱量：利用可能量（ＤＷ-ｔ／年）×有機物の割合（％）×有機物分解率（％） 

×投入有機物あたりのガス発生量（ｍ３－ＣＨ４/ｔ）×メタン発熱量（ＧＪ/ｍ３） 

      ※有機物の割合 0.75、有機物分解率 0.46、投入有機物あたりガス発生量 780、 

メタンガス低位発熱量＝0.036 

【集落排水汚泥】 

◇賦存量：処理人口×（流入 BOD 量原単位×BOD 除去率×汚泥転換率） 

◇利用可能量：賦存量－汚泥等利用量 

◇発熱量：利用可能量（ＤＷ-ｔ／年）×有機物の割合（％）×有機物分解率（％） 

×投入有機物あたりのガス発生量（ｍ３－ＣＨ４/ｔ）×メタン発熱量（ＧＪ/ｍ３） 

      ※有機物の割合 0.75、有機物分解率 0.46、投入有機物あたりガス発生量 780、 

メタンガス低位発熱量＝0.036 
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バイオマスのうち、未利用系資源の木質系バイオマスについて、発電利用した場合に

想定される発電量を下式により推計したところ、1,396 ＭＷｈ/年と推計された。 

 

 

 

 

 

表 4-15 未利用系の木質系バイオマス発電電力量の推計 

有効利用熱量 

（ＧＪ/年） 
発電効率 

換算値 

（ＧＪ/ＭＷｈ） 

年間発電電力量 

（ＭＷｈ/年） 

27,161 0.185 3.6 1,396 

 

  

【食品加工廃棄物】 

◇賦存量：食品製造業等から発生する動植物性残渣 

◇利用可能量：賦存量－再生用量 

◇発熱量：利用可能量（ＤＷ-ｔ／年）×有機物の割合（％）×有機物分解率（％） 

×投入有機物あたりのガス発生量（ｍ３－ＣＨ４/ｔ）×メタン発熱量（ＧＪ/ｍ３） 

      ※有機物の割合 0.2、有機物分解率 0.80、投入有機物あたりガス発生量 500、 

メタンガス低位発熱量＝0.036 

【家庭系厨芥類】 

◇賦存量：家庭ごみ収集量×厨芥類の割合×（100％－含水率）※含水率＝80（％） 

◇利用可能量：賦存量 

◇発熱量：利用可能量（ＤＷ-ｔ／年）×有機物の割合（％）×有機物分解率（％） 

×投入有機物あたりのガス発生量（ｍ３－ＣＨ４/ｔ）×メタン発熱量（ＧＪ/ｍ３） 

      ※有機物の割合 0.84、有機物分解率 0.84、投入有機物あたりガス発生量 808、 

メタンガス低位発熱量＝0.036 

【事業系厨芥類】 

◇賦存量：食品卸･小売業や外食産業から発生する食品廃棄物量 

◇利用可能量：（賦存量－再生用量）×（100％－含水率）※含水率＝80（％） 

◇発熱量：利用可能量（ＤＷ-ｔ／年）×有機物の割合（％）×有機物分解率（％） 

×投入有機物あたりのガス発生量（ｍ３－ＣＨ４/ｔ）×メタン発熱量（ＧＪ/ｍ３） 

      ※有機物の割合 0.84、有機物分解率 0.84、投入有機物あたりガス発生量 808、 

メタンガス低位発熱量＝0.036 

【年間発電電力量の推計式】 

年間発電電力量＝利用可能熱量（ＧＪ／年）×発電効率／換算値（ＧＪ/ＭＷｈ） 

・発電効率：0.185（資源エネルギー庁 バイオマスエネルギー開発･利用戦略の検討状況） 

・換算値：3.6（ＧＪ/ＭＷｈ）（ＮＥＤＯ 新エネルギーガイドブック導入編） 
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図 4-5 能代市内の森林成長量 

 

 

 
資料：バイオマス賦存量・有効利用可能量の推計（ＮＥＤＯ）のデータを編集 
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図 4-6 能代市内の稲わらの導入可能熱量 

 

 

 
資料：バイオマス賦存量・有効利用可能量の推計（ＮＥＤＯ）のデータを編集 
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図 4-7 能代市内のススキの導入可能熱量 

 

 

 
資料：バイオマス賦存量・有効利用可能量の推計（ＮＥＤＯ）のデータを編集 
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中小水力 

河川及び農業用水路を対象とした中小水力発電の導入ポテンシャルは、19,680 ＭＷｈ/

年と推計された。 

これは、「再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」（平成 22・27

年度 環境省）に基づき推計したものであり、農業用水路については、設置が想定される

地点はないとしている。 

推計には、地形データ・水系データ・農業用水ネットワークデータ（取水点・取水量

含む）及び流量データを用い、各合分流点に設備容量を設定した発電所を想定し、発電

単価が設定値以下となる地点を選定した上で、開発不可の条件を満たす地点を除外し、

対象箇所を選定し、以下の推計式により年間発電電力量を推計した。 

なお、設定した算出条件は、表 4-16、表 4-17 及び図 4-8 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

表 4-16 導入ポテンシャル推計に係る開発不可条件 

区分 項目 開発不可条件 

賦存量条件 － 発電単価 500 円/(kWh/年)以上 

社会条件 

：法制度等 
法規制区分 

1)国立･国定公園（特別保護地区、第１種特別地域） 

2)都道府県立自然公園 

3)原生自然環境保全地域 

4)自然環境保全地域 

5)鳥獣保護区のうち特別保護地区 

 （国指定、都道府県指定） 

6)世界自然遺産地域 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 27 年度 環境省）   

 

表 4-17 年間発電電力量の推計 

 
市内設備容量合計 

（kW） 
設備利用率 

年間時間 

（h） 

年間発電電力量 

（MWh/年） 

推計値 3,456.2 65.0% 8,760 19,680 

 

 

  

【年間発電電力量の推計式】 

年間発電電力量（kWh/年）＝設備容量（kW）×設備利用率×年間時間（h） 

  ・設備容量：使用可能水量×（高低差－延長/500）×9.8×0.72（効率） 

・設備利用率：65％（環境省 平成 22 年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査） 
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図 4-8 中小水力発電の導入ポテンシャル（設備容量） 

 

 
 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 27 年度 環境省）のデータを編集 
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太陽熱 

太陽熱は、戸建住宅、共同住宅、宿泊施設等への給湯用の太陽熱利用システムを導入

した場合の導入ポテンシャルが、378,662 ＧＪ/年と推計された。 

これは、「再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」（平成 25 年

度 環境省）に基づき推計したもので、500ｍメッシュ内の建物データを用い、太陽熱利

用システムが設置可能な面積を推計し、以下の推計式を用いた。 

その上で、メッシュ内の給湯熱需要量を推計し、利用可能熱量と比較し、少ない値を

導入ポテンシャルとした。 

なお、設定した算出条件は、表 4-18、表 4-19、表 4-20、表 4-21 及び図 4-9 のとおり

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-18 利用可能熱量の対象施設と想定設置規模 

区分 想定設備規模 対象施設内容 

住 

宅 

戸建住宅等 ４㎡/軒 延床面積 300 ㎡未満、高さ 9m 未満 

中規模 

共同住宅 
２㎡/軒 
（想定室数） 
ベランダ型 

延床面積 300 ㎡以上 または 高さ 9m 以上 

宿泊施設 
大規模ホテル、中規模ホテル、公共宿舎、温泉旅館、ビジ

ネスホテル、旅館等の建物 

余暇・レジャー 
設置可能面積 

劇場、映画館、ボーリング場、動物園、水族館、植物園、

図書館、美術館、博物館、武道館、体育館、陸上競技場、

野球場、ゴルフ場、テーマパーク、遊園地、競馬場、競

輪場、健康ランド等 

医療施設 総合病院、その他病院等の建物 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 25 年度 環境省）   

 

表 4-19 日射量に関する資料データ 

情報源名 作成者/管理者 分解能 備考 

日射量 
農業環境 

技術研究所 

１km 

メッシュ 

・アメダス観測データ（1978-2009 年平均）から、

清野（1993）の手法により１km メッシュごとに

推定 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 25 年度 環境省）   

  

【年間利用可能熱量の推計式】 

年間利用可能熱量（MJ/年） 

＝設置可能面積（ｍ２）×平均日射量（kWh／ｍ２／日）×換算係数（MJ/ｋＷ） 

×集熱効率×年間日 

 メッシュ単位の太陽熱の導入ポテンシャル 

＝min（メッシュ単位の利用可能熱量、メッシュ単位の給湯熱需要量）  

・平均日射量：1978-2009 年の平均値（３次メッシュ単位） 

・換算係数：3.6 

・集熱効率：0.4 

（※上記、環境省 平成 25 年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書） 
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表 4-20 熱需要量の対象施設 

区分 対象施設内容 

住

宅 

戸建住宅等 延床面積 300 ㎡未満、高さ９m未満 

中規模共同住宅 延床面積 300 ㎡以上または高さ９m以上 

宿泊施設 
大規模ホテル、中規模ホテル、公共宿舎、温泉旅館、ビジネスホテル、

旅館等の建物 

余暇・レジャー 

劇場、映画館、ボーリング場、動物園、水族館、植物園、図書館、美

術館、博物館、武道館、体育館、陸上競技場、野球場、ゴルフ場、テ

ーマパーク、遊園地、競馬場、競輪場、健康ランド等 

医療施設 総合病院、その他病院等の建物 

商業施設 
デパート、スーパー、ディスカウント、ホームセンター、電気店、

紳士服店、家具店、書店、商業ビル等の建物 

 

小規模商業施設 延床面積 500 ㎡未満 

中規模商業施設 延床面積 500 ㎡以上 3,000 ㎡未満 

大規模商業施設 延床面積 3,000 ㎡以上 

学校 
大学院、大学、短期大学、高等専門学校、高等学校、中学校、小学

校、養護学校、聾学校等の建物 

公共施設 
官公庁、県庁、市役所、区役所、町村役場、警察署、消防署、老人・

福祉施設等の建物 

大規模共同住宅 

・オフィスビル 

高層建物、会館、工場、神社、放送局、市場、オフィスビル等の建

物のうち、建築面積 2,500 ㎡以上、高さ 6m 以上 

 

 

表 4-21 熱需要に関する資料データ 

情報源名 データ年 著者 区分 1 区分 2 

非住宅建築

物の環境関

連データベース 

2006 

～

2010 

日本サステ

ィ ナ ブ ル 建

築協会 

地域:8 区分 

北海道/東北/

北関東/関東/

中部/関西/中

国･四国/九州 

建物用途:22 区分 

事務所/電算/官公庁/デパート・スーパー/そ

の他物販/コンビニ/飲食店/家電量販店/

郊外大型店舗/ホテル･旅館/病院/福祉

施設/幼稚園･保育園/小･中学校/高校

/大学･専門学校/研究機関/劇場ﾎｰﾙ/

展示施設/スポーツ施設/複合施設/その

他 

家庭用エネル

ギ ー 統 計年

報2011年版 

2011 
住環境計

画研究所 

地域 

:都道府県別 

需要:4 区分 

暖房/冷房/給湯/照明･家電製品･他 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 25 年度 環境省）   
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図 4-9 太陽熱の導入ポテンシャル（500ｍメッシュ毎の設備容量） 

 

 

 
資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 25 年度 環境省）のデータを編集 

 

  

0.05 億 MJ/年/km2未満 

0.05～0.1 億 MJ/年/km2 

0.1～0.2 億 MJ/年/km2 

0.2～0.5 億 MJ/年/km2 

0.5 億 MJ/年/km2以上 
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地中熱 

地中熱は、戸建住宅、共同住宅、宿泊施設等への冷暖房用の地中熱利用システムを導

入した場合の導入ポテンシャルが、246,905 ＧＪ/年と推計された。 

これは、「再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」（平成 27 年

度 環境省）に基づき推計したもので、500ｍメッシュ内の建物データを用い、地中熱利

用システムが設置可能な面積（建築面積）を推計し、以下の推計式を用いた。 

その上で、メッシュ内の冷暖房熱需要量を推計し、利用可能熱量と比較して、少ない

値を導入ポテンシャルとした。 

なお、設定した算出条件は、表 4-22 及び図 4-10 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-22 推計の対象施設 

区分 対象施設内容 

住

宅 

戸建住宅等 延床面積 300 ㎡未満、高さ９m未満 

中規模共同住宅 延床面積 300 ㎡以上または高さ９m以上 

宿泊施設 
大規模ホテル、中規模ホテル、公共宿舎、温泉旅館、ビジネスホテル、

旅館等の建物 

余暇・レジャー 

劇場、映画館、ボーリング場、動物園、水族館、植物園、図書館、美

術館、博物館、武道館、体育館、陸上競技場、野球場、ゴルフ場、テ

ーマパーク、遊園地、競馬場、競輪場、健康ランド等 

医療施設 総合病院、その他病院等の建物 

商業施設 
デパート、スーパー、ディスカウント、ホームセンター、電気店、

紳士服店、家具店、書店、商業ビル等の建物 

 

小規模商業施設 延床面積 500 ㎡未満 

中規模商業施設 延床面積 500 ㎡以上 3,000 ㎡未満 

大規模商業施設 延床面積 3,000 ㎡以上 

学校 
大学院、大学、短期大学、高等専門学校、高等学校、中学校、小学

校、養護学校、聾学校等の建物 

公共施設 
官公庁、県庁、市役所、区役所、町村役場、警察署、消防署、老人・

福祉施設等の建物 

大規模共同住宅 

・オフィスビル 

高層建物、会館、工場、神社、放送局、市場、オフィスビル等の建

物のうち、建築面積 2,500 ㎡以上、高さ 6m 以上 

資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 27 年度 環境省）   

  

【年間利用可能熱量の推計式】 

年間利用可能熱量（MJ/年） 

＝採熱可能面積（ｍ２）×地質毎採熱率（Wh／年）×地中熱交換井密度（本／ｍ２） 

×地中熱交換井長さ（ｍ/本）×年間稼働時間（h／年）×補正係数 

 メッシュ単位の太陽熱の導入ポテンシャル 

＝min（メッシュ単位の利用可能熱量、メッシュ単位の冷暖房熱需要量）  

・採熱可能面積：全建物の建築面積 

・地中熱交換井密度：６ｍ間隔（4 本/144ｍ２） 

・地中熱交換井長さ：100ｍ 

・年間稼働時間：2,400 時間/本 

（※上記、環境省 平成 27 年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書） 
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図 4-10 地中熱の導入ポテンシャル（500ｍメッシュ毎の熱量） 

 

 

 
資料：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（平成 27 年度 環境省）のデータを編集 

 

  

0.05 億 MJ/年/km2未満 

0.05～0.1 億 MJ/年/km2 

0.1～0.2 億 MJ/年/km2 

0.2～0.5 億 MJ/年/km2 

0.5 億 MJ/年/km2以上 
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雪氷冷熱 

雪氷冷熱は、除雪が想定される土地（建物用地・道路等）の積雪を活用したシステム

を導入した場合の導入ポテンシャルが、72,895 ＧＪ/年と推計された。 

これは、「能代市再生可能エネルギービジョン」（平成 25 年 3 月 能代市）に準拠して

推計したもので、100ｍメッシュの土地利用データと 1km メッシュの最深積雪を用い、

利用可能な雪の量を推計し、以下の推計式を用いた。 

なお、設定した算出条件は、表 4-23、図 4-11 及び図 4-12 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-23 土地利用区分と対象土地利用 

土地利用区分 定義 対象 

田 湿田・乾田・沼田・蓮田及び田とする。 ― 

その他の農地 
麦・陸稲・野菜・草地・芝地・りんご・梨・桃・ブドウ・茶・

桐・はぜ・こうぞ・しゅろ等を栽培する土地とする。 
― 

森林 多年生植物の密生している地域とする。 ― 

荒地 
しの地・荒地・がけ・岩・万年雪・湿地・採鉱地等で旧土地利

用データが荒地であるところとする。 
― 

建物用地 住宅地・市街地等で建物が密集しているところとする。 ○ 

道路 道路などで、面的に捉えられるものとする。 ○ 

鉄道 鉄道・操車場などで、面的にとらえられるものとする。 ― 

その他の用地 
運動競技場、空港、競馬場・野球場・学校港湾地区・人工造成

地の空地等とする。 
○ 

河川地及び湖沼 
人工湖・自然湖・池・養魚場等で平水時に常に水を湛えている

ところ及び河川・河川区域の河川敷とする。 
― 

海浜 海岸に接する砂、れき、岩の区域とする。 ― 

海水域 隠顕岩、干潟、シーパースも海に含める。 ― 

ゴルフ場 
ゴルフ場のゴルフコースの集まっている部分のフェアウエイ

及びラフの外側と森林の境目を境界とする。 
― 

資料：国土数値情報 土地利用細分メッシュデータ（国土交通省国土政策局）   

  

【年間利用可能熱量の推計式】 

年間利用可能熱量（MJ/年） 

＝対象面積（ｍ２）×最新積雪深さの平年値（ｍ／年）×利用可能率×比重（ｔ／ｍ３） 

×（定圧比熱Ａ（ＭＪ／ｔ･℃）×雪温（℃）＋定圧比熱Ｂ（ＭＪ／ｔ･℃）×放流水温（℃） 

＋融解潜熱（ＭＪ／ｔ））×熱変換機効率 

・利用可能率：0.1（能代市再生可能エネルギービジョン） 

・比重：0.2ｔ／ｍ３（NEF 新エネルギー導入基礎調査（４）） 

・定圧比熱 A（雪の比熱）：2.093ＭＪ／ｔ･℃（NEDO 新エネルギーガイドブック導入編） 

・定圧比熱 B(融解水の比熱)：4.186ＭＪ／ｔ･℃（NEDO 新エネルギーガイドブック導入編） 

・雪温：-1.0℃、放流水温 5.0℃（NEDO 新エネルギーガイドブック導入編） 

  ・融解潜熱：335 ＭＪ／ｔ（NEDO 新エネルギーガイドブック導入編） 

・熱変換機効率：0.8（能代市再生可能エネルギービジョン） 
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図 4-11 土地利用区分図 

 

 

 
資料：国土数値情報土地利用細分メッシュ（平成 26 年 国土交通省国土政策局） 
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図 4-12 最深積雪深の平年値 

 

 

 
資料：国土数値情報平年値メッシュデータ（平成 24 年 国土交通省国土政策局） 
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導入ポテンシャル推計結果 

推計結果 

導入ポテンシャルの推計結果は、表 4-24 のとおりとなった。 

なお、導入ポテンシャルを電力量で推計した、風力・太陽光・中小水力は、１ＭＷｈ＝

3.6ＧＪで熱量に換算した。 

表 4-24 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル推計結果 

  

導入ポテンシャル 二酸化炭素 

排出削減量 

t-CO2 

発電電力量 

ＭＷｈ/年 

熱量 

ＧＪ/年 割合 

風力 1,567,293 5,642,254 76.8% 802,454 

 

 

陸上風力 150,319 541,148 7.4% 76,963 

洋上風力 1,416,974 5,101,106 69.4% 725,491 

太陽光 201,259 724,533 9.9% 103,044 

 

 

住宅用等 152,223 548,003 7.5% 77,938 

公共系等 49,036 176,530 2.4% 25,106 

バイオマス 1,396 209,332 2.8% 14,357 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未利用系資源 1.396 115,850 1.6% 7,945 

 

 

 

木質系 1,396 27,161 0.4% 1,863 

農業残渣 － 57,422 0.8% 3,938 

草本系 － 31,267 0.4% 2,144 

廃棄物系資源 － 93,482 1.2% 6,412 

 

 

 

 

木質系 － 67,651 0.9% 4,640 

家畜ふん尿 － 681 0.0% 47 

汚泥 － 278 0.0% 19 

食品系 － 24,872 0.3% 1,706 

中小水力 19,680 70,848 1.0% 10,076 

太陽熱 － 378,662 5.1% 25,971 

地中熱 － 246,905 3.4% 16,934 

雪氷冷熱 － 72,895 1.0% 5,000 

合計 1,789,628 7,345,429 100.0％ 977,836 
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導入ポテンシャルの特性 

推計した導入ポテンシャルのうち、風力発電が 5,642,254ＧＪ/年と最も高く、全体の

76.8％を占めており、次いで太陽光発電の順となっている。 

風力発電のうち、洋上風力が 5,101,106ＧＪ/年と風力発電全体の 90％を占めている。 

熱利用としては、太陽熱が最も高く、次いで、地中熱とバイオマスの順となっている。 

風力発電を除くと、能代市では、比較的広範囲に広がって存在する、太陽光、太陽熱、

地中熱といった資源の導入ポテンシャルが高くなっている。 

一方で、比較的まとまっている、又は集積しやすい資源では、廃棄物系資源の木質系

や雪氷冷熱がやや高くなっているが、未利用系資源の木質系や廃棄物系資源の汚泥や食

品系の導入ポテンシャルは低くなっている。 

図 4-13 推計した導入ポテンシャルの構成 

 

図 4-14 風力発電の構成 

 

図 4-15 風力発電以外の導入ポテンシャル 
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再生可能エネルギー導入の評価 

再生可能エネルギーの導入にあたり、再生可能エネルギーの特性や推計した導入ポテン

シャル、地域特性等の観点から、エネルギー種別ごとに評価した。 

 

風力発電 

陸上風力 

【情勢】 

○本市の導入ポテンシャルは 54 万ＧＪ/年と高い。 

○国内では、系統制約や環境アセスメント等の課題もあり、大幅な増加は見られない

が、2017 年までに 2,253 基、設備容量約 340 万 kW が導入され、近年は年間 50～100

基程度新設されるなど、着実な増加が見られる。 

○本市では、既に、47 基、設備容量 62,660kW が導入されている。 

○世界的に風力発電の設備、工事、維持管理のコスト縮減が進んでいる。日本におい

てもコスト縮減に取り組まれており、2030 年までに FIT からの自立を目指している。 

○2015 年度以降は 3,000ｋW 超の風車が導入されるなど大型化が進んでいる。 

○「次世代エネルギーに関するアンケート調査」（以下、「アンケート調査」という）に

おいて、市民や事業者の認知度は高く、事業者の風力発電事業や関連事業への参入

意向も比較的高い。 

 

【評価】 

○導入ポテンシャルが高く、市民の理解も高い。 

○既に市内に設備の集積が見られるほか、近年の動向から、引き続き導入拡大が期待

される。 

○建設コストとともに、維持管理コストの縮減が進められており、市内へのさらなる

集積により維持管理費の縮減が期待される。 

○市内及び周辺へのさらなる導入により、関連産業の創出・育成も期待され、参入に

興味を示す事業者も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆今後も新規導入や既存施設のリプレースなどが想定され、関連産業の誘致と

ともに、風力発電の拠点形成につながると期待されることから、引き続き、積

極的な導入・普及拡大を図る。 
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洋上風力 

【情勢】 

○本市の導入ポテンシャルは 510 万ＧＪ/年と推計した再生可能エネルギーの中で最も

高くなっている。 

○世界的には、風車の大型化や大規模な発電所の建設などにより、コスト低減と導入

拡大が急速に進んでいる。 

○国内では、着床式の洋上風力発電の事業化に向けた取り組みが進められているほか、

浮体式についても実証研究が進められている。 

○港湾区域における洋上風力発電の円滑な導入に向け、2016 年（平成 28 年）に港湾法

が改正され、全国の 8カ所で計画（平成 29 年 3 月時点）が進められている。その中

でも、能代港においては、先導的な取り組みが進められている。 

○港湾区域外の一般海域においても、能代沖及び周辺において事業化に向け、環境影

響評価が進められている。 

○本市では、将来的な北陸から北海道にわたる洋上風力発電の建設を見据え、能代港

を中心とした洋上風力発電の建設及びメンテナンスの拠点化を目指している。 

○アンケート調査において、導入への期待は比較的高い。 

 

【評価】 

○導入ポテンシャルも非常に高く、市民の期待も高い。 

○既に、能代沖では、民間事業者が事業化に向けて計画を進めており、他地域にさき

がけた洋上風力発電の建設が期待される。 

○洋上風力発電の拠点化に向けて、能代港のインフラを整備することで、北陸から北

海道にわたる洋上風力発電の建設にあたって能代港の活用促進などにより、地域経

済への大きな波及効果が期待される。 

○想定される海域において、洋上風力発電の導入が進むことで、関連産業の集積が図

られ、能代港を中心とした風力発電の拠点形成が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆本市及び周辺の一般海域において計画が具体化してきており、それにあわせて

能代港を整備し、洋上風力発電の拠点化を図ることで、地域の活性化・産業振

興に大きく寄与することが想定されることから、引き続き、積極的な導入・普

及拡大を図る。 
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太陽光発電 

【情勢】 

○本市の導入ポテンシャルは 72 万ＧＪ/年と高くなっており、そのうち 54 万ＧＪ/年が

住宅用等となっている。 

○国内では、固定価格買取制度（FIT）の導入により、10kW 以上の非住宅用を中心に急

速に導入が進んでおり、近年は、住宅用で年間 80 万 kW、非住宅用で年間 500～800

万 kW 程度が導入されている。 

○本市では、3カ所のメガソーラー発電所（10,153ｋW）が稼働しているほか、住宅へ

の導入も見られるが、市民アンケートにおける導入率は 2.8％と全国平均（6.6％：

平成 26 年度）と比較すると低い。 

○太陽光パネルの価格低下などが進む中で、FIT 調達価格が毎年度見直されており、

2017 年度から 2,000ｋW 以上の調達価格が入札制に移行されたほか、住宅用太陽光

発電設備の FIT 買取期間の終了を迎える 2019 年 11 月以降の取り扱いについて検討

されている。 

○アンケート調査では、認知度や関心が最も高くなっており、導入の可能性があると

の回答が 24％程度となっている。 

 

【評価】 

○住宅用等の導入ポテンシャルが高く、市民にも広く認知されているものの、全国平

均と比較すると一般家庭への導入は進んでいない。 

○さらなる導入コストの低下が期待される一方で、FIT 調達価格の見直しが行われ、

FIT からの自立に向けた動きが進められるなどの情勢変化があるが、市民に導入の

意向がみられる。 

 

 

 

 

 

  

◆身近な自立分散型電源として有用であることから、引き続き、導入・普及拡大

を図る。 
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バイオマス発電・熱利用 

【情勢】 

○本市の導入ポテンシャルは 21 万ＧＪ/年であり、廃棄物系資源の木質系や農業残渣が

比較的多いと推計された。 

○国内のバイオマス発電は、FIT 制度を活用した一般木質・農作物残渣等による大型発

電所を中心に導入が拡大し、認定量は、エネルギーミックスで想定された 2030 年度

の導入水準を超えているが、未利用材や廃棄物を使用した発電施設の導入は緩やか

である。 

○汚泥や食物残渣、家畜ふん尿については、ガス化などで、発電や熱利用をする取り

組みが行われている。 

○バイオマス熱利用では、薪やペレット、チップを使ったストーブやボイラーが導入

されている。 

○本市では、FIT 開始前に設置された木質バイオマス発電所（製材工場残材等を活用）

が 2 カ所、設備容量 3,990kW が導入されているほか、石炭火力発電所において木質

バイオマス燃料の混焼が行われている。 

○本市には多くの森林資源が存在するものの、木材生産が増加しなければ、林地残材

などの木質バイオマス燃料の確保がしづらい状況にあり、近年は、木質バイオマス

燃料となる小径木の輸出ニーズの高まりなども見られる。 

○輸入木質バイオマスは、安定的（量や価格）・継続的（環境面）な確保にリスクがあ

ることが指摘されている。 

○バイオマス資源の活用では、分散する資源集積コストの抑制や燃料品質の均一化と

いった課題が指摘されているほか、発電の際に発生する熱の有効利用が重要となる。 

 

【評価】 

○本市には、分散分布したバイオマス資源が多く、効率的な収集の仕組みの構築が望

まれる。 

○比較的収集が容易な製材所における残材活用には、すでに取り組まれている。 

○農業残渣や家畜ふん尿などは、堆肥化など低コストで処分されており、新規にエネ

ルギー利用を図るためには、設備導入とともに、資源の収集や熱エネルギーの活用

など地域におけるシステム構築が必要となる。 

○民間住宅や公共施設等において、ストーブやボイラーを導入することは想定される

ものの、これを推進するためには、燃料を安定的に、安価に供給できる仕組みが必

要である。 

 

 

 

◆市内のバイオマス資源活用は、大規模ではなく、地域単位などでの取り組みが

適しており、地域主体の取り組みについて、導入・普及を図る。 
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中小水力発電 

【情勢】 

○本市の導入ポテンシャルは 7 万ＧＪ/年と低く、発電適地は山間部に位置している。 

○本市では、農業用水路を活用した中小水力発電について検討したものの、年間を通

じた流量確保や採算性などの課題が指摘され、実現困難との結論に至っている。 

○市内では、農業用水路の導入ポテンシャルはないと推計され、河川を対象としたも

ののみである。 

○近年、国内では、中小河川や農業用水路に設置する中小水力発電の開発が進み、年

間 100 件程度、設備容量 8万ｋW程度が導入されている。 

○アンケート調査では、認知度、関心度ともに低くなっている。 

 

【評価】 

○水力発電システムについて、小型化や維持管理費の低減が進められているが、市内

の導入ポテンシャルは低い。 

○中小水力発電は、自立可能な地産地消型エネルギーとして有効であるが、生活空間

に近い農業用水路への導入は見込めず、導入適地が山間部の河川となっている。 

 

 

 

 

太陽熱利用 

【情勢】 

○本市の導入ポテンシャルは 38 万ＧＪ/年と比較的高い。 

○太陽熱利用のシステム導入は、太陽光発電と比べると安価であるものの、1980 年代

をピークに設置台数は減少傾向にあり、近年は普及が進んでいない。 

○アンケート調査では、導入率が 0.6％と低く、認知度も低い。 

 

【評価】 

○本市の導入ポテンシャルは高いものの、全国的に導入が停滞しており、市内におい

ても導入数は少ないと考えられる。 

○太陽光発電と比べて費用が安価で、エネルギー変換効率も高く、費用対効果の面で

優れている。 

 

 

 

 

◆市内では、局所的に小規模システムの導入は考えられるものの、導入ポテンシ

ャルが低いことから、導入・普及は難しい。 

◆市内の導入ポテンシャルは比較的高く、費用対効果も優れていることから、導

入・普及を図る。 
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地中熱利用 

【情勢】 

○本市の導入ポテンシャルは 25 万ＧＪ/年と比較的高い。 

○国内の地中熱ヒートポンプの導入状況は、2010 年頃から徐々に伸びがみられ、近年

は、全国で年間 300 件程度となっており、県内での導入実績は比較的多い。 

○世界的には、アメリカや中国など多くの国で導入が進んでいる。 

○システム導入にあたり、井戸などの掘削が必要であるほか、市場規模が小さいこと

などから初期費用が高くなり、投資回収期間が長くなる傾向がある。 

○本市では、市の新庁舎に導入されている。 

○アンケート調査では認知度が低いものの、関心を示す市民も見られる。 

 

【評価】 

○本市の導入ポテンシャルは比較的高いが、初期費用が高くなるため、国内でも導入

数はあまり多くない。 

○世界的には多くの導入実績があり、近年は、国内の導入実績の伸びが見られるなど、

技術開発や市場の拡大による初期費用の低減が進むことも想定される。 

 

 

 

  

◆市内の導入ポテンシャルは比較的高く、全国的な導入数も増加傾向にあること

から、中長期的な視点で導入・普及を図る。 
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雪氷冷熱利用 

【情勢】 

○本市の導入ポテンシャルは 7 万ＧＪ/年と比較的低い。 

○国内では、北海道や新潟県を中心に導入されており、農産物の貯蔵や建築物の冷房

などに活用されているが、全国で 155 箇所（平成 26 年）程度となっており、近年は、

年間 10 箇所程度導入されている。 

○県内では横手市の交流施設や学校に導入されている。 

○システム導入にあたっては、広い貯雪スペースが必要であるほか、集雪が可能な位

置にする必要がある。 

【評価】 

○貯雪・集雪の関係から、導入可能な場所が限られている中で、需要と一致する必要

がある。 

○除雪作業と連携するなど効率的な集雪システムを構築する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

  

◆市内の導入ポテンシャルは比較的低く、導入条件も厳しいことから、スポット

的な利用は考えられるものの、一般への導入・普及は難しい。 



- 76 - 

 第5章  次世代エネルギービジョン 

課題分析 

現況調査等の結果を強み・弱み、機会と脅威に分類した上で、次世代エネルギーの導入・

普及に向けた方向性について分析した。 

 

  
 

   

  

 

 

外
部
要
因 

 

 

 

 

・持続可能な社会の構築に向けた再生可能エネル

ギーへの関心の高まり 

・国による再生可能エネルギー導入への支援 

・FIT による再生可能エネルギー市場の活性化 

・洋上風力発電を促進する取り組みの展開（制度・

実証事業） 

・ICT 技術等による再生可能エネルギー利用を促

進する技術の革新 

・国による水素社会実現に向けた取り組みへの支

援 

機会 （Opportunity） 

・エネルギー供給不足による災害時の防災拠点で

の防災活動の混乱 

・エネルギー供給不足による災害発生時の避難行

動の混乱 

・エネルギー供給不足による災害時の市民生活や

生産活動の混乱 

・市外企業の再生可能エネルギー資源占有による

経済的利益の市外流出 

・FIT 買取価格低下による再生可能エネルギー導入

の停滞 

・水素関連技術開発の遅延による水素社会進展の

停滞 

脅威 （Threat） 

SWOT 分析について 

SWOT 分析は、市を取り巻く環境を市内の「強み」と「弱み」（内部要因）、社会的な

「機会」と「脅威」（外部要因）に整理し、それぞれを組み合わせることで今後の戦略

等を検討するための分析手法。 

ここでは、第 1章～第 4 章までの結果を用い、次世代エネルギーに関わる「強み」

「弱み」（内部要因）と「機会」「脅威」（外部要因）を整理し、【強み×機会】【強み×

脅威】【弱み×機会】【弱み×脅威】の組み合わせから、次世代エネルギーの導入・普

及に向けた方向性を分析した。 
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 内部要因 
   

 

  
 

  
 

  

・自然的土地利用が多く、再生可能エネルギ

ーの導入ポテンシャルが高い 

・重要港湾能代港の立地 

・液体水素の実験等を行う JAXA 能代ロケ

ット実験場の立地 

・良好な風況による風力発電の導入ポテン

シャルが高い 

・陸上風力発電所やメンテナンス・研修機能

の集積 

・再生可能エネルギーの認知度が高く、新規

導入への抵抗が低い 

強み （Strength） 

・人口減少による地域活力の低下 

・生産年齢人口減少による地域経済の縮小 

・事業所数減少による就労の場の減少 

・農業就業者の高齢化による持続可能性の低

下 

・東日本大震災により高まった再生可能エネ

ルギーへの市民の関心・期待の低下 

・住宅用太陽光発電の導入率の伸び悩み 

・再生可能エネルギーの導入効果が、必ずし

も、十分に地域に還元されていない 

弱み （Weakness） 

【強みを活かして機会を捉える】 

⇒強みを活かして、次世代エネル

ギーの導入を進める 

◆風力発電（陸上・洋上）のさら

なる導入・関連産業集積の推進 

◆研究機関と連携した水素社会実
現に向けた取り組みの推進 

【機会を活かして弱みを克服する】 

⇒次世代エネルギーを活かして地

域の活力を高める 

◆地元企業による再生可能 

 関連産業への参入推進 

◆再生可能エネルギー事業に 

    参入する地元企業の育成 

◆次世代エネルギーを 

       活用した産業集積 

◆次世代エネルギーを 

   活かした農業活性化の推進 

【強みを活かして脅威に対応】 

⇒次世代エネルギーを活かして、

災害に対応する 

◆次世代エネルギーを活用した 

    防災拠点の防災力の強化 

◆多様なエネルギーを活用した 

      地域の防災力の強化 

⇒市民と共に次世代エネルギーの

導入を進める 

◆市民や地元企業が主体となった 

  次世代エネルギーの導入推進 

◆次世代エネルギーに 

        対する理解促進 

◆地域の次世代エネルギー 

         導入への支援 
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目指す将来像 

能代市が有する次世代エネルギーの導入ポテンシャルを最大限に活用するとともに、地

域にその恩恵を十分に還元させ、地域を活性化するためには、地元企業、市民、行政等の

主体的な取り組みと協働による「エネルギーのまちづくり」を推進する必要がある。 

また、近年頻発する大規模災害の状況を踏まえると、災害時においてもエネルギーを供

給できる地域づくりは、市民生活の安全・安心を確保することに加え、経済活動面におい

ても新たな産業創出や企業立地につながる可能性が高い。 

こうした視点から、市の将来像を次のとおり掲げ、その実現を目指すこととする。 

 

 

 

 

 

 

また、将来像を具体化したまちの姿は、以下のとおりである。 

 

地域資源の活用により地域経済と産業が活性化している 

海岸沿いや洋上などに風力発電が立ち並び、数基の市民風車も発電している。多くの

建物は、太陽光発電や地中熱ヒートポンプ、蓄電池や家庭用燃料電池を備え、バイオマ

スを活用した発電施設も稼働している。再生可能エネルギーにより作られた電気や水素

で走る、電気自動車（EV）や燃料電池自動車（FCV）を市民が利用している。 

市内に点在する発電施設や蓄電設備と家電設備がネットワークで結ばれ、地元企業が

適切に管理している。 

能代港は、北陸から北海道までの洋上風力発電の建設基地となり、ヤードで組立・試

運転が行われた部材が SEP（自己昇降式作業台船）に積み込まれ、建設地に向けて頻繁

に出港している。 

市内には、関連する部品等の工場や維持管理を行うメンテナンス事業所が立地し、新

たな雇用が創出され、経済が活性化している。 

また、農業地域においても、営農環境と調和した再生可能エネルギーが導入され、農

業生産や人々の生活を支えている。 

 

  

【将来像】 

地域資源を活かした次世代エネルギー導入により 

活力を生み出す「エネルギーのまち」 
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次世代エネルギーによるエネルギー確保で安心して生活している 

風力発電等の大規模発電設備とともに、市役所等の防災拠点施設や地域のコミュニテ

ィ施設へ再生可能エネルギー設備や蓄電池、燃料電池が設置されている。 

これらと市内に点在する再生可能エネルギーが相互に連携管理され、エネルギーコス

トが低下するとともに、非常時において最低限必要なエネルギーの確保可能なシステム

が構築され、市民や企業が安心して生活や事業活動ができる「エネルギーのまち」とし

ての魅力が高まっている。 

 

市民・事業者の主体的な取り組みを生む先進地となっている 

市民や事業者の次世代エネルギーに関する理解が深まり、家庭や事業所が再生可能エ

ネルギーや水素エネルギーの導入や利用に率先して取り組んでいる。 

地域からの出資による次世代エネルギー関連企業が生まれ、次世代エネルギーに関す

る最先端の研究・活用が行われ、こうした情報が発信されることで、他都市から注目を

浴び、企業や自治体からの問い合わせや視察が頻繁にある。 

次世代エネルギーに関する先進的な取り組みが地域の知名度を高め、市民も誇りに感

じている。 
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次世代エネルギー導入の基本方針 

基本方針１ 未来の活力向上につながる導入 

洋上での導入拡大が見込まれる風力発電関連分野や最先端の研究施設がある水素関

連分野は、今後の能代市での成長が期待されるため、これらを最大限に活用した新たな

産業の創出・育成を通じ、雇用の創出や市民所得向上を図る。 

また、農業等地域の産業との共生を図るとともに、地域振興やコミュニティの強化に

寄与する再生可能エネルギーの導入を推進する。 

 

基本方針２ 安全・安心なまちづくりにつながる導入 

災害発生時に、迅速な対応や安全な避難を可能とする環境づくりを進めるために、防

災拠点施設やコミュニティ施設へ再生可能エネルギーや蓄電池、燃料電池などの自立型

電源の導入を進める。 

また、事業継続や一定水準の市民生活が可能となるよう、分散型の発電施設や蓄電設

備、それらの適切な管理が可能なマネジメントシステムの導入を進める。 

 

基本方針３ 市民・事業者の主体的な参画と行政との協働による導入 

地域資源を活用した次世代エネルギーの導入がもたらす恩恵を地域自らが受けるた

めには、地元企業や市民に次世代エネルギーに関するビジネスを知ってもらうことや関

連する事業に参画してもらうことが重要である。 

そのため、市は次世代エネルギーに関する市民等への情報発信や啓発、次世代を担う

子どもたちへの教育等に取り組むとともに、事業資金調達時に地元企業や市民自身が参

画（出資等）しやすい仕組みや可能な限り地元企業が関与できる仕組み等、地域の幅広

い主体がメリットを享受できる事業スキームを検討する。 
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戦略 

将来像の実現に向け、次の 4つの戦略を立て、施策・事業を推進していく。 

なお、実施する事業は、前ビジョンから継続的に取り組む事業を【継続】、前ビジョンか

ら次の段階に展開し、取り組む事業を【展開】、本ビジョンに新たに位置づけて取り組む事

業を【新規】とした。 

 

【戦略Ⅰ】次世代エネルギーの先進的なまちを目指す 

能代市の地域資源を活かした再生可能エネルギーや水素エネルギーの先進的なまち

を目指す。 

今後見込まれる陸上風力発電事業・洋上風力発電事業の導入を促進するとともに、能

代港の整備促進を図り、風力発電関連産業が集積する拠点形成を推進する。 

また、JAXA 能代ロケット実験場と連携を図り、水素関連技術の実証事業の誘致を進め

るとともに、水素社会の実現に向け、普及啓発を図りながら、水素エネルギー利活用の

方向性を検討する。 

更に、分散型エネルギーの導入を推進するとともに、それらをマネジメントするシス

テムの構築を支援する。 

＜推進する施策＞ 

(1) 大規模風力発電事業の先進地化 

① 陸上風力発電事業の促進【継続】 

② 洋上風力発電事業の促進【展開】 

③ 風力発電の拠点形成の推進【新規】 

④ 送電網の強化【継続】 

(2) 水素エネルギーの活用 

① 風力発電の余剰電力を活用した水素製造等の実証事業の誘致【新規】 

② 燃料電池導入促進の検討【新規】 

(3) 分散型エネルギーシステムの構築支援 

① 民間や公共での再生可能エネルギーの導入促進【継続】 

② 新たなエネルギーシステムの研究【新規】 
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【戦略Ⅱ】地域をリードする産業の創出・活性化につなげる 

風力発電を中心とした再生可能エネルギーや水素エネルギーの導入、施工、メンテナ

ンス事業への地元企業の参画による地域産業の活性化を図るとともに、地域のエネルギ

ーコスト低減やコミュニティ強化の実現を目指す。 

また、陸上・洋上の風力発電や液体水素に関する企業の開発・研究部門や研究機関の

誘致を推進し、関連分野の研究機能の拠点化を図る。 

＜推進する施策＞ 

(1) 地域の企業・研究機関との連携による産業の創出・活性化 

① 地元企業の次世代エネルギー事業への参画促進【展開】 

② 次世代エネルギー関連産業の創出・育成【継続】 

③ 地産地消型の電力供給によるエネルギーコスト縮減の可能性検討【展開】 

④ 農業等に再生可能エネルギーを活用した地域振興の検討【新規】 

(2) 企業・研究機関の誘致 

① 洋上風力発電関連企業の誘致【新規】 

② 企業誘致につながる環境整備【新規】 

③ 液体水素の研究機能誘致【新規】 

 

【戦略Ⅲ】災害時でも活用できる電力供給システムを構築する 

災害発生により電力系統が分断されても必要な電力の供給が維持される災害に強い

まちを目指す。 

災害発生時の避難、救援、復旧に関し、重要な役割を担う防災拠点の機能喪失を防ぐ

ため、自立型の電源や熱供給システムの導入を検討する。 

また、防災拠点以外においても電力供給が可能となるよう、分散型電源の配置を促進

する。 

＜推進する施策＞ 

(1) 防災拠点における非常電源等の確保 

① 再生可能エネルギーを活用した防災拠点施設の電源確保の検討【展開】 

② 再生可能エネルギー由来の水素を活用した非常電源・熱供給システムの導入検討 

【新規】 

(2) 分散型非常電源等の検討 

① 発電事業者との連携による非常電源確保の検討【継続】 

② 再生可能エネルギーを活用した自家消費型発電設備等の導入促進【新規】 

③ 大規模発電事業への蓄電池等の併設促進【新規】  
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【戦略Ⅳ】戦略Ⅰ～Ⅲをサポートする仕組みをつくる 

戦略Ⅰ～Ⅲの実現に向け、市民、事業者及び行政が協働で支える仕組みを構築する。 

次世代エネルギーの導入効果を地域が実感できる仕組みや導入・普及に向けた支援策

を検討する。 

＜推進する施策＞ 

(1) 次世代エネルギー導入効果を高める仕組みづくり 

① 次世代エネルギー導入事業の経済的効果を地域に還元する仕組みの構築【継続】 

② 次世代エネルギー導入のシンボルとなる市民風車等の設置検討【新規】 

③ 地域貢献型の次世代エネルギー事業の検討【新規】 

(2) 人材育成につながる関連情報の収集・提供の場の構築 

① 市民・事業者を対象とした勉強会等の開催【継続】 

② 次世代エネルギー関連の技術習得機会の創出【継続】 

③ エネルギーを通じた子どもたちへの環境教育【継続】 

④ 未利用エネルギー等の情報収集【継続】 

⑤ 水素エネルギーの情報収集及び普及啓発【新規】 

(3) 行政支援制度の活用促進とニーズに応じた支援の検討 

① 各種制度の周知と制度拡充の働きかけ【継続】 

② 市独自支援の検討【継続】 
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能代市次世代エネルギービジョンの体系 

地域資源を活かした次世代エネルギー導⼊ 

将来像 

基本方針 

【戦略Ⅱ】 
地域をリードする 

産業の創出･活性化につなげる 

【戦略Ⅰ】 
次世代エネルギーの 

先進的なまちを⽬指す 

※【継続】前ビジョンから継続的に取り組む事業 

 【展開】前ビジョンから次の段階に展開し、継続的に取り組む事業 

 【新規】本ビジョンにおいて新たに位置づけ取り組む事業 

(1)地域の企業・研究機関との 
連携による産業の創出・活性化 <P92-(1)> 

①地元企業の次世代エネルギー

事業への参画促進 【展開】 <P92-①> 

②次世代エネルギー関連産業の

創出・育成 【継続】 <P93-②> 

③地産地消型の電力供給による

エネルギーコスト縮減の可能

性検討 
【展開】 <P93-③> 

④農業等に再生可能エネルギー

を活用した地域振興の検討 【新規】 <P93-④> 
   

(2)企業・研究機関の誘致 <P94-(2)> 
①洋上風力発電関連企業の誘致 【新規】 <P94-①> 

②企業誘致につながる環境整備 【新規】 <P94-②> 

③液体水素の研究機能誘致 【新規】 <P94-③> 

 

(1)⼤規模⾵⼒発電事業の先進地化 <P88-(1)> 
①陸上風力発電事業の促進 【継続】 <P88-①> 

②洋上風力発電事業の促進 【展開】 <P88-②> 

③風力発電の拠点形成の推進 【新規】 <P89-③> 

④送電網の強化 【継続】 <P89-④> 
   

(2)⽔素エネルギーの活⽤ <P90-(2)> 
①風力発電の余剰電力を活用した

水素製造等の実証事業の誘致 【新規】 <P90-①> 

②燃料電池導入促進の検討 【新規】 <P90-②> 
   

(3)分散型エネルギーシステムの構築⽀援 <P91-(3)> 
①民間や公共での再生可能エ

ネルギーの導入促進 
【継続】 <P91-①> 

②新たなエネルギーシステム

の研究 
【新規】 <P91-②> 

 

  未来の活⼒向上に 
つながる導⼊ 

方針 

1 

   地域資源の活⽤により 
地域経済と産業が活性化している 1 
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【戦略Ⅲ】 
災害時でも活⽤できる 

電⼒供給システムを構築する 

【戦略Ⅳ】 
戦略Ⅰ〜Ⅲをサポートする 

仕組みをつくる 

により活⼒を⽣み出す「エネルギーのまち」 

(1)防災拠点における 
⾮常電源等の確保 <P95-(1)> 

①再生可能エネルギーを活

用した防災拠点施設の電

源確保の検討 
【展開】 <P95-①> 

②再生可能エネルギー由来

の水素を活用した非常電

源・熱供給システムの導

入検討 

【新規】 <P95-②> 

   
(2)分散型⾮常電源等の検討 <P96-(2)> 
①発電事業者との連携によ

る非常電源確保の検討 【継続】 <P96-①> 

②再生可能エネルギーを活

用した自家消費型発電設

備等の導入促進 

【新規】 <P97-②> 

③大規模発電事業への蓄電

池等の併設促進 
【新規】 <P97-③> 

 

(1)次世代エネルギー導⼊効果を 
⾼める仕組みづくり <P98-(1)> 

①次世代エネルギー導入事業の経済

的効果を地域に還元する仕組みの

構築 
【継続】 <P98-①> 

②次世代エネルギー導入のシンボル

となる市民風車等の設置検討 【新規】 <P98-②> 

③地域貢献型の次世代エネルギー事

業の検討 
【新規】 <P98-③> 

   
(2)⼈材育成につながる関連情報の 

収集・提供の場の構築 <P99-(2)> 

①市民・事業者を対象とした勉強会

等の開催 【継続】 <P99-①> 

②次世代エネルギー関連の技術習得

機会の創出 
【継続】 <P99-②> 

③エネルギーを通じた子どもたちへ

の環境教育 
【継続】 <P99-③> 

④未利用エネルギー等の情報収集 【継続】 <P100-④> 

⑤水素エネルギーの情報収集及び普

及啓発 
【新規】 <P100-⑤> 

   

(3)⾏政⽀援制度の活⽤促進と 
ニーズに応じた⽀援の検討 <P100-(3)> 

①各種制度の周知と制度拡充の働きかけ 【継続】 <P100-①> 

②市独自支援の検討 【継続】 <P100-②> 

 

 

  安全･安⼼のまちづくりに 
つながる導⼊ 

方針 

2 
  市⺠、事業者の主体的な参画 

と⾏政との協働による導⼊ 
方針 

3 

   市⺠・事業者の主体的な 
取り組みを⽣む先進地となっている 3 

   次世代エネルギーによるエネルギー 
確保で安⼼して⽣活している 2 
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導入目標 

目標年 

本ビジョンは、おおむね 10 年先を見据え、2028 年を目標年とし、2023 年を中間目標

年と設定する。 

 

目標 

本ビジョンの実効性を高めるとともに、進捗管理を行うための、定量的な数値目標と

ともに、効果を実感するための参考値を設定する。 

目標値は検証が可能な指標を設定することとし、設備容量を設定した。 

設定した目標値と参考値は以下のとおりである。 

 

 表 5-1 目標年次における設備容量の目標値 

区分 
導入済み 

設備容量 

新規導入 

目標設備容量 
合計 設定根拠 

風
力
発
電 

陸上 62,660kW 133,000kW 195,660kW 
計画設備容量を計上 

・能代山本のうち能代市域：38 基 

洋上 0kW 293,200kW 293,200kW 

計画設備容量を計上 

・能代港港湾区域：88,200kW 

・秋田県北部：160,000kW 

・八峰能代沖：45,000kW 

太
陽
光
発
電 

10kW 

未満 
1,516kW 1,364kW 2,880kW 

2014-2018 年のトレンド推計 

※資源エネルギー庁固定価格買取制度情報公

表用ウェブサイト 

10kW 以上 

1,000kW 

未満 

2,630kW 6,500kW 9,130kW 
2014-2018 年のトレンド推計 

※資源エネルギー庁固定価格買取制度情報公

表用ウェブサイト 

1,000kW 

以上 
10,153kW 1,890kW 12,043kW FIT 認定済未設置分(2018.9)を計上 

 

 表 5-2 再生可能エネルギー導入による効果（参考値） 

区分 効果 備考 

県内経済波及効果 

(新規導入分) 
1,963.4 億円  

・風力発電 1,932.9 億円、太陽光発電 30.5 億円 

・建設費と運転維持費（15年分）を対象とし、平成 23年秋田県

産業連関表を用いて算出 

CO2 削減効果 

(全体) 
667,556 t-CO2/年  

・風力発電（638,244t-CO2/年）、太陽光発電（11,613t-CO2/年）、 

バイオマス発電（17,699t-CO2/年） 

・既設と新規導入目標の合計で算出 

再生可能エネルギー 

自給率(全体) 
85.1％  

・風力、太陽光、バイオマス発電の導入済みと新規導入目標の合

計発電量の熱量換算値（4,693,754GJ） 

・2017 年（平成 29年）の市内エネルギー需要量（5,517,414GJ）

に対する割合 

※経済波及効果は第２期秋田県新エネルギー産業戦略に基づき算定 
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図 5-1 風力発電計画区域と計画設備容量

 

※事業内容は各社環境影響評価資料に基づく。また、海域は風車設置範囲を示す。 
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 第6章  次世代エネルギー導⼊プロジェクト 

次世代エネルギービジョンに掲げた 4つの戦略に基づき、以下のとおり次世代エネル

ギー導入プロジェクトを推進する。 
 

次世代エネルギーの先進的なまちを目指す（戦略Ⅰ） 

大規模風力発電事業の先進地化 

能代市では、国内有数の風況条件の良さから、2019 年（平成 31 年）3 月末現在、7カ

所、47 基、総出力 62,660kW の陸上風力発電所が設置されている。 

この中で、2016 年（平成 28 年）12 月に営業運転を開始した市内で最大規模の「風の

松原風力発電所」（総出力 39,100kW）は、地元企業に合わせて市も出資して設立されて

いる。この事業では資金調達に市民が参画する仕組みとして、市民ファンドを導入した。 

また、能代港港湾区域内や周辺の一般海域において、洋上風力発電所の設置が計画さ

れ、環境影響評価の手続きが進められており、大規模風力発電のさらなる導入が見込ま

れている。 

本市は、風力発電の先進地域であり、引き続き導入を促進するため、北陸から北海道

にわたる海域における洋上風力発電の拠点港として能代港のインフラ整備を促進し、関

連産業の集積等、風力発電の拠点形成を目指す。 

 

【実施する事業】 

陸上風力発電事業の促進【継続】 

風力発電の先進地域である本市において、地元の企業等が主体となる取り組みや地元

に貢献すると認められる事業を促進する。 

洋上風力発電事業の促進【展開】 

環境影響評価の結果を踏まえ、影響が想定される海域の漁業関係者等との調整を図り

ながら、港湾区域内及び周辺の一般海域における洋上風力発電事業を促進する。 

図 6-1 能代港における洋上風力発電導入イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：秋田港・能代港再生可能エネルギー導入検討協議会報告書（秋田県） 
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風力発電の拠点形成の推進【新規】 

風力発電の新設・リプレースを見据えながら、能代港の洋上風力発電の建設・メンテ

ナンス拠点としての港湾整備・機能強化を促進するとともに、関連産業の集積や地元企

業の育成を推進し、風力発電の拠点形成を目指す。 

図 6-2 能代港の拠点化イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：能代港ビジョンのお知らせ版（2019 年 2 月） 

送電網の強化【継続】 

発電事業者の費用負担による現在の系統増強策では、市場形成の規模が限定的となり、

本地域のポテンシャルを十分に発揮できないことから、系統増強に係る事業者負担のあ

り方を見直すとともに、国の責任において基幹送電網を整備し、接続容量の増加につな

げるよう働きかける。 
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水素エネルギーの活用 

2017 年（平成 29 年）12 月に、我が国におけるエネルギーの安全保障確保と温室効果

ガスの削減に向け、「水素基本戦略」が策定され、世界に先駆けて水素社会を見据えた、

様々な事業が進められている。また、接続制約・出力変動の課題がある中、今後のさら

なる再生可能エネルギー利用の拡大のため、電力を水素として貯蔵するPower-to-gas技

術が重要とされている。 

本市は、全国的にも風況に恵まれた風力発電の適地であり、また、市内には、国内唯

一の国際的にも稀有な液体水素の試験装置を有している JAXA 能代ロケット実験場が立

地し、先進的な実験・研究が行われている。 

この優位性を活かし、JAXA 能代ロケット実験場と連携を図りながら、風力発電等の再

生可能エネルギーを活用した水素の製造・貯蔵の可能性を研究するとともに、家庭等に

おける大幅な CO２排出削減が期待できる燃料電池の普及啓発等を促進する。 

 

 

【実施する事業】 

風力発電の余剰電力を活用した水素製造等の実証事業の誘致【新規】 

発電事業者、研究施設、地元企業等と連携しながら、市内の陸上・洋上風力発電の余

剰電力を活用した CO２フリー水素製造に関する実証事業の誘致を推進する。 

 

燃料電池導入促進の検討【新規】 

水素社会の実現に向け、家庭用燃料電池システム（エネファーム等）や業務・産業用

の燃料電池システムについて、関連技術の開発動向を注視しながら、導入促進に向けた

取り組みを検討する。 

図 6-3 家庭用燃料電池システムの仕組み 

 

出典：NEDO 水素エネルギー白書（NEDO） 
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分散型エネルギーシステムの構築支援 

我が国のエネルギー政策の基本的な方向性を示す「エネルギー基本計画」（2018 年（平

成 30 年）7月）では、「安全性」「安定性」「経済効率性の向上」「環境への適合」を基本

方針に掲げ、2030 年のエネルギー像を示し、エネルギーミックスの確実な実現に向けた

重要な要素のひとつとして、分散型エネルギーシステムの構築を位置付けている。 

一方、市内の民間住宅や事業所等では、風力や太陽光、木質バイオマスなど、地域特

性に応じたエネルギーシステムが導入されている。 

引き続き、こうした再生可能エネルギーの導入を促進するとともに、社会情勢や技術

開発動向を踏まえながら、市内の再生可能エネルギー施設を活用したエネルギーマネジ

メントシステム導入の可能性について検討する。 

 

【実施する事業】 

民間や公共での再生可能エネルギーの導入促進【継続】 

民間住宅や事業所等への太陽光や木質バイオマス等、再生可能エネルギーの導入を促

進する。 

市では、防災拠点・避難施設となる市内の全ての小中学校、二ツ井町庁舎及び文化会

館に太陽光発電設備と蓄電池を配置しているが、公共施設等の新設にあたっては、再生

可能エネルギーの導入を検討する。 

 

新たなエネルギーシステムの研究【新規】 

技術開発やエネルギー市場の動向把握に努め、市内に点在する再生可能エネルギー発

電施設と蓄電池や電気自動車（EV）などを組み合わせたエネルギーの地産地消と有効活

用を可能とするマネジメントシステムなどの新たな仕組みの導入可能性について研究

する。 

図 6-4 新たなエネルギーシステムのイメージ 

 

出典：平成 30 年度資源・エネルギー関係概算要求の概要（経済産業省） 
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地域をリードする産業の創出・活性化につなげる（戦略Ⅱ） 

地域の企業・研究機関との連携による産業の創出・活性化 

本市では、風力発電を中心とした再生可能エネルギーの導入が進んでおり、株式会社

日立パワーソリューションズが東北地域の風力発電のメンテナンス拠点を設置したほ

か、風の松原風力発電所が資金調達に市民ファンドを導入するなどしているが、さらに

市民が恩恵を受け、地域の活性化につながる施策が求められている。 

今後、洋上風力発電等の新たな事業を通じて、地域の活性化につながる施策を展開す

るとともに、地産地消によるエネルギーコストの縮減や農林業と調和した地域振興に資

する再生可能エネルギーの導入・活用について検討する。 

 

【実施する事業】 

地元企業の次世代エネルギー事業への参画促進【展開】 

本市では、地元企業、市が出資した「風の松原自然エネルギー株式会社」が風力発電

事業を展開している。 

今後も、新たな再生可能エネルギー事業が想定されることから、地元企業に対し、事

業計画や資金調達に関する情報を提供するとともに、企業相互の連携を深め、次世代エ

ネルギー事業への参画を促進する。 

また、水素社会の実現に向け、水素ステーションについて、公用車への燃料電池自動

車（FCV）の先導的な導入を検討するなど、地元事業者と行政が一体となって検討を進め

る。 

図 6-5 地元企業９社と能代市が出資した風の松原風力発電所 

 

 

 

 

 

 

出典：風の松原自然エネルギー株式会社提供 

図 6-6 水素ステーション（左：定置式、右：移動式） 

 

 

 

 

 

 

出典：NEDO ホームページ 
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次世代エネルギー関連産業の創出・育成【継続】 

本市では、陸上風力発電施設や洋上風力発電施設の建設をはじめ、発電施設の維持管

理、既存の風力発電のリプレース、水素社会の実現に向けた取り組みの進展が想定され、

これらに関連したビジネスチャンスが高まることが期待される。 

そのため、地元企業の次世代エネルギー関連分野への参画を促進するため、活用可能

な支援に関する情報提供や人材育成支援に加え、県外企業や研究機関とのマッチング機

会を創出し、施工やメンテナンスのほか、関連設備や部品の製造など、新規分野への進

出を促進する。 

 

地産地消型の電力供給によるエネルギーコスト縮減の可能性検討【展開】 

発電設備や関連設備、エネルギーマネジメントシステムなどの技術革新のほか、国の

新たな補助制度創設等の再生可能エネルギーを取り巻く状況の変化を踏まえながら、市

内で発電した再生可能エネルギーを市内で活用することで、市民や事業者のエネルギー

コストを縮減させる仕組みについて検討する。 

図 6-7 地産地消型のエネルギーシステムのイメージ 

 

出典：平成 30 年度資源・エネルギー関係概算要求の概要（経済産業省） 

 

農業等に再生可能エネルギーを活用した地域振興の検討【新規】 

農山村地域への再生可能エネルギーの導入にあたっては、農山漁村再生可能エネルギ

ー法に基づき、農林業との調和を図りながら、経営の安定化等関連産業の活性化につな

がる仕組みを検討する。 
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企業・研究機関の誘致 

本市沖をはじめとした国内最先端の大規模洋上風力発電の事業化を契機に、能代港及

びその周辺において、北陸から北海道にわたる洋上風力発電の建設及びメンテナンスの

拠点化を推進することで、関連産業の集積を図る。 

また、企業が使用するエネルギーを再生可能エネルギーへ転換する動きを見据えなが

ら、再生可能エネルギーを活用したエネルギーコスト縮減等の方策を検討し、企業誘致

を進める。 

JAXA 能代ロケット実験場の先進的な研究機能を活かし、水素関連研究機関の誘致を促

進するとともに、地元企業の関連分野への進出を支援することにより産業の活性化を図

る。 

 

【実施する事業】 

洋上風力発電関連企業の誘致【新規】 

能代港を中心とした洋上風力発電の拠点化に向け、港湾整備を促進するとともに、能

代港周辺地域において、事業用地等の基盤を整備し、地元企業とも連携しながら風力発

電関連企業の誘致を推進する。 

 

企業誘致につながる環境整備【新規】 

事業運営を 100％再生可能エネルギーで賄うことを目標に掲げる RE100 へ加盟する企

業の増加をはじめ、地球温暖化対策等の環境にも配慮した企業に投資する ESG 投資の動

向等を見据え、風力発電等を活用した地産地消によるエネルギーコストを縮減する仕組

みを検討しながら、企業誘致につながる環境整備を進める。 

 

液体水素の研究機能誘致【新規】 

JAXA 能代ロケット実験場と連携しながら、関連企業との情報交換や交流機会を積極的

に創出し、液体水素等の研究機能の誘致を推進する。 

図 6-8 JAXA 能代ロケット実験場における実験 

  
出典：能代ロケット実験場リーフレット（JAXA） 
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災害時でも活用できる電力供給システムを構築する（戦略Ⅲ） 

防災拠点における非常電源等の確保 

災害発生時に防災拠点が機能を充分に発揮するために必要となる非常電源の確保に

ついて、再生可能エネルギーや蓄電池、燃料電池、電気自動車（EV）、燃料電池自動車

（FCV）等の活用を検討する。 

 

【実施する事業】 

再生可能エネルギーを活用した防災拠点施設の電源確保の検討【展開】 

防災拠点施設（公共施設）において、非常時でも最低限の電力を供給することができ

る再生可能エネルギーと蓄電池を組み合わせたシステム構築を検討する。 

また、エネルギー供給源として、風の松原風力発電所の蓄電設備とあわせ、電気自動

車（EV）やプラグインハイブリッド車（PHV）、燃料電池自動車（FCV）等の活用について、

効率的な運用方法等を検討する。 

図 6-9 燃料電池バスを使った災害時の電源供給イメージ 

 
出典：トヨタ自動車株式会社ホームページ 

 

再生可能エネルギー由来の水素を活用した非常電源・熱供給システムの導入検討 

【新規】 

将来的な水素社会の実現を見据え、

個々の防災拠点施設の特性を踏まえた

上で、再生可能エネルギー由来の水素を

製造・貯蔵し、非常時の電源と熱の供給

が可能なシステムの導入について検討

する。 

 

 

 

 

図 6-10 給湯可能な燃料電池システム（例） 
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分散型非常電源等の検討 

災害発生時など、電力系統が分断された場合においても、非常電源等の確保が可能と

なるよう、再生可能エネルギー、蓄電池及び燃料電池の活用を検討する。 

 

【実施する事業】 

発電事業者との連携による非常電源確保の検討【継続】 

風力発電施設等が発電した電力について、非常時に防災拠点施設や病院などへの供給

を可能とするため、発電事業者と連携しながら、システム構築や必要な設備の整備等に

係る費用負担のあり方について検討する。（風の松原自然エネルギー株式会社においては、

連系変電所までの独立電源システムを確立済） 

 

図 6-11 風の松原発電所の防災拠点への電力供給イメージ 

 
出典：風の松原自然エネルギー株式会社提供 
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再生可能エネルギーを活用した自家消費型発電設備等の導入促進【新規】 

民間住宅や事業所等において、非常時でも電力供給が可能な再生可能エネルギーを活

用した発電システムの導入等を促進する。 

民間住宅では、太陽光発電システムや蓄電池、電気自動車（EV）やプラグインハイブ

リッド車（PHV）等の電力供給設備と家電や住宅機器等の設備をコントロールすること

で、エネルギー需給をマネジメントする「スマートハウス」の導入支援を検討する。 

また、事業所等が有する比較的大規模な自家消費用発電設備等について、災害が発生

した際の活用可能性について検討する。 

図 6-12 スマートハウスのイメージ 

 
出典：北海道電力株式会社ホームページ 

 

大規模発電事業への蓄電池等の併設促進【新規】 

北海道胆振東部地震の際に、再生可能エネルギーを電源として活用できなかったこと

から、今後計画される大規模発電事業に対して、災害時に安定供給を可能とする蓄電池

設備の併設を促進する。 

図 6-13 風の松原風力発電所の蓄電池施設 

 
出典：風の松原自然エネルギー株式会社提供 
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戦略Ⅰ～Ⅲをサポートする仕組みをつくる（戦略Ⅳ） 

次世代エネルギー導入効果を高める仕組みづくり 

市民が次世代エネルギー事業の導入効果をより実感できるようにするため、導入がも

たらす様々な効果を市民等に還元する仕組みを検討する。 

 

【実施する事業】 

次世代エネルギー導入事業の経済的効果を地域に還元する仕組みの構築【継続】 

次世代エネルギーの導入による経済的効果を地域に還元するため、資金調達において

市民から出資を募る市民ファンドの活用を促進するほか、ふるさと融資の活用について

も検討する。 

 

次世代エネルギー導入のシンボルとなる市民風車等の設置検討【新規】 

次世代エネルギー事業のさらなる導入を促すため、市民が身近に感じ、市民が主体と

なった市民風車等の可能性について、発電事業者等と連携しながら検討する。 

 

地域貢献型の次世代エネルギー事業の検討【新規】 

次世代エネルギー事業を継続的に展開するためには、地域の理解を得ながら進める必

要があり、地域の幅広い主体がメリットを享受できる環境整備が重要である。 

そのため、事業主体、資金、関連事業への地域の参画を促進するとともに、事業主体

の協力を得ながら、事業効果を継続的に地域に還元する地域貢献型の事業スキームを検

討する。 
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人材育成につながる関連情報の収集・提供の場の構築 

次世代エネルギーの導入・普及を進め、産業振興を図る上で必要な次世代エネルギー

に関する技術、知識を有する人材を育成するため、関連情報の収集を進めるとともに、

提供の場を設ける。 

 

【実施する事業】 

市民・事業者を対象とした勉強会等の開催【継続】 

地元企業や市民が次世代エネルギーに関連するビジネスを知り、自らが参画する機運

を高めるため、勉強会等を開催する。 

 

次世代エネルギー関連の技術習得機会の創出【継続】 

再生可能エネルギーや水素エネルギー関連の設備は、設置の際の土木・建設工事や定

期的な整備・保守が必要となる。 

そのため、研究機関や地元の高校・企業等と連携しながら、関連産業（製造業、建設

業、電気業、メンテナンス業等）の人材育成を目的として、技術や知識の習得機会を創

出する。 

図 6-14 株式会社日立パワーソリューションズ能代トレーニングセンタ 

  
出典：日立グループホームページ 

エネルギーを通じた子どもたちへの環境教育【継続】 

本市には、石炭火力発電、風力発電、太

陽光発電、バイオマス発電といった大型

のエネルギー関連施設が存在し、それら

を実際に見て、触れて、実感し、学べる環

境が整っており、資源エネルギー庁の次

世代エネルギーパークに認定されている。 

また、昨今、環境教育の重要性が高まっ

ており、小中学校の社会見学や修学旅行

等に活用できるよう、情報を発信する体

制を整備する。 

図 6-15 グローバルウインドデイ in 能代 
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未利用エネルギー等の情報収集【継続】 

本市において、まだ十分に活用されていない地中熱や雪氷冷熱、研究・実証段階のメ

タンハイドレートや波力発電、海洋温度差発電等の未利用エネルギーについて、今後の

技術開発等の動向を注視しながら、情報の収集と提供に努めるとともに、導入可能性等

について検討する。 

 

水素エネルギーの情報収集及び普及啓発【新規】 

水素社会の実現に向け、JAXA 能代ロケット実験場との連携のもと、情報収集体制の強

化に努め、市民への広報に積極的に取り組む。 

また、平成 30 年から市内で開始されている都市ガスに水素を混合し、従来のガス機

器で利用する実証事業について、事業主体と連携しながら、市民の見学会等を実施して

水素エネルギーに対する理解を深める。 

 

行政支援制度の活用促進とニーズに応じた支援の検討 

次世代エネルギー関連の設備の導入にあたっては、高額な設備投資が普及促進を阻む

ひとつの要素となっている。 

アンケート調査において、市民、事業者から助成制度を求める声が大きく、財政的な

支援が必要となることも想定されることから、設備に関する技術開発等の動向を注視し

ながら、既存の支援制度の活用促進とあわせて、新たなニーズに対応できる、新たな支

援制度の必要性について検討する。 

 

【実施する事業】 

各種制度の周知と制度拡充の働きかけ【継続】 

次世代エネルギーの導入に伴う設備投資等に活用可能な国・県の各種助成制度等の活

用・周知を図るとともに、地元事業者のニーズに対応した運用の見直しや新たな制度創

設について、関係機関に働きかける。 

 

市独自支援の検討【継続】 

地元企業が主体となり、次世代エネルギーに関する事業を実施する場合における関係

機関との連絡・調整などを支援するとともに、事業の先導性や地域貢献の度合いなどを

勘案した上で、事業資金に関する支援のあり方を検討する。 

また、関連産業の人材育成を推進するため、資格取得に対する支援制度を検討する。 
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 第7章  ⽔素エネルギーの利活⽤に向けた将来像 

水素エネルギーについて、国の動向等を踏まえるとともに、今後の発展性を考慮し、

長期的な視点で本市における利活用の方向性を示す。 

 

背景と動向 

趣旨 

国においては、2014 年に「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を策定し、水素の利活

用の拡大が、大幅な省エネルギー、エネルギーセキュリティの向上、環境負荷低減に大

きく貢献する可能性があるとして、水素社会の実現に向けた取り組みを推進している。

水素は、炭素分を含まないため、燃焼時に二酸化炭素（CO２）を排出せず、エネルギーキ

ャリアとして再生可能エネルギー等を貯め、運び、利用することができる特性（貯蔵性、

可搬性、柔軟性）を有するなど、エネルギー資源の乏しい我が国にとって、エネルギー

の安全保障と地球温暖化対策の切り札とも言われている。 

本市は、国内有数の風況条件の良さから風力発電設備が集積、さらに拡大が見込まれ

ている。また、市内には JAXA 能代ロケット実験場があり、液体水素を活用した研究開発

拠点として最先端の技術を有している。 

このような優位性を活かして、地元企業の水素関連分野への参入や水素関連産業の誘

致による産業振興、水素エネルギーの利活用促進による環境負荷の小さいまちづくりの

推進など、今後の取り組みの方向性を示す。 

 

水素の有用性 

水素は、無色・無臭で、地球上で最も軽い気体であり、水のように他の元素との化合

物として大量に存在する。また、石油、石炭、天然ガスといった化石燃料や、アルミニ

ウムの廃棄物等のほか、水の電気分解（水電解）でも生成できることから、これに用い

る電力を再生可能エネルギーで賄うことにより、エネルギー自給率の向上につながるほ

か、高圧や液化などにより体積を大幅に圧縮しての輸送、他の物質との化合物への変換、

長期間保存が可能といった特性を有している。 

水素は、石油精製プロセスなど工業原料として古くから利用されてきたが、現在は、

燃料電池自動車（FCV）・燃料電池フォークリフト（FC フォークリフト）・船舶・鉄道等

といった運輸分野に加え、家庭・業務分野でも定置式燃料電池を介した電気や熱として

も利用されている。将来的には、水素発電やジェット飛行機の燃料として大量に利用さ

れることも期待されており、多様なエネルギー消費分野に対応できる可能性がある。 

さらに、利用段階では水しか排出されず、燃料電池に用いることで電気と熱の両方を

利用できることから、高効率な上に、クリーンで貯蔵性・可搬性・柔軟性に優れている。 
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このように、社会の様々なセクターで水素を利用することによって、エネルギーの安

定供給、経済効率性や安全性の向上、環境への適合のほか、国際市場の開拓も期待され

ている。 

 

図 7-1 水素の製造、輸送・貯蔵、利用方法 

 
出典：水素の製造、輸送・貯蔵について（資源エネルギー庁 2014.4）を改変 

 

水素に関わる国際動向 

水素エネルギーの研究開発や実用化は、欧州や米国をはじめとする多くの国において

進められている。 

米国では、2002 年から政府が本格的な開発支援を開始しており、水素利用に関する中

心的組織であるエネルギー省のほか、運輸省や国防総省にも資金を投入するなど、横断

的かつ総合発展的な取り組みが進められている。 

また、環境規制の厳しいカリフォルニア州では、燃料電池自動車（FCV）の普及と水素

ステーションの整備が進められている。2017 年 11 月時点では、営業中の水素ステーシ

ョンが 31 箇所（計画中・工事中のものが 33 箇所）あり、FCV の販売台数は 3,000 台を

突破した。州の助成を得て設置される水素ステーションは、供給する水素の 33％を再生

可能エネルギー由来とすることが定められ、2009 年からは自動車メーカーに二酸化炭素

を排出しない自動車の販売を一定割合義務付けるゼロエミッションビークル規制を導

入し、FCV の普及を後押ししている。 

欧州では、特にドイツにおいて戦略的な計画が進められており、同国の H2-Mobility 

Action Plan では、2023 年までに大都市圏とそれを繋ぐ高速道路を中心に、90km 間隔内

に 400 箇所の水素ステーションを整備する計画としている。そのほか、フランス、デン

マーク、ノルウェー、スウェーデン等でも水素ステーションの導入が進んでいる。 

国際組織の取り組みとしては、2017 年 1 月の世界経済フォーラム（ダボス会議）で、

世界有数の自動車メーカーやエネルギー関連企業によって水素協議会（Hydrogen 

Council）が設立されている。同協議会では、2017 年に水素市場の拡大についての報告
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書（Hydrogen Scaling UP）を公表しており、FCV や燃料電池トラック（FC トラック）等

の輸送利用や水素発電等の電力利用によって、2050 年には水素が世界のエネルギーの 2

割を占める可能性があることが報告されている。 

さらに、2018 年 10 月には、水素エネルギーの利用拡大に向けた方策を議論する水素

閣僚会議が東京都で開催され、FCV など関連技術で協調し、規制や企画を調和させる方

針を掲げた東京宣言をとりまとめた。 

このように様々な国や国際組織において、水素の注目度は高まりつつあり、様々な取

り組みが進められている。 

 

図 7-2 水素利用に関するインフラ整備の進む国々 図 7-3 ドイツ水素ステーション 

行動計画 

 

 
出典:California Fuel Cell Partnership HP（https://cafcp.org/） 出典:Towards sustainable energy systems 

 

水素に関わる国内動向 

2014 年（平成 26 年）4 月に閣議決定された第四次エネルギー基本計画において、水

素社会の実現に向けた制度やインフラを戦略的に整備することが示された。 

同年 6月には、「水素・燃料電池戦略ロードマップ」が公表され、水素社会の実現に向

けて、「水素利用の飛躍的拡大」、「水素発電の本格導入／大規模な水素供給システムの

確立」、「トータルでの CO２フリー水素供給システムの確立」の 3 つのステップで産学官

の取り組みを進めるとしている。 

その後、2016 年（平成 28 年）3 月には、「水素・燃料電池戦略ロードマップ改訂版」

が公表され、家庭用燃料電池の価格目標や燃料電池自動車（FCV）の普及目標、水素ステ

ーションの整備目標とともに、具体的な取り組みが示された。 

また、2017 年（平成 29 年）12 月には、2050 年を見据え、将来目指すべき姿とその実

現に向けた 2030 年までの行動計画を示した「水素基本戦略」が閣議決定され、官民が一

体となった水素社会実現に向けた取り組みが進められている。 
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図 7-4 水素社会実現に向けた対応の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：水素・燃料電池戦略ロードマップ改訂版〔概要版〕（経済産業省） 

 

図 7-5 水素基本戦略のシナリオ（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：水素基本戦略（概要）（経済産業省） 

 

モビリティでの水素利用については、FCV と水素ステーションの普及が推進されてお

り、全国の FCV の保有台数は、2014 年度（平成 26 年度）末に 155 台であったものが、

2017 年度（平成 29 年度）末には、2,449 台となっている。 
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水素ステーションは、全国で 102 箇所（2018 年 10 月末現在）が稼働しており、自動

車メーカーやインフラ事業者、金融投資家等が参画し 2018 年（平成 30 年）2 月に設立

した、日本水素ステーションネットワーク合同会社（JHyM）を中心に整備が進められて

いる。 

家庭用燃料電池であるエネファームは、年間販売台数が増加傾向にあり、2009 年（平

成 21 年）以降の累積販売台数が 257,339 台（2017 年度末）となっている。 

発電利用では、水素混焼発電の実証や大型水素発電向け専焼バーナーの開発などに取

り組まれている。 

一方、供給面では、福島県において再生可能エネルギー由来水素の大規模製造実証プ

ロジェクトが進められているほか、オーストラリアやブルネイと連携した国際水素サプ

ライチェーンの実証運転が計画されている。 

 

図 7-6 水素基本戦略に基づく主な取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：省エネルギー・水素・再生可能エネルギー政策の検討の状況について（H30.3 資源エネルギー庁） 
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取り組みの方向性 

水素研究の拠点化 

将来の水素社会の到来を見据え、常温で存在する気体よりも大量輸送・保存が可能で

ある液体水素の利活用や供給に向けた研究の拠点化を目指す。 

具体的には、JAXA 能代ロケット実験場が有する極低温・高圧の液体水素実験設備を活

用しながら、企業との協働研究等を促進するとともに、将来的な液体水素の研究拠点化

を目指す。 

 

再生可能エネルギー由来の水素製造と地域での利用 

風力発電を最大限に活用し、系統に接続できない余剰電力などを用いた水電解装置に

よる CO２フリー水素の製造の実証事業等を誘致するとともに、製造した水素の市内での

利活用の方向性を検討する。 

 

水素を利活用する産業の立地・育成 

上記（1）（2）に関連する企業の集積を進めるため、県内・市内企業の水素関連分野へ

の参入促進や関連産業の誘致による産業振興を図る。 

 

 

取り組みの方向性に基づく構想 

水素研究の拠点化 

液体水素サプライチェーンの商業化に向けた基礎研究の促進 

JAXA 能代ロケット実験場における極低温・高圧の液体水素実験設備などを活用した、

液体水素ベースの供給インフラ（バルブや継手など）に関する企業などとの協働での研

究等を促進する。 

 

液体水素関連の研究拠点形成 

JAXA 能代ロケット実験場と連携しながら、周辺地区等での液体水素や再生可能エネル

ギーの余剰電力により製造した水素を利用する実験施設及びその付属施設からなる研

究拠点化について検討する。 
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再生可能エネルギー由来の水素製造と地域での利用 

再生可能エネルギー由来水素製造の実証実験の誘致 

風力発電所の系統に接続できない余剰電力などを活用した水素製造の実証事業の誘

致に取り組む。 

 

市民の目に見える水素エネルギーの導入 

水素エネルギーの利活用を拡大していくため、市民の目に見える形として、水素ステ

ーション、市内巡回 FC バス、公用車の燃料電池自動車（FCV）の導入を進める。さらに、

民間の FCV の普及に対応した水素ステーション設置や都市間高速 FC バスの採用、FC 電

車の導入について関係機関等への働きかけを検討する。 

 

水素が地域内でつくられ、巡り、活用されるクリーンなまちづくり 

風力発電所で得られる電力を活用して CO２フリー水素を製造し、都市ガス網や水素カ

ードル等で運搬・貯蔵し、市内の一般家庭や商業施設などで広く利活用していく水素サ

プライチェーンの構築について JAXA 能代ロケット実験場と連携して検討を進める。 

 

水素を利活用する産業の立地・育成 

地場産業を活かした水素関連産業の育成支援 

水素製造設備や液体水素の供給インフラのメンテナンス事業所及び部品工場の立地

に向け、地元企業の関連分野への参入や人材の育成等に対する支援を検討する。 

 

水素関連産業の集積 

水素関連産業の集積に向け、JAXA 能代ロケット実験場と連携しながら、液体水素に関

連する企業を幅広く誘致し、雇用創出につなげ、地域産業の振興を図る。 
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未来の姿 

能代港の液体水素輸入港としての利活用促進及び再生可能エネルギー由来の

水素供給基地港の実現 

HySTRA（褐炭を利用した CO２フリー水素サプライチェーン構築を進める企業団）が中

心となり、オーストラリアの未利用資源である褐炭から水素を製造し、液化して日本に

輸送、神戸空港島の液体水素貯蔵タンクに揚荷され、様々な用途に利用する実証事業が

進められている。これは、海外の褐炭を利用した水素の製造、輸送・貯蔵、利用からな

るCO２フリー水素サプライチェーンを構築し、2030年頃の商用化を目指したものである。 

低価格の褐炭を原料とし、CCS 技術（二酸化炭素回収・貯留技術）と組み合わせるこ

とにより、CO２フリーの水素製造費用を大幅に低減できる可能性があることから、水素

の普及を後押しする仕組みとして期待されている。 

本市は、大型液体水素運搬船の受け入れの可能性を持つ能代港を有していることに加

え、大口需要家となる水素発電所の立地も期待できる。水素発電所や水素タウン、スペ

ースポートなど将来的な水素需要量の増大も見据え、長期的視点で液体水素輸入港とし

ての整備、液体水素の大量消費の実現を目指す。 

また、国の水素基本戦略では、再生可能エネルギーの供給過剰分を水素として貯蔵す

る Power-to-gas システムの商用化、さらに将来には輸入水素並みに再生可能エネルギ

ー由来水素のコスト低減を目指すとしている。これが実現すれば、本地域において、風

力発電等の再生可能エネルギーにより製造した水素を貯蔵し、国内外に供給する基地化

が期待できることから、水電解コスト等の動向を注視しつつ、関連の実証事業等の誘致

を進める。 

 

図 7-7 HySTRA による液体水素サプライチェーンの実証事業 

 
液体水素運搬船 

 
神戸空港島・液体水素貯蔵タンク 

 出典：HySTRA ホームページ（http://www.hystra.or.jp/project/#chain02） 
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水素発電所の誘致 

水素発電とは、水素そのものを空気中の酸素との化学反応により燃焼させ、そのエネ

ルギーでタービンを回して電気を取り出す仕組みである。水素と LNG、水素から製造し

たアンモニアと石炭というように、他の燃料との「混焼」も可能である。我が国では、

2017 年（平成 29 年）12 月に神戸市に水素発電試験プラントが完成し、2018 年（平成 30

年）2月から本格的な実証実験が開始されている。 

水素発電所の導入には、水素専焼発電に必要な機器の開発だけでなく、燃料となる水

素を大量かつ安価に安定的に入手することが必要となる。 

JAXA 能代ロケット実験場と連携した液体水素サプライチェーンの構築に向けた基礎

研究を促進するとともに、大量の水素の輸送、貯蔵、発電に必要な機器等の開発動向を

注視し、水素タウンの具現化を検討しながら、海外からの水素輸入に伴う価格の見通し

も踏まえて、水素発電所の誘致活動を展開する。 

図 7-8 燃料電池発電と水素発電の仕組みの違い 

＜燃料電池発電＞ 

 
 

水素と酸素の化学反応から 
直接電力を取り出す。 

＜水素発電（ガスタービン発電）＞ 

 

「水素」または「水素＋他の燃料」をガスター

ビンにて燃焼させ回転力を得て、発電機を駆動

させて発電する。 

出典：水素発電について（H26.3.26 資源エネルギー庁）をもとに作成     

図 7-9 水素発電試験プラント 

 
出典：NEDO ホームページ（https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_100883.html） 
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水素タウンの実現 

風力発電を主体とした再生可能エネルギーの余剰電力を活用し、CO２フリー水素を製

造するとともに、貯蔵・輸送・利用のサプライチェーンを構築し、市民が日常的に水素

を利用する先進的なまちを目指す。 

 

表 7-1 水素タウンのサプライチェーン 

製造 

調達 

・風力発電の余剰電力を活用し、水電解装置により製造 

・海外から安価な液体水素を能代港に輸入 

貯蔵 

輸送 

・能代港の液体水素貯蔵タンクに貯蔵 

・液体水素ローリーにより大量・安価に利用先へ輸送 

・超伝導直流ケーブルを用いて電力と水素を同時に輸送 

供給 ・定置式水素ステーションを導入し、市民などの利用者に供給 

※従来方式よりもコストが安価で充てん能力の高い「液体水素ポンプ昇圧型圧縮

水素スタンド」を採用 

利用 ・公用車やバスなど、公共性の高いものから順次 FC 化 

・安定・安価な供給が可能となれば、一般車両や社有車の FC 化を促進 

・一般家庭への純水素型燃料電池の普及 

・超小型燃料電池を搭載した FC 自転車や車椅子などを普及 

 

図 7-10 水素タウンのイメージ 

 

出典：水素社会構築に向けた液体水素利用シンポジウム 講演資料集より 
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スペースポート（宇宙港）の誘致 

2016 年（平成 28 年）に「宇宙活動法（人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関

する法律）」が施行され、国内での民間事業者によるロケットの打上げが可能となった。

ロケットに縁が深い本市に、有人宇宙輸送サービスを提供するスペースポート（宇宙港）

を建設することは意義深く、地域活性化にも大きく寄与することが期待される。 

スペースポートの誘致には、広大な土地とともに、燃料として用いる液体水素が安価

で大量に手に入る環境を整えることが重要であり、能代港が液体水素の受入港となれば、

大きな追い風になると考えられる。 

スペースポートは民間事業者の運用になると想定されること、有人宇宙輸送サービス

の事業化には相当期間が必要と考えられることから、まずは液体水素輸入港としての選

定を目指し、その実現後に 2030 年代前半から誘致活動を開始、2040 年代前半で着工、

同年代後半からの運用開始を想定する。 

 

コラム 世界初の⺠間宇宙港「Spaceport America」 
 米国では商業宇宙港が既に 9 箇所開設され、計画中のものも 10 箇所ある。このうち、ニ

ューメキシコ州に建設された世界初の民間宇宙港「Spaceport America」は、将来に対する

投資として州税を投入し、2011 年 10 月には落成式が行われている。 

 標高 1,400ｍに位置し、1年のうち 300 日以上が晴天で、最適なロケーションとされてい

る。敷地面積は約 73km2あり、成田空港の約 7倍の広さを有している。 

 

  
出典）（株）クラブツーリズム・スペースツアーズ ホームページ（https://www.club-t.com/space/spaceport.htm）  
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能代市水素エネルギーロードマップ 

 

 

  
2020 年 2030 年 2025 年 

・エネファーム自立化 

・ハイブリッド車と同等以

下の水素価格実現 

・自家発電用 

水素発電本格導入 

・FCV 4 万台程度 

・水素ステーション（ST） 

160 箇所程度 

・ 再 エ ネ 由 来 水 素 ST 

100 箇所程度 

・水素価格 30 円/Nm3 

（海外） 
・海外での未利用再エネ

由来水素の製造、輸

送･貯蔵の本格化 

・発電事業用 

水素発電本格導入 

・FCV 20 万台程度 

・水素 ST 320 箇所程度 

→2020 年代後半に自立化 

・FCV 80 万台程度 

・水素 ST 900 箇所程度 

・純水素型燃料電池の

住宅、商業施設への導

入開始 

・公共施設に水素を活用し

た非常時電源供給システ

ム導入 

・市内の再エネ由来水素

の製造実証 

・市内再エネ由来水素の

液化と利用のサプライ

チェーンの実証研究誘

致と実施 

・水素発電所誘致活動

の展開 

・海外の未利用エネ由来

水素輸入港の誘致 

・定置式水素 ST の立地 

・市で FCV の利用開始 
・市街地巡回FCバス導入 

・液体水素サプライチェ

ーンの商業化に向けた

基礎研究の実施（＠ロ

ケット実験場） 

・JAXA 能代ロケット実験場

を中心とした研究拠点化

の実現 

能代市での洋上風力発電導入拡大 

国
の
水
素
・
燃
料
電
池
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ 

能
代
市
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ 



- 113 - 

 

 

 

 

 

2040 年 2035 年 

・CO2フリー水素の製造、

輸送･貯蔵の本格化 

（CCS・再エネ活用） 

・市内再エネ余剰電力を

活用した地産地消型

CO2 フリー水素サプライ

チェーンの実現 

・公共交通機関への 

FC バス導入 

(ex.秋田-能代間高速バス) 

・FC 電車（五能線）導入 

能代市での陸上・洋上風力発電リプレース 

【未来の姿】 

・液体水素輸入港「能代港」の利活用促進 

・再生可能エネルギー由来の水素供給基地港の実現 

・水素発電所の誘致 

・水素タウンの実現 

・スペースポート誘致 
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 第8章  推進体制とスケジュール 

事業推進体制の構築 

次世代エネルギー事業の効果は産業面のほか、環境、教育等、まちづくり全体に及ぶこ

とから、その推進にあたっては、庁内で横断的に進めていくことはもとより、市民や事業

者の主体的な参画のもと、国や秋田県のほか、秋田大学、秋田県立大学、JAXA 能代ロケッ

ト実験場など、関係者が一体となって取り組むことが重要である。 

そのため、庁内の連絡・調整に留意するとともに、産学官金により構成される「能代市

次世代エネルギー研究会」からの意見・提言を受けながら、次世代エネルギー事業を推進

する。 

次世代エネルギー関連施策はこうした体制のもと、本ビジョンに基づき推進していくこ

ととし、次世代エネルギーに関する技術開発の進展や関連制度の変化、社会経済状況の変

化を踏まえ、必要に応じてビジョンを見直すこととする。 

図 8-1 次世代エネルギー事業推進体制イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能代市次世代エネルギー研究会 

市 民 

事業者 

研究機関 

・アドバイザー 

(秋田大学･秋田県

立大学・ＪＡＸＡ能代

ロケット実験場 等) 

能代市 

国・秋田県 

関係団体 

（秋田水素コンソーシ 

アム、JHｙM 等） 

次世代エネルギー事業の推進 

事業連携 

意見 

・提言 

情報 

・支援 

事業 

参画 

意見照会 
意見 

・提言 
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事業スケジュール 

実施する事業のスケジュールは、以下のとおり予定する。 

 

戦略 推進施策 推進事業 
前期 後期 

  

【
戦
略
Ⅰ
】
次
世
代
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
先
進
的
な
ま
ち
を
目
指
す 

(1)大規模風力

発電事業の

先進地化 

➀陸上風力発電事業の

促進 

          

➁洋上風力発電事業の

促進 

          

➂風力発電の拠点形成

の推進 

          

➃送電網の強化 

          

(2)水素エ ネ ル

ギーの活用 

➀風力発電の余剰電力

を活用した水素製造

等の実証事業の誘致 

          

➁燃料電池導入促進の

検討 

          

(3)分散型エネ

ルギーシステ

ムの構築支

援 

➀民間や公共での再生

可能エネルギーの導入

促進 

          

➁新たなエネルギーシス

テムの研究 

          

【
戦
略
Ⅱ
】
地
域
を
リ
ー
ド
す
る
産
業
の
創
出 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

・
活
性
化
に
つ
な
げ
る 

(1)地域の企業 

・研究機関

との連携に

よる産業の

創出・活性

化 

➀地元企業の次世代エ

ネルギー事業への参画

促進 

          

➁次世代エネルギー関連

産業の創出・育成 

          

➂地産地消型の電力供

給によるエネルギーコ

スト縮減の可能性検

討 

          

➃農業等に再生可能エ

ネルギーを活用した地

域振興の検討 

          

(2)企業・研究

機関の誘致 
➀洋上風力発電関連企

業の誘致 

          

➁企業誘致につながる

環境整備 

          

➂液体水素の研究機能

誘致 

          

2023 年 2028 年2019 年 

基盤整備促進と企業誘致の推進 

継続的な働きかけ 

継続的な導入促進 

    継続的な参画促進 

  継続的な育成促進 

施策検討 

施策検討 
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戦略 推進施策 推進事業 
前期 後期 

  

【
戦
略
Ⅲ
】
災
害
時
で
も
活
用
で
き
る 

 

電
力
供
給
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る 

(1)防災拠点に

おける非常

電源等の確

保 

➀再生可能エネルギーを

活用した防災拠点施

設の電源確保の検討 

          

➁再生可能エネルギー

由来の水素を活用し

た非常電源・熱供給

システムの導入検討 

          

(2)分散型非常

電源等の検

討 

➀発電事業者との連携

による非常電源確保

の検討 

          

➁再生可能エネルギーを

活用した自家消費型

発電設備等の導入促

進 

          

➂大規模発電事業への

蓄電池等の併設促進 

          

【
戦
略
Ⅳ
】
戦
略
Ⅰ
～
Ⅲ
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
仕
組
み
を
つ
く
る 

(1)次世代エネ

ル ギ ー 導 入

効果を高め

る仕組みづ

くり 

➀次世代エネルギー導入

事業の経済的効果を

地域に還元する仕組

みの構築 

          

➁次世代エネルギー導入

のシンボルとなる市

民風車等の設置検討 

          

➂地域貢献型の次世代

エネルギー事業の検討 

          

(2)人材育成に

つながる関

連情報の収

集・提供の

場の構築 

➀市民・事業者を対象

とした勉強会等の開

催 

          

➁次世代エネルギー関連

の技術習得機会の創

出 

          

➂エネルギーを通じた子

どもたちへの環境教

育 

          

➃未利用エネルギー等の

情報収集 

          

➄水素エネルギーの情報

収集及び普及啓発 

          

(3)行政支援制

度の活用促

進とニーズ

に応じた支

援の検討 

➀各種制度の周知と制

度拡充の働きかけ 

          

➁市独自支援の検討 

          

 

2023 年 2028 年2019 年 

継続的な開催 

継続的な支援と機会の創出 

継続的な環境教育 

継続的な情報収集 

既存制度の周知・拡充働きかけ 

継続的な併設促進 

継続的な情報収集と普及啓発 

市民ファンドの活用促進 

手法検討 
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 第9章  本市が推進する再⽣可能エネルギー事業の基本指針 

本市において再生可能エネルギー事業や関連企業の立地等を進めるに当たり、市とし

て推進する事業の基本的な考え方、事業者等が配慮すべき事項を「基本指針」として以

下のとおり定める。 

事業者等においては、本指針に沿って再生可能エネルギーを活用する事業等に取り組

まれることを期待するものである。 

なお、基本指針は、再生可能エネルギーを反復継続的に活用することを業とするもの

を対象とし、自家消費、実証試験等は対象としない。 

 

基本指針 
 

 

 

ガイドライン 

上記の基本指針に基づく個別事項については、「能代市再生可能エネルギー事業の導入

に関するガイドライン」により、別に定める。 

 

 

 

 

① 市は、本市で実施される再生可能エネルギーを活用する事業等について、市の産

業振興や雇用の創出につながり、市民ファンド導入や事業体への地元企業の参加

等により地元が恩恵を受けられるなど、市の活性化に資するものを推進する。 

② 市は、事業者等の事業計画が公益性を有し、かつ、本市の活性化に資すると認め

られる場合、出資等を含めた支援体制を検討する。 

③ 事業者等は、本市において再生可能エネルギーを活用する事業等を行う場合、関

係法令を遵守するとともに、周辺環境（市民生活、自然等）への影響等を十分に

考慮するものとする。 

④ 事業者等は、再生可能エネルギーを活用する事業等の構想、設計、計画の各段階

において、市に対する協議や地域住民、利害関係者への十分な説明に努めるもの

とする。 



 

 

 



 

資 料 編 
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参考資料１ 市⺠、事業者アンケート調査結果 

1．市民アンケート調査 

(1) 属性 

問 性別 

 

 

問 年齢 

 

 

問 居住形態 

 

 

問 居住歴 

 

 

問 家族構成 

 

 

問 居住地区 

 

 
 

 

53.5% 44.6% 1.9%

女性 男性 無回答

0.4%

4.5% 7.2% 13.4% 15.1% 28.1% 29.2%

1.7%

0.2%

10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳代 80歳以上 無回答

87.8% 0.4% 2.3% 5.1% 1.1% 1.7% 0.6%
0.9%

持ち家(一戸建て) 持ち家(集合住宅) 借家(一戸建て) 借家(集合住宅)

社宅･寮 公営住宅 その他 無回答

2.1%

4.7% 9.6% 82.9%

0.6%

5年未満 5～10年未満 10～20年未満 20年以上 無回答

13.5% 30.1% 27.8% 10.0% 13.9% 4.7%

単身 夫婦のみ 夫婦と子供

単身と子供 3世帯以上 無回答

39.7% 16.0% 15.4% 5.1%

1.1% 1.1%

2.6%

0.9%

1.7%
9.8%

1.1% 0.0%

0.9%

2.3%

1.3%
1.3%

本庁地区 向能代地区 南地区 扇渕地区

檜山地区 鶴形地区 常磐地区 天神地区

荷上場地区 二ツ井地区 種海地区 田代･濁川地区

切石･苅又石地区 仁鮒･小掛地区 富根地区 無回答

n=469 

n=469 

n=469 

n=469 

n=469 

n=469 
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(2) 再生可能エネルギーについて 

問 「再生エネルギー」を知っていますか？ 

 

 

問 代表的な再生可能エネルギーをどの程度ご存じで、関心がありますか？ 

 

 

問 再生可能エネルギーに関する施設や取り組みをどの程度ご存じで、関心がありますか？ 

 

 

問 ご家庭での再生可能エネルギー等の導入について、どの様にお考えですか？ 

 

          

10.7% 44.9% 37.2% 5.3%

1.9%

よく知っている だいたい知っている 聞いたことはある

知らない(初めて聞いた) 無回答

9.4%

19.7%

15.6%

12.2%

41.3%

19.4%

43.7%

18.2%

24.8%

28.1%

23.2%

34.6%

26.5%

35.3%

31.6%

28.4%

26.8%

27.5%

16.9%

30.8%

15.4%

34.8%

22.6%

24.8%

31.6%

4.5%

18.2%

3.9%

6.0%

4.5%

4.7%

5.5%

2.6%

5.1%

1.7%

地中熱利用

バイオマス利用

地熱発電

小水力発電

風力発電

太陽熱利用

太陽光発電

ある程度知っており関心がある ある程度知っているが関心はない よく知らないが関心はある

よく知らないし関心もない 無回答

10.5%

2.6%

13.9%

6.6%

42.3%

14.1%

4.7%

12.6%

11.5%

20.5%

34.0%

31.0%

35.9%

35.6%

22.9%

35.3%

54.5%

30.8%

39.9%

10.0%

6.2%

7.3%

6.8%

6.4%

4.3%

再エネ固定価格買取制度

スマートコミュニティ･スマートグリッド

燃料電池

天然ガスコジェネ

電気自動車･PHV

ある程度知っており関心がある ある程度知っているが関心はない よく知らないが関心はある

よく知らないし関心もない 無回答

2.8%

0.6%

0.2%

1.7%

2.8%

0.4%

0.2%

0.2%

0.2%

1.7%

0.9%

0.6%

0.2%

0.4%

0.2%

1.3%

3.4%

28.6%

23.5%

20.9%

26.4%

16.8%

19.7%

37.4%

65.3%

67.2%

70.8%

64.4%

74.0%

69.4%

47.2%

7.9%

8.1%

8.3%

9.0%

7.7%

7.5%

太陽光発電

太陽熱利用

小型風力発電

家庭用燃料電池

家庭用コージェネレーションシステム

木質バイオマス

電気自動車･プラグインハイブリッド車

すでに導入している 導入を具体的に計画中 導入を検討中

条件次第で導入も可 導入は考えられない 無回答

n=469 

n=469 

n=469 

n=468 
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問 能代市内の発電所について、ご存知でしょうか？ 

 

 

問 能代市内への再生可能エネルギーの導入について、どの様にお考えですか？ 

 

 

(3) 水素エネルギーについて 

問 「水素」に対し、どのようなイメージをお持ちですか？ 

 

問 水素をガソリン等と同様に利用することについて、どの様にお考えですか？ 

 

    

 

51.2%

13.1%

23.7%

40.9%

46.6%

46.2%

3.6%

40.3%

24.8%

4.3%

5.3%

風力発電所

木質バイオマス発電所

メガソーラー

ある程度知っており関心がある ある程度知っているが関心はない よく知らないが関心はある

よく知らないし関心もない 無回答

33.1%

28.0%

27.6%

22.0%

28.6%

29.5%

29.5%

24.6%

20.7%

23.5%

8.5%

12.0%

11.8%

6.4%

6.4%

3.2%

3.8%

4.7%

1.5%

1.5%

22.0%

22.2%

28.0%

44.7%

35.9%

3.8%

4.5%

3.4%

4.9%

4.3%

大規模な太陽光発電所

陸上風力発電所

洋上風力発電所

小水力発電所

木質バイオマス発電所

積極的に導入してほしい 導入するのはやむを得ないと思う あまり導入してほしくない

導入には反対である わからない 無回答

36.7%

17.3%

31.3%

30.9%

14.3%

9.4%

25.4%

2.1%

37.3%

1.7%

1.9%

クリーンで環境に良い

燃料電池

次世代の自動車

次世代のエネルギー

ロケット

軽い

爆発する･危険

安全

よく分からない

その他

無回答

41.6% 3.0% 15.7% 36.3% 1.1%
2.4%

正しく使えば問題ない 危険なので使うべきではない どちらとも言えない

わからない その他 無回答

n=469 

n=469 

n=469 

n=469 

（複数回答） 
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問 水素に関連する設備について、どの程度ご存知で、関心がありますか？ 

 

 

問 国では水素社会を目指すとしていますが、どのようにお考えですか？ 

 

問 JAXA 能代ロケット実験場で液体水素の実験を行っていることを知っていますか？ 

 

 

問 今後、燃料電池自動車を購入したいと思いますか？ 

 

 

 

 

 

17.7%

4.9%

5.3%

4.3%

7.5%

15.4%

9.6%

9.2%

6.6%

7.9%

36.7%

34.3%

40.8%

34.1%

39.2%

27.3%

46.5%

40.0%

49.7%

41.4%

3.0%

4.7%

4.7%

5.3%

4.1%

燃料電池自動車

燃料電池フォークリフト

燃料電池バス

エネファーム

水素ステーション

ある程度知っており関心がある ある程度知っているが関心はない よく知らないが関心はある

よく知らないし関心もない 無回答

22.2%

25.2%

12.6%

21.7%

15.6%

8.7%

4.7%

45.0%

2.1%

7.5%

利用段階で二酸化炭素を排出しないから、

水素社会を目指してほしい

エネルギーの有効利用や省エネにつながるから、

水素社会を目指してほしい

災害などの非常時にも役立つから、

水素社会を目指してほしい

エネルギーの海外依存の低減に役立つから、

水素社会を目指してほしい

技術開発などで経済の活性化が期待されるから、

水素社会を目指してほしい

安全性に不安があるから、

水素社会を目指してほしくない

技術面、コスト面など多くの課題があるから、

水素社会を目指してほしくない

わからない

その他

無回答

1.8% 43.2% 5.9% 37.0% 4.6% 7.5%

実験の内容を含め、知っている 内容はわからないが、実験が行われているのは知っている

水素に関する何かが行われているとは聞いたことはある 水素を扱っていることは知らない

JAXA能代ロケット実験場があること自体知らない 無回答

20.5% 27.3% 6.0% 34.5% 11.7%

条件次第では購入を検討したい 条件に関わらず購入を検討しない 現在、自動車を必要としていない

わからない 無回答

n=469 

n=438 

n=469 

n=469 

（複数回答） 
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問 「条件次第で購入を検討」の場合の条件は？（前問で条件次第で購入との回答者のみ） 

●車両価格 

 
 

●水素ステーションまでの距離 

 

 

●満タン時の水素燃料価格 

 

 

問 能代市における水素ステーションの整備について、どのようにお考えですか？ 

 

問 今後、エネファームを設置したいと思いますか？ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

31.3% 46.9% 16.7%
2.1%

3.1%

ハイブリット車並み ガソリン車並み ガソリン車以下 その他 無回答

8.3% 9.4% 78.1%
2.1%

2.1%

100km圏内 秋田市内(60km程度) 能代市内 その他 無回答

38.9% 29.5% 28.4%
1.1%

2.1%

5,000円程度(現状で満足) 4,000円以内 3,000円以内 その他 無回答

16.6%

47.5%

4.3%

0.0%

13.9%

8.1%

13.6%

燃料電池自動車の普及に向けて、

能代市に早急に設置を進めるべきだ

将来的には必要になると思うが、

能代市には数年は必要ないと思う

将来的にも能代市には設置する必要はないと思う

将来、燃料電池自動車を利用するかもしれないので

家の近くに設置してほしい

危険だと思うので、家の近くに設置してほしくない

その他

無回答

0.2%

2.1%

25.1%

1.1%

3.0%
8.4% 48.4% 1.5% 10.3%

すでにエネファームを設置している 設置したい 価格が安くなれば設置したい

持ち家を購入したら設置したい 賃貸住宅なので設置できない 設置したくない

わからない その他 無回答

n=96 

n=96 

n=95 

n=469 

n=467 

（複数回答）  
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(4) 再生可能エネルギーの普及について 

問 再生可能エネルギーが普及することで、どの様な効果を期待しますか？ 

 

問 再生可能エネルギーの普及を図るために、どの様な取り組みが必要ですか？ 

 

問 市民参加型発電を実施する場合、参加したいと思いますか？ 

●現金による出資をして、売電等で得られた利益を出資者に還元する取り組み 

 

 

●自分の土地や建物を設置場所として貸し出す取り組み 

 

 

問 出資する場合、どの程度であれば出資されますか？ 

 

 

56.3%

52.0%

46.9%

19.8%

34.5%

17.1%

19.2%

7.9%

27.1%

4.7%

24.1%

4.5%

10.9%

地球環境の保全

安全安心なエネルギーの確保

災害時の非常用電源等としての利用

再生可能エネルギーに取り組むまち"能代"の知名度…

地元雇用の拡大

市外からの再生可能エネルギー関連産業の立地

市内企業の再生可能エネルギーへの参入(起業含む)

風力発電などを見に来る観光客の増大

生活利便性の向上

地域へ誇りを高める

子どもたちへの環境学習

何も期待していない

無回答

49.0%

24.9%

19.8%

34.8%

27.5%

37.7%

4.3%

25.6%

6.2%

4.3%

11.3%

公共施設に積極的に導入する

パンフレット配布やイベント開催など啓発する

相談窓口を設け、個人や企業に役立つ情報を提供する

補助金、税制優遇、低利融資のあっせんなどの金銭…

まちづくり等の開発事業において計画的に導入する

災害時の非常用電源として導入する

法令や条例で規制･強制する

学校等でエネルギー教育を推進する

特に関与せずに、自主的な取組みに任せる

その他

無回答

3.2% 14.1% 18.8% 14.3% 35.0% 14.5%

参加したい どちらかというと参加したい あまり参加したくない

参加したくない わからない 無回答

4.2% 7.4% 14.1% 17.5% 38.7% 18.0%

参加したい どちらかというと参加したい あまり参加したくない

参加したくない わからない 無回答

54.3% 17.3% 16.0% 8.6%
1.2%

2.5%

10万円以内 11～30万円 31～50万円

51～100万円 100万円以上 無回答

n=468 

n=377 

n=81 

n=469 

n=469 

（複数回答） 

（複数回答） 
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2．事業者アンケート調査 

(1) 属性 

問 業種について 

 

 

問 製造業の具体的な業種について 

 

 

問 従業員数について 

 
 

(2) 再生可能エネルギーについて 

問 代表的な再生可能エネルギーをどの程度ご存じで、関心がありますか？ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

2.8% 15.1% 5.5% 3.0% 17.4% 4.0%
2.5%

2.8% 10.1% 14.9% 6.0% 15.9%

農林業 建設業 製造業 運輸・通信業

卸売・小売業 金融・保険業 不動産業 飲食店・宿泊業

医療･福祉 サービス業 その他 無回答

9.1%

0.0%

9.1% 9.1% 27.3%

0.0%
0.0% 0.0%

0.0%

4.5%

0.0%
0.0%

13.6% 9.1%

0.0%
0.0% 0.0%

4.5%

0.0%
0.0%

0.0%

9.1% 4.5%

食料品 飲料・たばこ・飼料 繊維 衣服

木材・木製品 家具・装備品 パルプ・紙・紙加工品 出版・印刷

化学工業 石油製品・石炭 プラスティック製品 ゴム製品

なめし革・同製品・毛皮 窯業・土石製品 鉄鉱業 非鉄金属

金属製品 一般機械器具 電気機械器具 輸送用機械器具

精密機械 その他 無回答

53.7% 29.7% 4.0% 3.3% 9.3%

10人未満 10人以上50人未満 50人以上100人未満 100人以上 無回答

9.7%

19.4%

11.6%

14.9%

37.4%

14.2%

38.8%

23.7%

29.2%

35.0%

26.7%

37.2%

28.9%

38.8%

31.0%

27.2%

23.7%

27.0%

17.1%

30.2%

16.4%

32.6%

21.7%

27.0%

29.2%

6.0%

23.4%

4.3%

3.1%

2.5%

2.8%

2.3%

2.3%

3.3%

1.8%

地中熱利用

バイオマス利用

地熱発電

小水力発電

風力発電

太陽熱利用

太陽光発電

ある程度知っており関心がある ある程度知っているが関心はない よく知らないが関心はある

よく知らないし関心もない 無回答

n=397 

n=22 

n=397 

n=398 
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問 再生可能エネルギーに関する施設や取り組みをどの程度ご存じで、関心がありますか？ 

  

 

問 事業者において再生可能エネルギー導入や設備供給への参入意向はありますか？ 

  

問 事業者における再生可能エネルギーの導入についてどの様にお考えですか？ 

（再エネを導入している・導入したいとの回答者のみ） 

  

 

問 再生可能エネルギーを導入したいと考える背景は？（再エネを導入している・導入したいとの回答者のみ） 

 

18.8%

6.8%

23.0%

19.7%

10.1%

54.7%

19.3%

9.8%

26.3%

22.0%

19.4%

20.7%

27.4%

26.8%

27.5%

32.7%

27.0%

15.1%

32.5%

53.5%

20.7%

23.3%

40.8%

8.1%

2.0%

3.0%

2.5%

2.3%

2.8%

1.5%

再エネ固定価格買取制

度

スマートコミュニティ･ス

マートグリッド

木質バイオマス

燃料電池

天然ガスコジェネ

電気自動車･PHV

ある程度知っており関心がある ある程度知っているが関心はない よく知らないが関心はある

よく知らないし関心もない 無回答

6.0%

5.5%

2.0%

4.5%

74.1%

3.3%

6.8%

0 .0 % 1 0. 0% 2 0. 0% 3 0. 0% 4 0. 0% 5 0. 0% 6 0. 0% 7 0. 0% 8 0. 0% 9 0. 0%

すでに、再生可能エネルギー設備を導入している

今後、再生可能エネルギー設備を導入したい

すでに、再生可能エネルギー設備を供給している

今後、再生可能エネルギー設備を供給する事業に参入したい

どちらでもない

その他

無回答

42.2%

4.4%

11.1%

11.1%

2.2%

4.4%

6.7%

11.1%

4.4%

6.7%

2.2%

8.9%

2.2%

4.4%

4.4%

4.4%

17.8%

42.2%

37.8%

44.4%

35.6%

31.1%

24.4%

24.4%

24.4%

22.2%

40.0%

35.6%

6.7%

42.2%

22.2%

48.9%

51.1%

46.7%

60.0%

62.2%

60.0%

35.6%

22.2%

2.2%

13.3%

8.9%

13.3%

13.3%

13.3%

13.3%

13.3%

13.3%

13.3%

13.3%

太陽光発電

太陽熱利用

風力発電

小水力発電

木質バイオマス発電

木質バイオマス熱利用

ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞﾙ燃料利用

雪氷熱利用システム

天然ガスコージェネレーション

燃料電池

電気自動車・プラグインハイブリッド車

すでに導入している 導入を具体的に計画中 導入を検討中

条件次第で導入も可 導入は考えられない 無回答

51.1%

42.2%

53.3%

40.0%

11.1%

6.7%

0.0%

固定価格買取制度による売電ビジネスのため

社会貢献（ＣＳＲ，地球環境の保全など）のため

自家消費のため

災害時対策など非常用電源等のため

公的支援策が利用できるため

その他

無回答

n=397 

n=45 

n=397 

n=45 

（複数回答） 

（複数回答） 
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問 再生可能エネルギー設備の導入に際し、どの様な支援策を望みますか？ 

（再エネを導入している・導入したいとの回答者のみ） 

   

問 再生可能エネルギー関連設備等の供給事業への参入についてどの様にお考えですか？ 

（再エネ設備を供給している・参入したいとの回答者のみ） 

 

 

問 再生可能エネルギー関連事業へ参入したいと考える背景は？ 

（再エネ設備を供給している・参入したいとの回答者のみ） 

 

問 再生可能エネルギー関連事業へどのような形で参入している又は参入したいか？ 

（再エネ設備を供給している・参入したいとの回答者のみ） 

 

84.4%

66.7%

17.8%

4.4%

4.4%

助成制度(融資・補助等)

情報提供・相談窓口

販売企業の斡旋

その他

無回答

15.4%

15.4%

3.8%

3.8%

3.8%

3.8%

3.8%

7.7%

11.5%

7.7%

3.8%

3.8%

7.7%

42.3%

48.0%

42.3%

38.5%

26.9%

38.5%

30.8%

42.3%

38.5%

42.3%

34.6%

34.6%

52.0%

30.8%

53.8%

50.0%

46.2%

61.5%

50.0%

57.7%

50.0%

53.8%

3.8%

3.8%

7.7%

3.8%

3.8%

3.8%

3.8%

3.8%

3.8%

3.8%

太陽光発電

太陽熱利用

風力発電

小水力発電

木質バイオマス発電

木質バイオマス熱利用

ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞﾙ燃料利用

雪氷熱利用システム

天然ガスコージェネレーション

燃料電池

電気自動車・プラグインハイブリッド車

すでに参入している 参入を具体的に計画中 参入を検討中

条件次第で参入も可 参入は考えられない 無回答

30.8%

57.7%

23.1%

19.2%

26.9%

7.7%

7.7%

固定価格買取制度により市場拡大が見込めるため

社会貢献（ＣＳＲ，地球環境の保全など）のため

関連する技術や設備を保有していたため

取引先企業の進出、または要請があったため

公的支援策が利用できるため

その他

無回答

11.5%

53.8%

46.2%

23.1%

7.7%

11.5%

再生可能エネルギー設備の製造

再生可能エネルギー設備の施工

再生可能エネルギー設備のメンテナンス

再生可能エネルギー設備を設置する場所の提供

その他

無回答

n=45 

n=26 

n=26 

n=26 

（複数回答） 

（複数回答） 

（複数回答） 
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問 再生可能エネルギー関連事業へ参入するために必要な支援策は？ 

（再エネ設備を供給している・参入したいとの回答者のみ） 

 

(3) 水素エネルギーについて 

問 「水素」に対し、どのようなイメージをお持ちですか？ 

  

問 水素をガソリン等と同様に利用することについて、どの様にお考えですか？ 

 

 

問 水素に関連する設備について、どの程度ご存知で、関心がありますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53.8%

50.0%

42.3%

38.5%

30.8%

7.7%

11.5%

助成制度(融資・補助等)

情報提供・相談窓口

連携できる企業に関する情報提供

土地(場所)の確保

技術、販路開拓等へのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣制度等

その他

無回答

47.9%

28.5%

39.3%

33.8%

14.4%

11.3%

29.7%

3.8%

21.7%

1.5%

4.0%

クリーンで環境に良い

燃料電池

次世代の自動車

次世代のエネルギー

ロケット

軽い

爆発する･危険

安全

よく分からない

その他

無回答

52.5% 3.0% 13.4% 23.5%
3.0%

4.5%

正しく使えば問題ない 危険なので使うべきではない どちらとも言えない

わからない その他 無回答

28.0%

6.5%

10.1%

9.1%

16.1%

15.6%

12.6%

14.1%

10.3%

13.1%

33.5%

35.0%

35.8%

33.8%

35.8%

17.6%

38.8%

32.7%

40.1%

29.0%

5.3%

7.1%

7.3%

6.8%

6.0%

燃料電池自動車

燃料電池フォークリフト

燃料電池バス

エネファーム

水素ステーション

ある程度知っており関心がある ある程度知っているが関心はない よく知らないが関心はある

よく知らないし関心もない 無回答

n=397 

n=26 

n=397 

n=396 

（複数回答） 

（複数回答） 
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問 国では水素社会を目指すとしていますが、どのようにお考えですか？ 

 

問 JAXA 能代ロケット実験場で液体水素の実験を行っていることを知っていますか？ 

 

 

問 今後、燃料電池自動車を購入したいと思いますか？ 

 

 

問 燃料電池自動車の購入する際の条件は？（購入を検討したいとの回答者のみ） 

●車両価格 

 
 

●水素ステーションまでの距離 

 
 

●満タン時の水素燃料価格 

 
 

35.3%

34.8%

17.1%

34.0%

22.2%

4.5%

5.8%

35.0%

3.3%

4.0%

利用段階で二酸化炭素を排出しないから、

水素社会を目指してほしい

エネルギーの有効利用や省エネにつながるから、

水素社会を目指してほしい

災害などの非常時にも役立つから、

水素社会を目指してほしい

エネルギーの海外依存の低減に役立つから、

水素社会を目指してほしい

技術開発などで経済の活性化が期待されるから、

水素社会を目指してほしい

安全性に不安があるから、

水素社会を目指してほしくない

技術面、コスト面など多くの課題があるから、

水素社会を目指してほしくない

わからない

その他

無回答

5.8% 37.4% 9.0% 40.1% 2.9% 4.8%

実験の内容を含め、知っている 内容はわからないが、実験が行われているのは知っている

水素に関する何かが行われているとは聞いたことはある 水素を扱っていることは知らない

JAXA能代ロケット実験場があること自体知らない 無回答

19.1% 21.4% 10.6% 30.2% 18.6%

条件次第では購入を検討したい 条件に関わらず購入を検討しない

現在、自動車を必要としていない わからない

無回答

41.3% 50.7% 5.3%
0.0%

2.7%

ハイブリット車並み ガソリン車並み ガソリン車以下 その他 無回答

4.1% 4.1% 51.2% 2.5% 38.0%

100km圏内 秋田市内(60km程度) 能代市内 その他 無回答

43.4% 18.4% 34.2%
1.3%

2.6%

5,000円程度(現状で満足) 4,000円以内 3,000円以内 その他 無回答

n=377 

n=397 

n=75 

n=121 

n=76 

n=397 

（複数回答） 
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問 能代市における水素ステーション整備について、どのようにお考えですか？ 

 

(4) 再生可能エネルギーの普及について 

問 次世代エネルギーの啓発や関連産業の振興を推進する協議会を設置した場合、参加したい

と思いますか？ 

 

 

問 再生可能エネルギー設備の製造や水素ステーション運営などに関する特定目的会社等を

設立する場合の参加意欲をお聞かせください 

 

 

問 企業活動において、環境に配慮した取り組みはどのように位置付けていますか？ 

  

 

問 市民参加型発電を実施する場合、参加したいと思いますか？ 

●現金による出資をして、売電等で得られた利益を出資者に還元する取り組み 

 

 

●自分の土地や建物を設置場所として貸し出す取り組み 

 

 

22.9%

43.8%

5.0%

19.6%

3.0%

6.5%

10.6%

燃料電池自動車の普及に向けて、

能代市に早急に設置を進めるべきだ

将来的には必要になると思うが、

能代市には数年は必要ないと思う

将来的にも能代市には設置する必要はないと思う

将来、燃料電池自動車を利用するかもしれないので

家の近くに設置してほしい

危険だと思うので、家の近くに設置してほしくない

その他

無回答

5.1% 15.9% 28.6% 37.0% 4.6% 8.9%

参加したい 条件によっては参加したい 一度、話を聞いて判断したい

興味はない その他 無回答

3.5% 12.3% 34.0% 37.8% 4.0% 8.3%

出資や参加を検討したい 条件によっては出資や参加を検討したい 一度話を聞いて判断したい

興味はない その他 無回答

4.4% 43.1% 5.5% 6.5% 11.7% 11.7% 4.7% 12.3%

企業の社会責任の一つである

重要な戦略の一つである

環境への取組と企業活動は関係ない

その他 無回答

法規制等の義務以上のものではない

事業継続に係るリスク低減に繋がる

ビジネスチャンスである

7.8% 13.9% 11.8% 16.6% 41.6% 8.3%

参加したい どちらかというと参加したい あまり参加したくない

参加したくない わからない 無回答

参加したい どちらかというと参加したい あまり参加したくない

参加したくない わからない 無回答

n=395 

n=397 

n=383 

n=397 

n=397 

n=397 

（複数回答） 
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問 再生可能エネルギーが普及することで、どの様な効果を期待しますか？ 

 

問 再生可能エネルギーの普及を図るために、どの様な取り組みが必要ですか？ 

 
  

58.2%

50.1%

41.6%

27.5%

33.8%

22.4%

19.4%

7.8%

18.6%

10.1%

20.2%

5.5%

8.3%

地球環境の保全

安全安心なエネルギーの確保

災害時の非常用電源等としての利用

再生可能エネルギーに取り組むまち"能代"の知名度の向上

地元雇用の拡大

市外からの再生可能エネルギー関連産業の立地

市内企業の再生可能エネルギーへの参入(起業含む)

風力発電などを見に来る観光客の増大

生活利便性の向上

地域へ誇りを高める

子どもたちへの環境学習

何も期待していない

無回答

50.9%

21.4%

27.7%

41.8%

31.5%

36.5%

5.3%

22.9%

7.1%

1.8%

9.6%

公共施設に積極的に導入する

パンフレット配布やイベント開催など啓発する

相談窓口を設け、個人や企業に役立つ情報を提供する

補助金、税制優遇、低利融資のあっせんなどの金銭的支援

まちづくり等の開発事業において計画的に導入する

災害時の非常用電源として導入する

法令や条例で規制･強制する

学校等でエネルギー教育を推進する

特に関与せずに、自主的な取組みに任せる

その他

無回答

n=397 

n=397 

（複数回答） 

（複数回答） 
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参考資料２ 導⼊⽬標と再⽣可能エネルギー導⼊による効果 
1．導入目標と効果（CO2削減効果・再生可能エネルギー自給率） 

平成 29 年現況 

区分 
設備容量 

（kW） 

発電量 

（MWh/年） 

熱量換算値 

（GJ/年） 

CO2換算量 

（t-CO2/年） 
 

風力 

発電 

陸上 62,660 126,714 456,170 64,878  

洋上 0 0 0 0  

小 計 62,660 126,714 456,170 64,878  

太陽光 

発電 

10kW 未満 1,516 1,430 5,148 732  

1,000kW 未満 2,630 2,480 8,928 1,270  

1,000kW 以上 10,153 9,574 34,466 4,902  

小 計 14,299 13,484 48,542 6,904  

ﾊﾞｲｵﾏｽ 

発電 

専焼(ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所) 3,990 3,743 13,475 1,916  

混焼(能代火力発電所) 2,760 20,551 73,984 10,522  

小 計 6,750 24,294 87,459 12,438  

合 計 83,709 164,492 592,171 84,220  
        

能代市におけるエネルギー需要量に対する再生可能エネルギー比率 10.7%  

能代市における電力需要量に対する再生可能エネルギー発電比率 36.4%  

※能代火力発電所の値は、バイオマス発電分を全体発電量の 0.23％として計上 

中間年次（2023 年） 

区分 
設備容量 

(kW) 

発電量 

（MWh/年） 

熱量換算値 

（GJ/年） 

CO2換算量 

（t-CO2/年） 
  

風力 

発電 

陸上  

(導入分) 

195,660 395,673 1,424,423 202,585   

(133,000) (268,959) (968,252) (137,707)   

洋上  

(導入分) 

88,200 255,965 921,474 131,054  

(88,200) (255,965) (921,474) (131,054)  

小計  

(導入分) 

283,860 651,638 2,345,897 333,639  

(221,200) (524,924) (1,889,726) (268,761)  

太陽光 

発電 

10kW 

未満 
 

(導入分) 

2,258 2,130 7,668 1,091   

(742) (700) (2,520) (358)   

1,000kW 

未満 
 

(導入分) 

6,322 5,962 21,463 3,053   

(3,692) (3,482) (12,535) (1,783)   

1,000kW 

以上 
 

(導入分) 

11,098 10,465 37,674 5,358   

(945) (891) (3,208) (456)   

小計  

(導入分) 

19,678 18,557 66,805 9,502   

(5,379) (5,073) (18,263) (2,597)   

ﾊﾞｲｵﾏｽ 

発電 

専焼 

(ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所) 
 

(導入分) 

3,990 3,743 13,475 1,916   

(0) (0) (0) (0)   

混焼 

(能代火力発電所) 
 

(導入分) 

4,140 30,826 110,974 15,783  

(1,380) (10,275) (36,990) (5,261)  

小計  

(導入分) 

8,130 34,569 124,449 17,699  

(1,380) (10,275) (36,990) (5,261)  

合計  

(導入分) 

311,668 704,764 2,537,151 360,840   

(227,959) (540,272) (1,944,979) (276,619)   
        

能代市におけるエネルギー需要量に対する再生可能エネルギー比率 46.0%  

能代市における電力需要量に対する再生可能エネルギー発電比率 156.1%  

※能代火力発電所の値は、バイオマス発電分を全体発電量の 0.23％として計上 
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最終年（2028 年） 

区分 
設備容量 

(kW) 

発電量 

（MWh/年） 

熱量換算値 

（GJ/年） 

CO2換算量 

（t-CO2/年） 

発電量 

増加率 

風力 

発電 

陸上  

(導入分) 

195,660 395,673 1,424,423 202,585 3.1 倍 

(133,000) (268,959) (968,252) (137,707)  

洋上  

(導入分) 

293,200 850,896 3,063,226 435,659 － 

(293,200) (850,896) (3,063,226) (435,659)  

小計  

(導入分) 

488,860 1,246,569 4,487,649 638,244 9.8 倍 

(426,200) (1,119,855) (4,031,478) (573,366)  

太陽光 

発電 

10kW 未満  

(導入分) 

2,880 2,716 9,778 1,391 1.9 倍 

(1,364) (1,286) (4,630) (658)  

1,000kW 

未満 
 

(導入分) 

9,130 8,610 30,996 4,408 3.5 倍 

(6,500) (6,130) (22,068) (3,139)  

1,000kW 

以上 
 

(導入分) 

12,043 11,356 40,882 5,814 1.2 倍 

(1,890) (1,782) (6,415) (912)  

小計  

(導入分) 

24,053 22,682 81,656 11,613 1.7 倍 

(9,754) (9,198) (33,113) (4,709)  

ﾊﾞｲｵﾏｽ 

発電 

専焼 

(ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所) 
 

(導入分) 

3,990 3,743 13,475 1,916 1.0 倍 

(0) (0) (0) (0)  

混焼 

(能代火力発電所) 
 

(導入分) 

4,140 30,826 110,974 15,783 1.5 倍 

(1,380) (10,275) (36,990) (5,261)  

小計  

(導入分) 

8,130 34,569 124,449 17,699 1.4 倍 

(1,380) (10,275) (36,990) (5,261)  

合計  

(導入分) 

521,043 1,303,820 4,693,754 667,556 7.9 倍 

(437,334) (1,139,328) (4,101,581) (583,336)          

能代市におけるエネルギー需要量に対する再生可能エネルギー比率 85.1%  

能代市における電力需要量に対する再生可能エネルギー発電比率 288.8%  

※能代火力発電所の値は、バイオマス発電分を全体発電量の 0.23％として計上 

 

【中間年次目標設定の考え方】 

・陸上風力発電は、中間年次までに目標設備容量のすべてが導入されると想定 

・洋上風力発電は、中間年次までに能代港港湾区域分が導入されると想定 

・太陽光発電の 10kW 未満及び 10kW 以上 1,000kW 未満は、2014-2018 年のトレンド推計に基づき

中間年次における導入量を推計 

・太陽光発電 1,000kW 以上は、中間年次までに目標設備容量の 1/2 が導入されると想定 

【発電量設定の考え方】 

・風力発電は、設備容量×理論設備利用率×利用可能率×出力補正係数×時間（年）で算定 

   ◇理論設備利用率：陸上 27.0％・洋上 40.9％ 

◇利用可能率：陸上 0.95・洋上 0.90 

◇出力補正係数：陸上・洋上 0.90 

・太陽光発電は、設備容量×地域別発電量係数（秋田県）で算定 

   ◇地域別発電電力係数（秋田県）：943kWh/kW･年 

・利用率及び係数は、再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書（環境省）

に基づき設定 

・バイオマス発電所の発電量は、能代市再生可能エネルギービジョンに基づく値 

・能代火力発電所の稼働率を 85％と想定し、木質バイオマス燃料の発熱量の割合をバイオマス

発電分とした（木質チップ使用量：約 1.8 万 t/年、石炭使用量：約 300 万 t/年） 

 （1.8 万 t×10.0GJ/t）÷（300 万 t×25.97GJ/t＋1.8 万 t×10.0GJ/t）＝0.23％ 

※能代市のエネルギー需要量：5,517,414GJ、能代市の電力需要量：451,463MWh 
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2．県内経済波及効果 

各発電所建設に伴う県内投資額 

区分 
導入設備 

容量(kW) 
＜A＞ 

建設単価 

（万円/kW) 
＜B＞ 

建設投資額 

(百万円） 
＜C=A×B＞ 

県内 

発注率 
＜D＞ 

県内投資額 

(百万円) 
＜E=C×D＞ 

風力 

発電 

陸上 133,000 30 39,900 

26.1% 

10,414 

洋上 293,200 80 234,560 61,220 

小計 426,200 － 274,460 ① 71,634 

太陽光 

発電 

10kW 未満 1,364 37 505 

41.1% 

208 

1000kW 未満 6,500 31 2,015 828 

1000kW 以上 1,890 31 586 241 

小計 9,754 － 3,106 ② 1,277 

合計 435,954 － 277,566 － 72,911 

※建設単価及び県内発注率は第２期秋田県新エネルギー産業戦略の値を採用 

各発電所の運転維持に伴う県内投資額（15 年合計） 

区分 
導入設備 

容量(kW) 
＜A＞ 

運転維持費 

単価 

（万円/kW･年) 
＜B＞ 

建設投資額 

(百万円･年） 
＜C=A×B＞ 

県内 

発注率 
＜D＞ 

県内投資額 

(百万円･15 年) 
＜E=C×D×15 年＞ 

風力 

発電 

陸上 133,000 0.6 798 

31.9% 

3,818 

洋上 293,200 4.3 12,608 60,329 

小計 426,200 － 13,406 ③ 64,147 

太陽光 

発電 

10kW 未満 1,364 0.4 5 

100.0% 

75 

1000kW 未満 6,500 0.6 39 585 

1000kW 以上 1,890 0.6 11 165 

小計 9,754 － 55 ④ 825 

合計 435,954 － 13,461 － 64,972 

※運転維持費単価及び県内発注率は第２期秋田県新エネルギー産業戦略の値を採用 

県内投資額（上記２表）に対する波及効果 単位：百万円 

  
県内 

投資額 

県内需要増加額 

(直接効果) 

第 1 次 

波及効果 

第２次 

波及効果 
総合効果 

風力 

発電 

建設 ① 71,634 71,634 24,739 17,858 114,231 

運転維持 ③ 64,147 55,108 18,972 4,978 79,058 

小計 135,781 126,742 43,711 22,836 193,289 

太陽光 

発電 

建設 ② 1,277 1,277 441 318 2,036 

運転維持 ④ 825 709 244 64 1,017 

小計 2,102 1,986 685 382 3,053 

合計 137,883 128,728 44,396 23,218 196,342 

※秋田県産業連関表_H23 経済波及効果分析ツール（15 部門分類）による算定 
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参考資料３ 能代市次世代エネルギー研究会名簿 
 

区分 所属団体・役職 氏 名 備 考 

学識 

秋田県立大学 学長 小 林  淳 一 会長 

秋田大学 教授 中 村  雅 英 副会長 

ＪＡＸＡ宇宙航空研究開発機構  

上席研究開発員 
成 尾  芳 博 副会長 

秋田大学産学連携推進機構  

准教授・総括ＵＲＡ 
伊 藤  慎 一  

ｴﾈﾙｷﾞｰ 

東北電力株式会社 能代電力センター所長 大信田  隆 一  

大森建設株式会社 取締役執行役員  

技術営業部長 
石 井  昭 浩  

中田建設株式会社 常務取締役 

能代本店長 
中 田  範 彦  

株式会社日立パワーソリューションズ 

風力プロジェクト部 主任技師 
田 口  克 行  

商工業 

能代商工会議所 会頭 広 幡  信 悦  

秋田県石油商業協同組合 能代山本支部長 塚 本  真木夫  

金融 

株式会社秋田銀行 執行役員能代支店長 高 橋  徳 之  

株式会社北都銀行 能代支店長 幸野谷   寛   

行政 

秋田県産業労働部  

資源エネルギー産業課長 
阿 部  泰 久  

秋田県山本地域振興局 総務企画部  

地域企画課長 
土 門  啓 介  

男鹿市 総務企画部長 船 木  道 晴  

藤里町 総務課長 夏 井  博 文  

三種町 企画政策課長 金 子   孝   

八峰町 企画財政課長 和 平  勇 人  

能代市 環境産業部長 畠 山  一 仁  

※区分順、敬称略 
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